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はじめに 
 

本業務は、鳥取県土整備事務所 計画調査課の御委託により株式会社建設技術研究
所が実施したものである。 
管理技術者、担当技術者などは以下のとおりである。 

 

【受託者】 

(株)建設技術研究所 鳥取事務所 
〒680-0904 鳥取県鳥取市晩稲 434 
電話（代表） 0857-32-2350 

 

【担当者】 

管理技術者：中道 誠  大阪本社河川部海岸・港湾室 技術士：建設部門 
照査技術者：狩野 晋一 大阪本社河川部       技術士：建設部門 
担当技術者：安達 昭彦 大阪本社河川部海岸・港湾室 技術士：建設部門 

山本 隼也 大阪本社河川部海岸・港湾室 技術士補：建設部門 
松本 知晃 大阪本社河川部海岸・港湾室 技術士補：建設部門 

 
【工期】 

令和 3年 8月 6日 ～ 令和 4年 1月 31日 
 

【契約金額】 

¥8,329,200.-（税込み） 
 

【TECRIS登録番号】 

4046010017 
 

また、発注者側の調査担当者は以下のとおりである。 
 

【発注者側調査担当者】 

総括調査員 井筒 博明 計画調査課 課長 
主任調査員 吉川 達也 計画調査課 課長補佐 
主任調査員 平井 康夫 計画調査課 係長 
一般調査員 北尾 彩夏 計画調査課 土木技師 
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1. 業務概要 
1.1 業務概要 

業務名称 ： 勝部川河口対策検討業務委託（その 2） 

業務発注機関 ： 鳥取県 鳥取県土整備事務所 

業務受注機関 ： 株式会社 建設技術研究所 鳥取事務所 

契約年月日 ： 令和 5年 2月 10日 

業務履行期間 ： 令和 5年 2月 10日 ～ 令和 6年 3月 15日 

履行場所 ： 鳥取市青谷町青谷 

 

 
※河川整備計画の対象区間を示す 

図 1.1.1 本業務の対象範囲  

河口砂州 

勝部川 

整備対象区間※ 

Ｌ＝2,200m 

日置川 

整備対象区間※ 

Ｌ＝1,400m 

露谷川 

整備対象区間※ 

Ｌ＝400m 



1-2 

1.2 業務の目的 

二級河川勝部川水系においては、河口部の土砂堆積（河口の閉塞、河道内の砂州形成）による

流下能力の低下が問題になっている。対策としては、河道内で行う対策と海域で行う対策がある

が、海域で行う対策は周辺環境（漂砂、漁業）に与える影響が大きく現実的でないことから、ま

ずは河道内で行う対策（砂州フラッシュを促進するための中導流堤の整備、維持的掘削等）を進

めることとしている。 

 

＜検討フロー＞ 

業務区分 内容 

既往業務（済） 河口の変遷や土砂堆積の要因について整理した。 

本業務 
① 河口部治水対策工の検討 
② 河道域の土砂動態の数値シミュレーションを実施して治水対策案 
の治水効果を検証した上で、治水対策案を取りまとめる。 

その次の業務 
海域の土砂動態の数値シミュレーションを実施して治水対策案が海域にどう影響を与

えるのかを検証した上で、必要に応じて治水対策案を修正する。 
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1.3 検討項目 

本業務は、以下の項目について検討する。 

 

(1) 計画準備 

(2) 資料収集・整理 

(3) 河口部治水対策の検討 

 1) 河床材料特性の把握 

 2) 砂州フラッシュが発生する条件の確認 

 3) 目標設定 

 4) 対策工の検討 

 5) 海域における影響及び今後検討するべき項目の抽出 

(4) 概算事業費の算定 

(5) 報告書作成 

(6) 打合せ協議 

(7) 関係機関協議 

 

 

 １. 計画準備 

２. 資料収集・整理 

※1：ＳＲ（ステップレビュー）:ISOに準拠した当社品質環境

マネジメントシステムに基づく自主的品質管理 

４. 概算事業費の算定 

打合せ①・照査①・ＳＲ①※1 
業務計画の確認・協議 

打合せ②～④ 
照査②・ＳＲ②※1 
検討結果の確認・協議 

打合せ⑤・照査③・ＳＲ③※1 
最終結果の確認・協議 

３. 河口部治水対策の検討 

(1) 河床材料特性の把握 

(2) 砂州フラッシュが発生する条件の確認 

(3) 目標設定 

(4) 対策工の検討 

(5) 海域における影響及び今後検討する 

べき項目の抽出 

５. 報告書作成 

７. 関係機関協議 

 

図 1.3.1 業務実施フロー 
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1.4 実施方針 

1.4.1 計画準備 

本業務に関する指示事項、貸与資料を整理し、技術的方針や工程を検討して、作業計画を立

案・作成し、業務に必要な準備を行う。 

 ※    は、特記仕様書の内容を示す。(以下同様) 

 

業務の目的、内容の把握、業務手順及び遂行に必要な調査・解析手法を整理し、業務が円滑か

つ適切に実施できるよう、具体的な実施方針、業務工程、業務組織計画等を示した業務計画書を

作成する。 

 

1.4.2 資料収集・整理 

既往成果及び既往計画等を資料収集し、内容の確認、現地の実態を把握するとともに、過年

度検討を行った河川・海岸特性、河口対策方針に関連する基本条件を整理する。 

【参考となる既往成果及び既往計画等】 

平成１１年度 勝部川広域一般改良工事河口処理検討業務委託 

平成１２年度 勝部川統合河川整備工事河口処理基本設計業務委託 

平成１４年度 勝部川統合河川整備工事のうち河口仮設処理計画作成業務委託 

平成１６年度 鳥取沿岸土砂管理ガイドラインに係る海岸モニタリング調査委託 

平成１７年度 勝部川水系河川整備計画策定業務委託 

平成２４年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

平成２７年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

平成２８年度 勝部川外洪水浸水想定区域図検討業務委託 

平成２８年度 青谷海岸外海岸調査「トレーサー調査業務委託」 

平成２８年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

平成２９年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

平成３０年度 勝部川外洪水浸水想定区域図修正業務委託 

平成３０年度 美しい海辺保全対策事業「深浅測量業務委託（青谷海岸・岩美海岸）」（ゼロ県債） 

令和元年度  気高海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

令和２年度  青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

令和３年度  青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

令和３年度  勝部川河口対策検討業務委託 

 

本業務の検討に必要な既往成果及び既往計画等を収集し、当該地における河川・海岸特性、河

口対策方針に関連する基本条件を整理する。 
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1.4.3 河口部治水対策の検討 

(1) 河床材料特性の把握 

①左岸側の砂州、②右岸側（常時通水断面）の上流部、③右岸側（常時通水断面）の下流部な

ど代表６地点を抽出する。その上で、当該６地点において粒度分布試験を行い河床材料特性に

ついて把握する。 

調査地点については下図に示す位置を想定している。現地特性の確認後、地点の追加や変更

が望ましいと考えられる場合は協議するものとする。 

 

 

当該地における河床材料の特性を把握し、以降の検討に使用するため、代表６地点におい

て河床材料調査（現地での河床材料の採取、粒度分析試験）を実施する。なお、調査箇所及

び方法については、下記の検討を行い、別途「現地調査計画書」を作成し協議のうえで決定

する。 

 

1) 調査箇所 

以降の検討で実施する河道域の土砂動態シミュレーションモデルの構築は、勝部川水系

河川整備計画の計画区間を対象とすることから、河口部だけではなく対象範囲全体の河床

材料を把握する必要がある。 

そこで、調査箇所については、「1.4.2 資料収集・整理」を基に当該地の河道特性を把

握するとともに、現地状況を確認したうえで、対象範囲全体の代表的な河床材料が採取で

きるよう、下流～上流までの地点を配置する。 

 

2) 調査方法 

土砂動態シミュレーションでは、表層及びその下層の河床材料を把握したうえで検討に

反映させることが重要であることから、本調査では、表層 30cm及びその下層 30cmの現

地試料を採取し、それぞれの粒度分析試験（ふるい分け・沈降試験）を行うものとする。

調査方法については、砂州部（陸上部）では容積サンプリング法、水中部では潜水等によ

るコア採取を想定する。 
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(2) 砂州フラッシュが発生する条件の確認 

既往の砂州フラッシュの発生状況および河床材料特性をもとに、河道流量とせん断力の相関

を数式化する。その上で、どのような河道形状であればどれぐらいの河道流量で砂州フラッシ

ュが発生するのかを確認する。 

 

実績データ（既往検討成果、水位・測量データ）を基に、洪水と砂州フラッシュの発生状

況を分析し、実際に発生した砂州フラッシュの発生条件（砂州高や流量規模）を整理する。 

さらに、現況河道及び計画河道（既往検討で設定された 1/10 及び 1/30 の目標流量に対応

する河道）を対象とした流量規模毎の不等流計算を行い、その結果から、河川砂防技術基準 

同解説 調査編等を参考に、土砂の移動判定に使われる摩擦速度、沈降速度及び移動限界粒

径を算定し、「(1) 河床材料特性の把握」より取得した代表粒径との比較を行う（図 1.4.1参

照）。 

以上の結果を基に、河道形状や流量規模に応じた砂州フラッシュ条件を把握する。 

 

図 1.4.1 流量と移動限界粒径・摩擦速度の関係（イメージ※当社検討事例） 

 
出典：河川砂防技術基準 同解説 調査編 
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(3) 目標設定 

河口部治水対策の整備目標を設定する。なお、設定にあたって次の点に留意する。 

（留意事項） 

・対策工（砂州フラッシュを促進するための中導流堤の整備、維持的掘削等）によって物理 

的に実現可能と考えられる目標とする必要がある。現時点では、勝部川水系河川整備計画 

が５０年確率規模であるのに対して、今回の目標設定では早期に効果を発現させるため、 

暫定的に中小規模（例：１０年確率規模・２０年確率規模）の目標とすることを想定して 

いる。 

・この暫定目標については、一定程度の便益が早期に得られるものとする必要があり、既往 

業務で実施した段階的確率規模別氾濫解析の結果をもとに検討することを想定している。 

ただし、越水による氾濫だけではなく、内水についてもこれまでの浸水被害に対して軽減 

すること確認し、検討を進めることを想定している。 

・一定程度の便益を得られるように目標設定しようとすると、中導流堤と維持掘削等だけで 

達成できないことも想定される。この場合は、「河道内のうち河口部以外での対策」の方法 

を提案すること。その上で、「暫定整備目標」＝「河口部対策（砂州フラッシュを促進する 

ための中導流堤の整備、維持的掘削等）の整備目標」＋「河道内のうち河口部以外での対 

策の整備目標」を設定する。 

 

令和３年度 勝部川河口対策検討業務委託における検討成果（1/10 及び 1/30 の目標流量

に対応する河道断面形状、不等流計算結果等）、平成２４年度 勝部川河川改修工事「整備方

針検討業務委託」における検討成果（確率規模別の氾濫解析の結果等、次頁の表 1.4.1参照）

等を基に、協議のうえで、河口部治水対策の整備目標を設定する。 
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表 1.4.1 現事業実施後の整備方針の検討（今後の事業展開案の検討） 

 
出典：平成２４年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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(4) 対策工の検討 

①中導流堤の規模・配置および維持的掘削の形状・頻度の検討 

治水効果および周辺環境（漂砂、漁業）への影響を勘案して、中導流堤の規模（長さ、幅、高

さ）・配置を検討する。また、維持的掘削の形状・頻度を検討する。 

②河道域の土砂動態の数値シミュレーション 

中導流堤の治水効果を確認するため、河道域の土砂動態の数値シミュレーションを行う。こ

の際、砂州形成（砂州フラッシュを含む）に係る土砂動態の実態を再現できる数値解析モデル

を構築して土砂動態メカニズムを分析する。数値解析モデル構築に当たっては、河口部におけ

る漂流および洪水流の拡散流下状況が把握可能なモデルとし、また、解析レベルは平面２次元

および混合粒形とすることを想定している。 

なお、対象範囲については二級河川勝部川水系河川整備計画の計画区間とし、海域における

土砂動態の数値シミュレーションついては対象外である。 

 

1) 土砂動態シミュレーションモデルの構築 

現状の現地特性の再現に加え、対策実施時の流況・土砂動態を適切に評価可能な解析手

法を選択するとともに、目的に応じた解析条件を設定する。また、土砂動態を適切に反映

するには、流量規模や河口砂州の発達状況に応じた砂州フラッシュとそれに伴う河川水位

の低下や海域への土砂流出を再現するモデルが必要となることから、再現検証を実施しシ

ミュレーション結果の妥当性を評価する。 

a) 解析手法の設定 

導流堤等の複雑な地形を表現することに加え、対策による中導流堤左右岸の掃流力や河

床高の平面的な変化を評価するため、河川砂防技術基準 同解説 調査編等を参考に、平

面二次元河床変動モデル（混合粒径、浮遊砂・掃流砂を考慮）を採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：河川砂防技術基準 同解説 調査編 
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■河床変動解析の基本フレーム（河川砂防技術基準 同解説 調査編） 
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b) シミュレーション条件の設定 

検討対象の対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）毎の効果や周辺への影響

を適切に評価するため、シミュレーションにおける条件設定上の課題の整理を行い、それ

ぞれの対応方針を設定し（表 1.4.2参照）、河川砂防技術基準 同解説 調査編等を参考に、

対応方針に基づく検討を行ったうえで、各種条件を設定する。 

表 1.4.2 シミュレーションにおける条件設定上の課題と対応方針 

条件 課題 対応方針 

解析範囲(下流側) 
※上流側は河川整
備計画区間まで 

・範囲が狭いと、流量の影響により実
際より河口部水位が高くなる(土砂
動態に影響を及ぼす) 

・海域への土砂流出による周辺への影
響を評価する必要がある 

・流量の影響を受けないこと及び海域
への土砂の拡散・堆積範囲を把握す
る観点から、解析範囲を十分沖合ま
で設定(再現検証や海域の堆積状況
整理等から確認し調整) 

メッシュサイズ ・導流堤を適切に表現する必要がある ・既存導流堤の幅(5m 程度)を表現で
きるよう設定 

河床材料 ・河川域は既往調査が実施されておら
ず不明 

・表面だけではなくその下層(30cm 程
度)も必要 

・河口部だけではなく範囲全体の把握
が必要 

・河床材料調査を実施(6 地点) 
 
・表層と下層を調査(水中部では潜水
しコア採取) 

・河道特性を考慮し下流～上流まで調
査地点を配置 

外力条件 
(上流端：流量、 
下流端：潮位) 

・対策工毎に目的や要件が異なる(中
導流堤：平常時、砂州掘削：洪水
時) 

 
・潮位により対策効果が異なる場合が
ある(潮位が低い方が砂州フラッシ
ュ効果が高い等) 

・対策工別に効果検討の流量条件を設
定(中導流堤：平水流量～小規模洪
水、砂州掘削：目標流量等) 

・複数の潮位条件(朔望平均満潮位・
干潮位等)による感度分析を実施 

上流からの土砂
供給条件 

・既往検討等が実施されておらず不明 ・上流端で発生する流量に応じた掃流
力を基に設定(再現検証で確認し調
整) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：河川砂防技術基準 同解説 調査編  
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c) 再現検証（シミュレーション結果の妥当性の評価） 

ア 砂州フラッシュの分析 

「(2) 砂州フラッシュが発生する条件の確認」で実施した、実績データ（既往検討成

果、水位・測量データ）に基づく洪水と砂州フラッシュの発生状況の分析に加えて、砂

州フラッシュ時の河川水位の変化状況及び海域における堆積状況等を整理する。 

 

イ 再現検証の対象洪水の設定 

ア を踏まえ、砂州のフラッシュが発生した洪水と発生しなかった洪水を抽出し、再

現検証を実施する対象洪水（2洪水程度）を設定する。 

 

ウ 妥当性の評価 

設定した洪水を対象に、上記で検討したシミュレーション条件（解析範囲、メッシュ

サイズ、河床材料）に基づく再現検証を実施し、ア で整理した実績データ（河川水位、

河口部・海域の地盤高等）を検証材料として、表 2.3 に示す視点からシミュレーション

結果の妥当性を評価する。 

評価結果を踏まえたモデルの調整を行い、当該地の土砂動態を適切に反映できるモデ

ルを構築する。 

表 1.4.3 再現検証におけるシミュレーション結果の妥当性の評価の視点 

評価項目 妥当性の評価の視点 

河川水位 ・砂州フラッシュ有無（流量規模等）での河川水位の時間変化 
・砂州フラッシュ前後の河川水位の時間変化（フラッシュ前：流
量に応じて河川水位が上昇、フラッシュ後：流量ピーク前に砂州
がフラッシュし河川水位が低下など） 

河床高 ・砂州フラッシュ有無（流量規模等）での洪水前後の河床高の変
動量 
・砂州のフラッシュ状況（範囲、高さ）、中導流堤右岸側の河床
高の変動量 

海域の土砂堆積 ・砂州フラッシュ後の海域への土砂流出による堆砂状況（範囲、
高さ） 
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2) 中導流堤の規模・配置および維持的掘削の形状・頻度の検討 

以上で構築したモデルを用いて土砂動態シミュレーションを行い、検討対象の対策工

（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）に関する治水効果を評価するとともに、次項

で検討する周辺環境（漂砂、漁業）への影響を勘案して、中導流堤の規模（長さ、幅、高

さ）・配置を検討する。また、維持的掘削の形状・頻度を検討する。 

 

a) 対策目的・要件の整理 

本検討で対象とする対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）は、それぞれ機

能・効果が異なるため、当該地の現地特性・課題（河口部の堆砂・河口閉塞及びそれに伴

う流下能力不足、内水被害、水面利用・漁業への支障等）を踏まえ、各対策工の目的・要

件をとりまとめる（表 1.4.4参照）。 

 

b) 対策諸元の設定 

a) を踏まえ、「河口処理指針(案)」及び全国的な対策事例等を基に、当該地に適用可能

な対策諸元（中導流堤の延伸位置(長さ)・幅・高さ、左岸砂州の維持掘削高等）の組合せ

を複数案設定する（表 1.4.4参照）。 

 

c) 評価方法の設定 

上記を基に、各対策工の目的・要件を踏まえ、それぞれを評価するために必要となる評

価項目を抽出するとともに（表 1.4.4参照）、項目毎の評価基準・評価方法を設定する（表 

1.4.5参照）。 

表 1.4.4 河口閉塞対策工の目的・要件、対策諸元（案）、評価項目 

対策工 目的・要件 対策諸元（案） 評価項目 

中導流堤 
の延伸 

平常時の掃流力向上・
堆砂抑制 
河積・航路の常時確保
(右岸) 

長さ：砂州～支川合流の間で 3案
程度設定 
幅・高さ：既存の施設諸元等を基
に設定 

平常時(平水流量～小
規模洪水)の掃流力・
河床高(右岸) 

砂州掘削 
(左岸側) 

洪水時の砂州フラッシ
ュ促進、 
水位低下、河積確保(左
岸) 

陸上掘削可能な高さ(1m 毎等)・範
囲を設定 
※中導流堤との組み合わせも想定 

洪水時(目標流量等)の
水位、河床高(砂州
高)、内水被害 
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d) 最適案の選定 

c) に基づき、構築したモデル等を用いて各対策工の効果を検討したうえで、次項で把

握する周辺環境への影響、対策の実施頻度・コストも含めた総合的な評価を行い、最適な

対策案を選定する。 

表 1.4.5 対策効果の評価方法（評価項目毎の評価基準・方法） 

評価項目 評価基準 評価方法 

平常時の掃流力 
・河床高 

中導流堤右岸側で堆砂なし 
(計画断面の維持) 

平水流量～小規模洪水の河床変動解析
※ 

洪水時の河川水位 HWL を超過しない 
(流量規模 1/10～50 等を想定) 

洪水時の河床変動解析※＋不等流計算 

洪水後の河床高 
(砂州高) 

計画断面まで砂州がフラッシュ 
(流量規模は同上) 

洪水時の河床変動解析※ 

洪水時の内水被害 排水施設(樋門等)の敷高以上の 
水位超過時間が改善 

洪水時の河床変動解析※ 

※構築した土砂動態シミュレーションモデルを使用 

 

■対策のイメージ（特記仕様書） 
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(5) 海域における影響及び今後検討するべき項目の抽出 

対策工の実施によって、周辺海域への短期的および長期的な影響（例：漂砂の傾向が変わる、

河口域や河道域への塩水遡上が増す）が生じる可能性がある。このため、生じ得る影響を抽出

した上で、今後検討するべき項目（影響評価、軽減策検討等）をまとめる。 

 

河口閉塞対策工を実施した場合、河口部の水理特性や土砂動態の変化が生じることにより、

周辺環境へ悪影響が生じることが懸念される。 

そこで、以下の検討を行い、懸念される影響をとりまとめる。 

 

1) 土砂動態の変化分析 

既往検討成果や「(4) 対策工の検討」の検討結果（河床変動解析結果）を基に、河口部

から海域への土砂流出量や海域の堆積量を整理し、対策実施に伴う土砂の堆積量及び場所

とその変化状況を分析する。（解決策①） 

 

2) 波浪特性の変化分析 

中導流堤を延伸した場合、高波浪時の波の遡上範囲が上流側へ拡大することで、海域か

ら供給される土砂の堆積範囲が変化することも想定される。 

そこで、既往検討で構築された波浪解析モデルを用いて、中導流堤を延伸した場合の解

析を行い、波の遡上範囲の変化状況を検討する。（解決策②） 

 

3) 事例整理 

検討対象の対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）に関する全国的な事例

を収集・整理し、対策により発生した周辺への影響の事例から、当該地で生じる可能性

のある課題を把握する。（解決策③） 

 

4) 影響評価 

以上を基に、対策実施に伴う周辺環境への影響を評価し、今後の検討課題をとりまとめ

る（表 1.4.6参照）。 

表 1.4.6 想定される周辺環境への影響（イメージ） 

視点 評価項目 想定される影響（今後の検討課題）のイメージ 検討方法 

漂砂 海域の堆積状況 河川からの流出土砂の増加、堆砂箇所の変化、
周辺海岸への影響 

解決策① 

河道内への波の遡上状
況 

中導流堤の延伸による波の遡上範囲(堆砂が想
定される範囲)の変化 

解決策②③ 

漁業 漁場周辺の堆積状況 堆砂による漁場への影響 解決策①③ 

利用 航路部(右岸)の維持状
況 

中導流堤の延伸による航路維持の効果 解決策① 

環境 塩水遡上の変化の可能
性 

掘削等による河床低下時の塩水遡上(範囲、濃
度)の変化 

解決策③ 

  



1-16 

1.4.4 概算事業費の算定 

河口部治水対策工の検討結果に基づき、施工方法等の検討をしたうえで、概算事業費（測量

調査費、設計費、工事費、維持管理費）を算定する。 

 

以上の検討結果を踏まえ、設定した対策工を対象に、施工方法等の検討をしたうえで、概算事

業費（測量調査費、設計費、工事費、維持管理費）を算定する。 

 

 

1.4.5 報告書作成 

業務目的を踏まえ、業務遂行の各段階で作成された結果をもとに、その方法、過程及び結論

を記載した報告書を作成する。 

報告書１部、電子媒体３部（CD-ROM 又は DVD-R） 

 

業務の各段階で得られた成果を基に、検討結果等をとりまとめて報告書を作成する。 

 

 

1.4.6 関係機関協議 

河口部治水対策工の検討結果に基づき、学識者、関係行政、漁業関係者に協議を行うことと

している。 

 

本業務で実施する対策工の検討について、検討条件や結果等をとりまとめ、関係機関と協議す

るための説明資料を作成する。 
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2. 資料収集・整理 
既往成果及び既往計画等を資料収集し、内容の確認、現地の実態を把握するとともに、過年

度検討を行った河川・海岸特性、河口対策方針に関連する基本条件を整理する。 

【参考となる既往成果及び既往計画等】 

  平成 11年度 勝部川広域一般改良工事河口処理検討業務委託 

  平成 12年度 勝部川統合河川整備工事河口処理基本設計業務委託 

  平成 14年度 勝部川統合河川整備工事のうち河口仮設処理計画作成業務委託 

  平成 16年度 鳥取沿岸土砂管理ガイドラインに係る海岸モニタリング調査委託 

  平成 17年度 勝部川水系河川整備計画策定業務委託 

  平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

  平成 27年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  平成 28年度 勝部川外洪水浸水想定区域図検討業務委託 

  平成 28年度 青谷海岸外海岸調査「トレーサー調査業務委託」 

  平成 28年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  平成 29年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  平成 30年度 勝部川外洪水浸水想定区域図修正業務委託 

  平成 30年度 美しい海辺保全対策事業「深浅測量業務委託（青谷海岸・岩美海岸）」（ゼロ県債） 

  令和元年度 気高海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  令和 2年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  令和 3年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 

  令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 

 

2.1 方針 

本業務の検討に必要な既往成果及び既往計画等を収集し、当該地における河川・海岸特性、河

口対策方針に関連する基本条件を整理する。 

勝部川河口対策の検討において必要となる表 2.1.1の資料を、過年度業務（勝部川河口対策検

討業務委託 令和 4年 1月）の整理結果に追加する形で収集・整理した。 
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表 2.1.1 収集資料 

No 資料名 本業務の 
収集対象 

1 勝部川水系河川整備基本方針 平成 18年 7月 鳥取県 一式 
2 勝部川水系河川整備計画 平成 21年 9月 鳥取県 一式 

3 鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン（2005）（平成 17年 6月策定） 一式 
4 施設台帳・区域指定平面図（青谷漁港、青谷漁港海岸）  

5 既往検討の成果報告書 調査開始以降 
・平成１１年度 勝部川広域一般改良工事河口処理検討業務委託 (追加) 
・平成１２年度 勝部川統合河川整備工事河口処理基本設計業務委託 (追加) 
・平成１４年度 勝部川統合河川整備工事のうち河口仮設処理計画作成業務委託 (追加) 
・平成１７年度 勝部川水系河川整備計画策定業務委託 
（収録：河川整備基本方針 参考資料 平成 14年 3月） 

 

・平成２４年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」  
・平成２８年度 勝部川外洪水浸水想定区域図検討業務委託  
・平成２８年度 青谷海岸外海岸調査「トレーサー調査業務委託」  
・平成３０年度 勝部川外洪水浸水想定区域図修正業務委託  
・令和３年度 勝部川河口対策検討業務委託  

6 青谷海岸現地測量成果（過年度～最新の定期深浅測量データ、勝部川河口測量

成果） 
測量開始以降 

・平成１６年度 鳥取沿岸土砂管理ガイドラインに係る海岸モニタリング調査委
託 

 

・平成２７年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」  
・平成２８年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」  

・平成２９年度 青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」  

・平成３０年度 美しい海辺保全対策事業「深浅測量業務委託（青谷海岸・岩美
海岸）」（ゼロ県債） 

 

・令和元年度  気高海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」  
・令和２年度  青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」  

・令和３年度  青谷海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 (R3.8,R4.3追加) 
7 勝部川河道横断測量成果 H24検討以降 
8 浸水記録（被害家屋数、浸水範囲等） 主要浸水 
9 天気概況、天気図（気象庁） 主要豪雨、主要高

波浪時 
10 河川観測時刻水位（勝部川・日置川） データ保存開始以

降(R3.8～追加) 
11 降水量（気象庁 青谷・鹿野観測所） 主要豪雨時 

12 波浪（ナウファス鳥取港） (R3～追加) 
13 潮位データ（田後潮位観測所） (R3～追加) 
14 鳥取沿岸土砂管理調整会議資料（令和 4年度）※青谷海岸分 

・サンドリサイクル（土砂採取、投入）の実績、予定 
・汀線変化実績 

サンドリサイクル

開始以降 (R3.4～
追加) 

15 勝部川河口部 砂州等の掘削・浚渫工事記録 ※該当なし 
・掘削形状図面 

工事開始以降 
(R3.4～追加) 

16 空中写真（平面写真）：鳥取県、国土地理院 撮影開始以降 
17 斜め写真（毎年）：鳥取県河川課撮影 撮影開始以降 

(R3.6～追加) 
19 巡視定点写真 撮影開始以降 

(R3.10～追加) 
20 内水域の治水検討報告書 鳥取市検討 
※特記以外は鳥取県資料 
追加：本業務において追加整理したもの 
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2.2 既往災害 

(1) 災害概況 

勝部川は砂州の発達により河口部が閉塞されやすい特性にあり、下流部の河床高が高くな

ることによって、洪水時の河積が不足しやすい河川である。そのため、支川日置川の排水の

弊害となり、青谷町低地部における内水氾濫を誘発している。 

日置川は本川と比較して河床勾配が緩く、河道断面積は狭小で、特に下流部は背後地が低

く、洪水時には氾濫、溢水に加え、排水不良によって内水被害が頻繁に発生している。 

大正期以降においては、昭和 34 年 9 月の伊勢湾台風による被害が特に大きい。この台風

により、勝部川流域では、堤防崩壊 200 箇所、住宅流失 2 戸、床上浸水 127 戸等の被害が

発生した。 

水害統計による記録の残っている昭和 30 年代半ば以降の勝部川における洪水被害を、以

下に整理する。 

 
表 2.2.1 勝部川の洪水被害の状況 

年 発生月日 原因 

時間 

最大雨量 浸水戸数（戸） 被害額（千円） 
備考 

(mm/h) 床上 床下 うち 

事業所 一般資産 公共土木 

S34 9/25～27 伊勢湾台風 － 127 201 －     
町関係分被害

260,000 

S46 8/30～31 台風 23 号 44 9 78 － 182,414 5,243 ※ 

S47 7/10～13 集中豪雨 24.5 － 15 － 6,138 23,300 ※ 

S51 9/8～13 台風 17 号 24 3 28 3 26,219 50,503   

S54 10/18～19 台風 20 号 26 21 132 14 105,852 146,205   

S58 9/27～28 
台風 10 号 

秋雨前線 
15 － － －   24,832   

S62 10/16～17 台風 19 号 60 156 308 17 959,905 1,101,431   

H2 9/18～19 
台風 19 号 

秋雨前線 
26 － 24 － 9,231 314,172   

H6 9/29～30 台風 26 号 12 － 5 －   25,224   

H16 10/19～21 台風 23 号 37 1 23 － 38,506 12,058   

H18 7/17～19 梅雨前線  41 13 25      

H29 9/17～18 台風 18 号 23.5        

H29 10/21～23 台風 21 号  14.0       

H30 7/5 梅雨前線  23.0        

H30 7/6～7/8 梅雨前線  13.0        

H30 9/29～30 台風 24 号 44.0 10 28      
※青谷観測所の観測開始(1976 年(S51）3 月 23 日)以前は、鳥取観測所のデータを記載 

出典：水害統計（河川改修事業に係る事業評価監視委員会（平成 21 年度）にて整理） 

H17 以降、「鳥取市地域防災計画（令和元年度修正）（令和 2 年度 青谷地区内水浸水対策検討業務（鳥

取市）にて整理。浸水家屋は、青谷町が鳥取市と合併に伴い青谷町の被害戸数が不明。ただし記載分は

青谷町総合支所提供資料より。）  

S62 浸水被害を契機

に日置川合流部の改

修に着手 (～H14) 

H16 浸水被害を契

機に露谷川合流

部の改修に着手 
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(2) 近年の主要災害 

近年の代表的な洪水である昭和 62年 10月洪水、平成 16年 10月洪水及び平成 30年 9月

洪水の浸水状況を、以下に整理する。 

 

1) 昭和 62年 10月洪水(台風 19号) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.2.1 昭和 62 年 10 月洪水(台風 19 号)の被害状況 

出典：勝部川(日置川)総合流域防災事業 H17年度 資料 

 

 

昭和６２年 台風１９号 浸水状況 

勝部川 

全体計画 

L=2,200m 

日置川 

全体計画 

L=1,400m 

実績降雨 60mm/h（青谷） 
浸水家屋 床上浸水156戸 
       床下浸水308戸 

浸水区域 

S62浸水戸数464戸のうち、約７割(310戸)が、 
河川改修に関連する範囲に含まれる。 

膝丈までの湛水 
（深さ約50cm） 

普通車ﾎﾞﾝﾈｯﾄまでの湛水 
（深さ約80cm） 

周辺圃場が冠水（稲干ハデの痕跡） 

（町道湛水深さ約80cm） 

駅前市街地 商店入口が湛水 
（深さ約1m） 

駅前市街地 商店入口が湛水 
（深さ約80cm） 

JR山陰本線 
青谷駅 

日置川沿いの浸水状況 
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2) 平成 16年 10月洪水(台風 23号) 

 

 
 

図 2.2.2 平成 16 年 10 月洪水(台風 23 号)の被害状況 

出典：勝部川(日置川)総合流域防災事業 H17年度 資料 

 

 

 

 

 

  

鳥取市青谷町総合支所 

日置川

L=950m 

露谷川

L=400m 

青谷中学校 

平成16年台風23号による被害

浸水面積52ha

浸水戸数20戸(床上2戸､床下18戸)

平成16年台風23号による被害 

浸水面積52ha 

浸水戸数24戸（床上1戸、床下23戸） 

H元～H14 
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図 2.2.4 平成 16 年 10 月洪水(台風 23 号)の浸水状況写真 

出典：勝部川(日置川)総合流域防災事業 H17年度 資料 

県道俵原青谷線 

県道俵原青谷線 

県道俵原青谷線 

県道俵原青谷線 

日置川 

山陰道 

露谷川 

県道俵原青谷線 

浸水区域（平成１６年台風２３号） 

越

水 

越

水 

日置川

L=950m 

露谷川

L=400m 

図 2.2.3 平成 16 年 10 月洪水(台風 23 号)の浸水範囲 
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3) 平成 30年 9月洪水(台風 24号) 

 

 
 

図 2.2.5 平成 30 年 9 月洪水(台風 4号)の浸水状況写真 

出典：鳥取県土整備事務所 資料 

 

 

 

平 3年 台2
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2.3 既定計画・改修事業の整理 

2.3.1 河川事業 

勝部川流域における河川整備は、昭和 10年より鳥取県の事業として着手された。当時の改修

は、勝部川下流部の河道拡幅(川幅 10ｍから 35ｍへの拡幅)を計画したものであり、昭和 12年以

降戦争により中断したものの、戦後再開され、昭和 22年に完成した。また、日置川合流点から

中流部にいたっては、昭和 24年頃、築堤事業が実施された。 

昭和 34年 9月洪水（伊勢湾台風）を契機として、勝部川では河口から山田川合流点まで、日

置川では勝部川合流点から JR 橋までの改修全体計画を定め、昭和 44 年に小規模河川改修事業

として事業着手した。改修計画の内容は、築堤・護岸、河道拡幅及び河床掘削により河道の流下

能力を向上させるもので、今日に至るまで、主に築堤・護岸と河道拡幅による整備を先行して実

施している。 

その後、全体計画の変更、工事実施基本計画、河川整備基本方針、河川整備計画の策定を経て、

今日に至っている。 

既定計画および河川改修事業について、以下にまとめる。 

表 2.3.1 既定計画の一覧 

項 目 資 料 名 出 典 
既定計画 勝部川全体計画水理調書 昭和 45年 12月（平成 4年 10月変更） 鳥取県 

勝部川水系工事実施基本計画 昭和 53年 12月 〃 
勝部川水系河川整備基本方針 平成 18年 7月 〃 
勝部川水系河川整備計画 平成 21年 9月 〃 
勝部川総合流域防災事業 平成 17年 7月  〃 

 

a) 勝部川水系工事実施基本計画（昭和 53年 12月 16日認可） 

基準地点青谷における基本高水のピーク流量を 620m3/sとし、これを河道に配分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1 勝部川水系工事実施基本計画 計画高水流量配分図(S53) 

上段[ ]：基本高水のピーク流量 
下段：計画高水流量 

   ■：基準地点 
   ○：主要な地点 
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b) 勝部川小規模河川改修事業全体計画（平成 4年 10月変更認可[昭和 45年 12月当初認可]）  

本改修計画は、当初（昭和 44年）勝部川本川の河口閉塞解消と本川流下能力の向上を

図るため、勝部川・日置川の 2,350mの区間において計画されたものである。 

当初計画では、長期計画は、1／50（岩井法）、計画高水流量 620m3／sで計画されてお

り、暫定計画は、勝部川上流（2K200）右支川、山田川の合流前の現有流下能力 230m3／

sに山田川局改計画流量 40m3/sを加え合流後の計画流量を 270m3/sとし、さらに日置川

局改計画流量 130m3/sを加え、400m3/sで計画されていた。 

しかしながら、近年、勝部川右支川（0K520）日置川の排水不良により青谷駅前周辺に

たびたび浸水が生じ多大の被害が発生したため、当初計画を変更し、本事業により日置川

の勝部川合流点から 600m 上流区間の改修を計画する。改修計画は、長期計画を 1／50

（短時間法）とし、暫定計画は、本支川との整一合をはかるため、1／10（短時間法）と

し、日置川の改修計画を策定するとともに勝部川本川の改修計画の見直しを行なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2 勝部川小規模河川改修事業全体計画 計画高水流量配分図(H4) 

 

 

 

  

単位；m3/s 

裸字：長期計画流量(1/50) 
( )：暫定計画流量(1/10) 
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図 2.3.3(1) 勝部川小規模河川改修事業全体計画 計画断面図(S63.11.26 協議) 
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図 2.3.3(2) 勝部川小規模河川改修事業全体計画 計画断面図(S63.11.26 協議) 

 

表 2.3.5 計画堤防の基準値（余裕高・天端幅）※参考 

 

 

 

 

出典：改定 解説・河川管理施設等構造令 国土技術研究センター（平成 20 年 7月） 

計画高水流量

（m3/s）
余裕高
（ｍ）

1 0 200 未満 0.6
2 200 以上 500 未満 0.8
3 500 以上 2,000 未満 1.0
4 2,000 以上 5,000 未満 1.2
5 5,000 以上 10,000 未満 1.5
6 10,000 以上 2.0

計画高水流量

（m3/s）
天端幅
（ｍ）

1 0 500 未満 3.0
2 500 以上 2,000 未満 4.0
3 2,000 以上 5,000 未満 5.0
4 5,000 以上 10,000 未満 6.0
5 10,000 以上 未満 7.0
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c) 勝部川水系河川整備基本方針（平成 18年 7月策定） 

高水計画については、昭和 34年 9月、昭和 54年 10月、昭和 56年 7月、昭和 62年

10月、平成 2年 9月等の既往洪水の被害状況及び氾濫区域の資産等を総合的に検討した

結果、基準地点青谷における基本高水ピーク流量を 360m3/sと設定し、この全量を河道に

配分することとした。 
 
 
（対象河川の諸元） 
・河川名： 二級河川勝部川(対象範囲には各支川を含む) 
・流域面積： 60.5km2 
・流路延長： 11.8km 
・計画規模： 1／50年 
・計画降雨規模： 67.9mm/hr（暫定 1／5年：43.8mm/hr） 
・計画高水流量： 360m3/s(基準点青谷) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.4 勝部川水系河川整備基本方針 計画高水流量配分図(H18) 
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d) 勝部川水系河川整備計画（平成 21年 9月策定） 

前項の河川整備基本方針を踏まえて、河川整備の内容を具体化した河川整備計画が平成

21年に策定された。 

高水計画については基本方針のものを適用し、勝部川の基準地点流量 360m3/s（1/50確

率）は同じとしている。該当部分を以下に抜粋する。 

 

2.3 洪水による災害の発生の防止又は軽減に関する事項 

洪水による災害の発生の防止又は軽減を図るため、勝部川及び日置川においては、既往の洪

水の被害状況及び氾濫区域の資産等を総合的に検討し、概ね 50年に１度程度発生すると想定

される降雨による洪水を安全に河道に流下させるための整備を進めます。これは、観測史上最

大の昭和 62年 10月台風規模の洪水にも対応できるものです。 

また、日置川の支川の露谷川においては、概ね 10 年に１度発生すると想定される降雨によ

る洪水に対して整備済みですが、支川処理として背水影響区間の築堤を行います 

 

3.1 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により設置される河川

管理施設の機能の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１） 整備目標流量の単位は、m3/sec 

注２） 整備目標流量の計画規模勝部川・日置川 1/50 露谷川1/10  

注３） ■：基準地点（既往の水理、水文資料が得られ、水理水文解析の拠点となり、かつ全般の

計画に密接な関係のある河川管理上重要な地点） 

○：主要地点（整備目標流量配分を設定する上で必要な地点） 

 
図 2.3.5 整備目標流量配分図 

 

出典：勝部川水系河川整備計画(H21.9) 
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e) 勝部川総合流域防災事業全体計画（平成 17年認可) 

平成 16 年 10 月洪水において大きな被害を受けた勝部川水系の取市青谷町青谷地区域

の浸水被害防止を図るため、勝部川水系日置川及びその支川（露谷川）において護岸・築

堤の整備事業を実施している。事業概要を表 2.3.6に示す。 

表 2.3.6 勝部川総合流域防災事業(日置川・露谷川)の概要 

項目 内 容（全体） 実施中区間 
事業名 勝部川総合流域防災事業 総流防 社資総 

事業の概要 
鳥取市青谷町青谷～善田 

築堤、掘削護岸延長 L=4,000m 

延長 1,350ｍ（日置川
950ｍ、露谷川 400ｍ）

護岸、築堤 

延長 630ｍ（日置川
200ｍ、露谷川 430

ｍ） 

採択年度 H12 平成 17年度 平成 30年度 

着手年度 H12 平成 17年度 平成 30年度 
完成予定年度 H43 平成 29年度 令和 9年度 
全体事業費 66.4億円 15.2億円 16.9億円 

・全体計画は昭和 44年 事業採択。H30年度より社会資本総合整備事業に切替。 
・延長内訳：勝部川 L=2,200m  日置川 L=1,400m  露谷川 L=400m 
出典：河川改修事業に係る事業評価監視委員会(平成 21年度)資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.6 勝部川総合流域防災事業(日置川・露谷川) 概要平面図 

出典：勝部川総合流域防災事業 H17年度 資料 
  

日 

置 

川 

勝部川 

全体計画 

L=2,200m 

日置川 

全体計画 

L=1,400m 

露谷川 

全体計画L=400m 

<評価区間> 

日置川 L=950m 

      H21年度以前整備箇所 

      H22年度以降整備箇所 

<評価区間> 

露谷川L=400m 
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川 
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日
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川 
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川 

日
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川 

日
置
川 

露
谷
川 

勝
部
川 

H元～H14 



2-18 

2.3.2 沿岸域の事業 

これまで勝部川河口部の沿岸域において実施されてきた漁港事業、海岸保全対策について整理

する。なお、サンドリサイクルについては、青谷海岸における人為的な土砂移動履歴について整

理する。 

・土砂管理ガイドライン 

・防砂堤の建設 

・サンドリサイクルによる土砂移動 

・漁港整備 

 

(1) 土砂管理ガイドラインの概要 

平成 17年 6月に鳥取県が策定した「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン」の概要を

整理する。 

1) ガイドライン策定の目的 

「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン」は、“鳥取沿岸海岸保全基本計画”を推

進していくためのツールの一つとして、鳥取県が平成 17年 6月に全国で初めて策定した

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月（まえがき） 
※ガイドラインの説明のため一部太字化 

鳥取県の海岸は延長 129km におよび、海岸線の約６割は鳥取砂丘、白兎海岸、弓ヶ浜等の砂浜海

岸である。これらの砂浜海岸は、白砂青松の海岸となっており海水浴や散策など広く県民に利用され

愛されている。特に鳥取砂丘はその広さ、雄大さから、日本を代表する砂浜の一つである。 

しかし、砂浜は極めて脆弱であり、内外の要因により変動・変形、海岸侵食等を続けている。また、

海岸の砂浜が減少する海岸侵食が深刻化する一方、砂の堆積により、港湾・漁港においては、船舶や

漁船の航路や泊地が埋没し、船舶の航行並びに漁業活動に支障を来しているとともに、河川の河口部

においては、河口閉塞により治水上の支障を来している。 

鳥取県では、平成１４年５月に地域住民の意見等を反映した「鳥取沿岸海岸保全基本計画」を策定

し、海岸を県民共有の財産として「みんなで守り・創り・育てる海辺」を次世代に継承していくこと

を海岸保全の基本理念として、防護・環境・利用の調和のとれた総合的な海岸の保全を計画的かつ重

点的に推進してきた。 

この鳥取沿岸海岸保全基本計画の基本理念に基づいて、港湾・漁港の航路や泊地の埋没、河口閉塞、

海岸侵食などの“砂”に関わる問題を、山地から海岸までの流砂系注）一貫の立場から、各管理者等

が連携しながら解決していくために、鳥取県が平成１７年６月に「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイ

ドライン」を策定した。 

本ガイドラインは、県民への情報公開とアンケートによって、幅広く県民の意見をとりいれ、学識経

験者及び関係管理者から構成された「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン検討委員会」の提案

を受けて、鳥取県が全国で初めて策定するものである。今後は、本ガイドラインに基づいて流砂系毎

の土砂管理を積極的に実施することになる。 
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図 2.3.7 鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドラインの全体構成 

出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 

(2)鳥取沿岸の総合的な土砂管理の目標 

(3)鳥取沿岸の総合的な土砂管理の基本原則 

目指すべき海岸の姿の設定 

連携による「鳥取沿岸の総合的な土砂管理」の実施 

PDCAサイクル・情報公開による「鳥取沿岸の総合
的な土砂管理」の実施 

P（Plan）：計画 
ガイドラインに基づき「個別海岸ご
との土砂管理計画※」を策定 

(1)鳥取沿岸海岸保全基本計画の基本理念 

(4)土砂管理の実施にあたっての留意事項 

(5)鳥取沿岸の総合的な土砂管理の実施に向けて 

鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 

D（Do）：実施 
ガイドライン、土砂管理計画に基づ
き対策を実施 

C（Check）：モニタリング 
ガイドラインに基づきモニタリング
を実施 

A（Action）：評価 
ガイドラインに基づき計画と実施の
評価 

ガイドラインで定めた PDCA サイクルに
基づき、個別海岸ごとに土砂管理を実施 

「海岸法」に基づき平成 14年 5月に策定 

鳥取沿岸海岸保全基本

計画を推進するための

ツールとして鳥取県が

全国で初めて策定 

鳥取県全体の土砂管理の

ルールである。 

PDCA サイクルの

中で１サイクルご

とに逐次見直しを

図りながら繰り返

し継続的に土砂管

理を進めていく。 

①目指すべき海岸の姿へ向けた土砂管理計画：Plan 
②対策の実施：Do 
③モニタリング：Check 
④計画と実施の評価：Action 

「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイド
ライン」の県民への情報公開 

ステップ１：県民が参画し、各管理者が
連携する仕組みづくり 

ステップ２：PDCA サイクルの１サイ
クルを３～５年程度とした鳥取沿岸の
総合的な土砂管理の実施 

ステップ３：実施にあたっての制度や
仕組みの構築 
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2) ガイドラインの内容（鳥取沿岸に共通の理念） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.8 鳥取沿岸の長期的な課題と基本理念 

出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 

“鳥取沿岸の保全に関する基本理念”に従って鳥取沿岸の総合的な土砂管理を実

施する。 

侵食を防ぎ安全な
海岸づくり

侵食を防ぎ安全な
海岸づくり

地域と一体となった
防災体制の確立

地域と一体となった
防災体制の確立

水辺とのふれあいや
にぎわいのある海辺の創出

水辺とのふれあいや
にぎわいのある海辺の創出

地域と連携し、
快適な海辺づくりの推進

地域と連携し、
快適な海辺づくりの推進

多くの人の参加と協力で
美しい海辺づくり

多くの人の参加と協力で
美しい海辺づくり

鳥取沿岸特有の優れた
自然と景観の保全

鳥取沿岸特有の優れた
自然と景観の保全

防護・環境・利用の
共通課題は

砂浜の保全・回復

地域との協働により
施策を推進

侵食を防ぎ安全な
海岸づくり

侵食を防ぎ安全な
海岸づくり

地域と一体となった
防災体制の確立

地域と一体となった
防災体制の確立

水辺とのふれあいや
にぎわいのある海辺の創出

水辺とのふれあいや
にぎわいのある海辺の創出

地域と連携し、
快適な海辺づくりの推進

地域と連携し、
快適な海辺づくりの推進

多くの人の参加と協力で
美しい海辺づくり

多くの人の参加と協力で
美しい海辺づくり

鳥取沿岸特有の優れた
自然と景観の保全

鳥取沿岸特有の優れた
自然と景観の保全

防護・環境・利用の
共通課題は

砂浜の保全・回復

地域との協働により
施策を推進

海岸線を守る
（防護）

■漂砂機構や河口閉塞塞をふまえた砂浜の保全・
回復と背後地の保全
■地域住民が参加した海岸の整備
■災害時の情報提供・避難路などの確保

■鳥取沿岸の保全に関する基本理念

〈県民の財産である白砂青松の海岸を維持・回復し、次世代に継承してい

くことを目標にして、歴史・文化により育まれた故郷を守り、人々がいき

いきと暮らせる魅力ある海岸づくりを目指す〉

テーマテーマ
〈〈みんなで守り・創り・育てる海辺みんなで守り・創り・育てる海辺〉〉

海岸の環境を守る
（環境）

■白砂青松などの海岸景観の保全・回復

■自然との共生

■ボランティア活動などへの支援

海岸の適正な利用
（利用）

■誰もが身近に親しめる海岸の整備

■自然環境や生活環境にも配慮し、住民の

意見も取り入れ、地域活性化につながる

利便施設の整備

■利用マナー、モラルの向上・啓発

海岸線を守る
（防護）

■漂砂機構や河口閉塞塞をふまえた砂浜の保全・
回復と背後地の保全
■地域住民が参加した海岸の整備
■災害時の情報提供・避難路などの確保

■鳥取沿岸の保全に関する基本理念

〈県民の財産である白砂青松の海岸を維持・回復し、次世代に継承してい

くことを目標にして、歴史・文化により育まれた故郷を守り、人々がいき

いきと暮らせる魅力ある海岸づくりを目指す〉

テーマテーマ
〈〈みんなで守り・創り・育てる海辺みんなで守り・創り・育てる海辺〉〉

海岸の環境を守る
（環境）

■白砂青松などの海岸景観の保全・回復

■自然との共生

■ボランティア活動などへの支援

海岸の適正な利用
（利用）

■誰もが身近に親しめる海岸の整備

■自然環境や生活環境にも配慮し、住民の

意見も取り入れ、地域活性化につながる

利便施設の整備

■利用マナー、モラルの向上・啓発
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3) 青谷海岸の土砂管理計画について 

「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 鳥取県」では対象海岸に

ついて特性分析の上で個別の土砂管理計画が策定されおり、目指すべき海岸の姿へ向けた、

サンドリサイクル、サンドバイパスの土砂採取場所、投入場所が示されている。 

勝部川河口に隣接する青谷海岸については、以下に示す内容が「ガイドライン」に収録

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.9 青谷海岸の土砂収支の変遷 

出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 鳥取県  
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図 2.3.10 現状における土砂管理の問題点(青谷海岸) 

出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 鳥取県  

防護・利用上
の問題点

航路埋没

土砂管理上
の問題点

堆砂対策

河口閉塞

堆砂対策

浜幅の減少

堆積

侵食

汀線の状況

勝
部
川

0m3/年 0m3/年0万m3/年 0.0万m3/年 0.1万m3/年

夏
泊
漁
港

航路・泊地浚渫
H15 鳥取空港～白
兎海岸間に搬出

鳴き砂の維持

0万m3/年 -0.5万m3/年 -0.1万m3/年 +0.1万m3/年

0.04万m3/年
0.5万m3/年

河口浚渫

A B C

海岸侵食の
要因

保安林の過剰な前進

勝部川の浚渫土砂
の系外流出

夏泊漁港建設による遮蔽域形成に伴う侵食
夏泊漁港の浚渫土
砂の沖捨て・埋立
て材料の転用

明
神
崎 丸

山
崎

長
尾
鼻

○万m3/年
：通過土砂量

：人為的な
　土砂移動

○万m3/年 ：土砂収支

：突堤，防波堤、導流堤
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図 2.3.11 目指すべき海岸の姿へ向けた土砂管理計画(青谷海岸) 
出典：鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成 17年 6月 鳥取県  

○万m3/年
：通過土砂量

○万m3/年

：土砂の流れの連続性を
確保するための対応策

：人為的な
　土砂移動

○万m3/年 ：土砂収支

：突堤，防波堤、導流堤

○サンドバイパス 
沿岸漂砂の移動を阻害

している施設の上手側

に堆積している土砂を、

人為的に下手側へ移動

する対策 
○サンドリサイクル 
沿岸漂砂の下手側に堆

積している土砂を漂砂

の上手側へ人為的に土砂
を移動する対策 

土砂の
連続性
を確保

構造物

河口浚渫土砂のサンドバイパス

目指すべき海岸の姿へ向けた土砂管理計画

漁港浚渫土砂のサンドリサイクル

勝
部
川

夏
泊
漁
港

0.04万m3/年

0m3/年0.0万m3/年0.0万m3/年0.0万m3/年0m3/年

0.0万m3/年 0.0万m3/年 0.0万m3/年 0.0万m3/年

供給土砂量の維持

(0.5万m3/年)

鳴き砂保全のため、波浪による砂の洗
浄を期待した水中投入による沖合養浜
（検討中）

A B C

土
砂
管
理
の
目
標

対
応
策

明
神
崎 丸

山
崎

長
尾
鼻

海岸部に設置した防波堤の建設により遮蔽域が形成され土砂のバランスが崩れ、侵食と堆積が発生している海岸である。 

→新たなバランスのもとで現状を維持するための対策とする。 

・数値は、年平均値として示している。 

・自然の土砂移動量には変動の幅があることを考慮して、実際の堆砂量、

浚渫量等に応じて実施することが重要である。 

・目標値を達成することが重要ではなくて、原則的に守らなければならな

い事項を遵守し、出来ることから実施することが重要である。 

海岸の浜幅、汀線位置といった形ではなく、あくまで土砂の連

続性、土砂収支バランスの回復が重要である。 

鳴き砂に対する影響を配慮した上で、土砂管理計画を実施する。 

河川管理者（勝部川） 

構造物の設置を要しない（土砂の流れの連続性を確保するための）対応策 

出水に対する河積確保等の理由により、河口浚渫土砂が発生した場合は、個々の管理区域にとらわれず、水質や底質への影響、環境を考慮した上で同一流

砂系内の波による地形変化の限界水深（日本海側で約 10m）以浅の必要な箇所に投入（サンドバイパス）する。 

・河口浚渫土砂を勝部川の東側隣接海岸へ鳴き砂保全に配慮して水中にサンドバイパス 

構造物の設置による（土砂の流れを制御・調整するための）対応策 

 なし 

 

漁港管理者（夏泊漁港） 

構造物の設置を要しない（土砂の流れの連続性を確保するための）対応策 

航路・泊地の確保等の理由により、波による地形変化の限界水深（日本海側で約 10m）以浅で浚渫土砂が発生した場合は、個々の管理区域にとらわれず、

水質や底質への影響、環境を考慮した上で同一流砂系内の波による地形変化の限界水深（日本海側で約 10m）以浅の必要な箇所に投入（サンドリサイクル）

する。 

・航路・泊地等の浚渫土砂を勝部川の東側隣接海岸へ鳴き砂保全に配慮して水中にサンドリサイクル（目標値：0.04万m3/年） 

構造物の設置による（土砂の流れを制御・調整するための）対応策 

 なし 

 

 

 

 

 

・目標値は、年平均値として示している。 

・自然の土砂移動量には変動の幅があることを考慮して、実際の堆砂量、浚渫量等に応じて実施すること

が重要である。 

・目標値を達成することが重要ではなくて、原則的に守らなければならない事項を遵守し、出来ることか

ら実施することが重要である。 
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(2) 防砂堤の整備（H15頃） 

※平成 14年度 勝部川統合河川整備工事のうち河口仮設処理計画作成業務委託 より出典、

整理 

1) 整備の経緯 

河口処理計画については、平成 11年度、12年度の検討において中導流堤の撤去と左岸

導流堤新設、右岸導流堤延伸が提案されていた。これとは別に、地元意見にもとづき以下

を試験的に実施することとなった。 

2-1-1 地元関係者等の意見 

河口処理についての地元関係者等の意見をまとめると、次のような内容であった。 

・中導流堤があるために西側からの漂砂が青谷橋の下まで堆積している。 

・導流堤が理想的である。 

・導流堤ができるまでの間、丸山側(河口西側)からの漂砂を止められないか。 

・中導流堤が水面下になっており、船が当たる。 

・中導流堤を撤去せず、試験的にでも丸山から斜めに突堤をつくってほしい。 

 

このような経緯で、試験的な漂砂流入防止工として仮設河口処理案を作成することとなった。 

 

2) 比較検討 

表 2.3.7の比較検討の結果、①案となった。なお、安定性照査は滑動、転倒、底面地盤

の支持力に対して実施しており、①のみ滑動と転倒に対して安定しない。 

 

2-3 検討結果 

①既存方塊ブロックを使用した防砂堤 

②既存方塊ブロックと新規製作した方塊プロックを使用した防砂堤 

③消波ブロックを使用した防砂堤 

 

上記の 3つの仮設河口処理案に対し、安定性、施工性、経済性等について検討したうえ

で、地元関係者との協議が実施された。その結果、あくまで試験的な河口処理ということ

で、上記の①既存方塊ブロックを使用した防砂堤が採用となった。 

 

3) 使用材料 

鳥取港で防波堤の移設に伴い余剰となった方塊ブロックを使用する。 

 

4) 設計図面 

標準断面図、平面図、側面図を図 2.3.12に、平面写真の変遷を図 2.3.13に示す。 
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表 2.3.7 勝部川河口防砂堤 検討経緯表 

 
 

 

 

 

図 2.3.12(1) 勝部川河口防砂堤 標準断面図 

 

 

 

 

120

① ② ③ 
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図 2.3.12(2) 勝部川河口防砂堤 平面図 

 

 

図 2.3.12(3) 勝部川河口防砂堤 側面図 
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河口左岸の防砂堤について、出現時期を挟む空中写真を以下に整理した。設計図面によれ

ば竣工時は海面上にブロックがあったはずだが、最新写真を見ると海面上の施設は確認でき

ず、基礎部の滑動・転倒・基礎部侵食等により変状、水没したと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.13 中導流堤左岸の防砂堤の平面写真  

・設置前（海底部に構造物のような

ものは見えない）。 

・海面に砕波が見られる。 

・海面の砕波の範囲が拡がった。 

平成 14 年 4 月（2002） 平成 15 年（2003） 

平成 17 年 4 月（2005） 

・防砂堤とみられる構造物が確認できる。 

平成 20 年（2008） 

令和 4年（2022）取得 Google Map 

・ブロックが北東方

向に整列している

のが確認できる。 

・右方の導流堤と比

較すると、水没し

ている。 
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(3) サンドリサイクルの実施状況 

サンドリサイクルの実施状況を図 2.3.14に示す。H20年度より実施されており、H28～30

年度には勝部川河口部の砂州から陸上採取された土砂を、井手ケ浜の汀線付近に投入してい

る。 

「ガイドライン」の策定時点では顕著な侵食は生じず、堆積土砂は系外（鳥取空港～白兎

海岸、夏泊漁港沖合）へ持ち出されていた。ところが井手ヶ浜において浜崖が発生したこと

から H20年度以降、夏泊漁港・長和瀬漁港の浚渫土砂を投入、H28からは勝部川河口堆積土

の掘削を行い汀線付近に投入するようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「井手ヶ浜海岸」が勝部川からの採取・投入土砂である。 
（H29のみ民間持ち込みを含み、勝部川からの採取は 1,420m3である） 

図 2.3.14 サンドリサイクル実績（青谷海岸） 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料に加筆 

 

長和瀬漁港 

夏泊漁港 

井手ケ浜 

勝
部
川 

長
尾
鼻 

丸
山
岬 

明
神
岬 

尾
後
鼻 
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勝部川の河口砂州は、原則として L=175m の範囲で、概ね T.P.+0.40m 以高部が維持掘削

されている。この維持掘削高は朔望平均満潮位(T.P.+0.39m)と概ね一致する。事務所によれば

施工性、施工単価を考慮して、陸上部分（T.P.+0.40m以高）を掘削しているとのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.15 河口砂州の維持掘削 平面図（H28年度・1,700m3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.16 河口砂州の維持掘削 横断面図（H28年度）  

0k200 

0k250 

0k300 

H28 掘削高 

T.P.+0.444m *) 

H28 掘削高 

T.P.+0.452m *) 

H28 掘削高 

T.P.+0.464m *) 

*)本図記載の標高は基準高が不明であ

るため、測量横断図との比較より、 

-1.5m により T.P.値に補正した。 
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(4) 漁港事業 

1) 青谷漁港区域の指定状況 

旧来の第一橋梁である勝部川丸山橋（河口から 630m）より下流が漁港区域となってい

る。河口の青谷橋（国道 9号）は漁港区域指定以降の新設橋梁と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.17 漁港区域 平面図 

出典：鳥取県漁港課資  

青谷橋 

(国道 9号) 

丸山橋 
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2) 青谷漁港防砂堤（勝部川河口導流堤）の建設 

S22 空中写真に確認されることから、戦前から存在したと考えられる。空中写真(表 

2.5.2参照)によれば、昭和 27年頃に中導流堤のみ延伸されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.18 防砂堤（河口導流堤）等 平面図 
出典：鳥取県漁港課資料 

*) 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 

拡
大
図
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3) 夏泊漁港の整備 

勝部川河口の北東方向に夏泊漁港があり、昭和 60年頃に外郭施設が整備、その後、防

波堤の延伸が行われている。空中写真(表 2.5.2 参照)から判読した整備経緯を以下にまと

める。 

・S50(1975)写真 未着手 

・S56(1981)写真 防波堤整備中（次頁写真参照） 

・S62(1987)写真 防波堤整備完了、泊地整備中（次頁写真参照） 

・H 4(1992)写真 防波堤の延伸概ね完了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.19 夏泊漁港 計画平面図（現状平面図） 
出典：鳥取県漁港課資料  
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国土地理院空中写真 昭和 56 年（1981） 

国土地理院空中写真 昭和 62 年（1987） 
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2.4 水文・水理観測データ 

2.4.1 降水量 

勝部川流域あるいは近傍の気象観測所を下図に示す。このうち勝部川流域の降水量を把握可能

と考えられる「青谷」、「鹿野」観測所の雨量データ（10分間降水量）を収集整理し、図 2.4.2に

R3.7.7洪水のハイエトグラフを例示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.4.1 雨量観測所位置図(気象庁) 

出典：日本気象協会HP 
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図 2.4.2 実績主要降雨の 10分間降水量(R3.7.7洪水) 
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梅雨前線が日本海～日本の東に停滞。

西日本～北日本は曇りや雨で、山陰では

線状降水帯が発生。鳥取県では倉吉の日

降水量 325.5mm など 5 地点で観測史上 1

位。 
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2.4.2 波浪データ 

(1) 波浪観測所の諸元 

対象海岸の近傍に NOWPHAS 鳥取港波浪観測所（国土交通省）が設置されており、諸元

を表 2.4.1に、位置を図 2.4.3に示す。 

表 2.4.1 波浪観測所の諸元 

名称 

(略号) 
設置者 種類 

位 置  

備 考 緯度 

（北緯） 

経度 

（東経） 
機 種 

水深 

(m) 

設置高 

(m) 

鳥取港 

(304) 

国土交

通省 

港湾局 

波高計 35°33′16″ 134°09′41″ 海象計 -30.9 0.5 
1979(S54)年 

9 月 27 日開始 
波向計 35°33′16″ 134°09′41″ 海象計 -30.9 0.5 

出典：国土交通省港湾局 全国港湾海洋波浪情報網 ナウファス HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.3 波浪観測所の位置 

 

  

鳥取港 
波浪観測所 
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(2) 波浪データの特性 

図 2.4.4に通年の NOWPHAS鳥取港の波向別の波高出現頻度図（対象期間：2003年 1月

1日～2022年 2月 29日）を示す。 

 

・通年でみると汀線法線に対して E系の波高の出現頻度が多くなっており、最も多い波向

きは NNE、次いで Nである。 

・波向きは NE～WNWの広い範囲で出現するものの、NWの出現率が少なくなっている。

NW方向に隠岐の島があるため、その遮蔽の影響を受けているものと考えられる。 

・波高 3m以上（上位約 5%に相当）の波向きに着目すると、NNWや Nの頻度が多く、低

波浪時と波向きの頻度分布が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.4 NOWPHAS鳥取港の波向き別の波高出現頻度図（通年） 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料 

 

  

H1/3≧3m頻度割合(%)

1≦H1/3＜3m頻度割合(%)

H1/3＜1m頻度割合(%)

※グレーハッチ 

ナウファス鳥取港の

平均的な汀線角度 

通年[3～12・1・2 月] 
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図 2.4.5に季節別の NOWPHAS鳥取港の波向別の波高出現頻度図（対象期間：2003年 1

月 1日～2022年 2月 29日）を示す。 

 

・春、夏は NNEの出現が最も多い一方、秋や冬は NN W～Nの出現も多くなる。特に冬

季の高波浪は N～NNWの頻度が高くなる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.5 NOWPHAS鳥取港の波向き別の波高出現頻度図（季節別） 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料 

 

  

H1/3≧3m頻度割合(%)

1≦H1/3＜3m頻度割合(%)

H1/3＜1m頻度割合(%)

秋季[9～11 月] 冬季[12～2 月] 

春季[3～5 月] 夏季[6～8 月] 

※グレーハッチ 

ナウファス鳥取港の

平均的な汀線角度 
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(3) 観測波浪データの整理 

7 章の波浪解析の対象波浪を抽出するため、NOWPHAS 鳥取港の波浪観測データを整理

し、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.6(1)  NOWPHAS鳥取港の波浪観測結果（有義波高・波向） 
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図 2.4.6(2)  NOWPHAS鳥取港の波浪観測結果（有義波高・波向） 
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図 2.4.6(3)  NOWPHAS鳥取港の波浪観測結果（有義波高・波向） 
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2.4.3 潮位データの整理 

最も近い験潮所である田後験潮所について、天文潮位及び観測潮位を収集整理し、図 2.4.8に

示す。整理結果より以下の特徴が言える。 

 

・6月～11月は潮位が高い傾向があり 8月が最高となる。それ以外の期間は潮位が比較的

低い。 

・最高潮位は 2012年 8～9月の T.P.+1.0程度、最低潮位は各年の T.P.-0.2m程度で、潮位

変動の最高～最低の幅が 1.2m程度と小さいことが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.7 潮位観測所（験潮所）の位置図（田後） 

  

田後検潮場 
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2011(H23) 

 
2012(H24) 

 
2013(H25) 

 
2014(H26) 

 

2015(H27) 

 

図 2.4.8(1)  観測潮位と天文潮位の対比（田後験潮所） 
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2016(H28) 

 

2017(H29) 

 

2018(H30) 

 
2019(H31・R1) 

 
2020(R2) 

 

図 2.4.8(2)  観測潮位と天文潮位の対比（田後験潮所） 
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2021(R3) 

 

2022(R4) 

 

図 2.4.8(3)  観測潮位と天文潮位の対比（田後験潮所） 
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2.5 地形資料の整理 

2.5.1 写真資料 

以下の写真資料が存在する。ここでは、終戦後の米軍撮影以降の空中写真と、斜め写真、定点

写真を掲載する。 

 

  (1)空中写真：表 2.5.1に写真の存在状況を整理し、「ガイドライン」および本検討の整理

対象の航空写真を示す。 

  (2)斜め写真：撮影時期、撮影アングルは統一されていない。 

  (3)定点写真：一部期間で巡視写真が整理されている。 
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(1) 空中写真 

本検討整理対象の空中写真を以下に示す。 

表 2.5.1 空中写真 存在状況一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

所有者 白黒／カラー 存在状況
ガイドライン
整理対象

本検討整理対象 備考

昭和22年 1947.9.23 国土地理院(米軍撮影) 白黒
－

(高高度,画質不良)

昭和22年 1947.9.23 国土地理院(米軍撮影) 白黒 ○

昭和22年 1947.11.3 国土地理院(米軍撮影) 白黒
－

(高高度,画質不良)

昭和23年 1948.7.29 国土地理院(米軍撮影) 白黒 ○

昭和23年 1948.9.2 国土地理院(米軍撮影) 白黒 ○ ○

昭和23年 1948.9.8 国土地理院(米軍撮影) 白黒
－

(4日前あり)

昭和27年 1952.11.2 国土地理院(米軍撮影) 白黒 ○

昭和36年 1961.5.24 国土地理院 白黒 ○

昭和37年 1962.5.11 国土地理院 白黒 ○

昭和39年 1964.5.16 国土地理院 白黒 ○

昭和42年 1967.5.2 国土地理院 白黒 ○

昭和44年 1969 鳥取県立博物館 白黒 ○ ○

昭和45年 1970.5.14 国土地理院 白黒 ○

昭和46年 1971.5.11 国土地理院 白黒 ○

昭和47年 1972.5.3 国土地理院 白黒 ○

昭和48年 1973 鳥取県立博物館 白黒 ○

昭和50年 1975.5.22 国土地理院 白黒 ○

昭和53年 1978 鳥取県立博物館 白黒 ○

昭和56年 1981 鳥取県立博物館 白黒 ○ ○

昭和57年 1982.5.11 国土地理院 白黒 ○

昭和58年 1983 鳥取県立博物館 白黒 ○

昭和61年 1986.4.17 国土地理院 白黒 ○

昭和62年 1987.4.15 国土地理院 白黒 ○

昭和63年 1988 鳥取県立博物館 白黒 ○

平成元年 1989.5.27 国土地理院 白黒 一部欠 ○

平成4年 1992.4.28 国土地理院 白黒 ○

平成5年 1993 鳥取県立博物館 白黒 ○

平成7年 1995.5.9 国土地理院 白黒 ○

平成10年 1998 鳥取県資料 白黒 ○ ○

平成13年 2001.10.15 国土地理院 白黒 ○

平成14年 2002.4.22 国土地理院 白黒 ○

平成15年 2003 鳥取県立博物館 カラー ○ ○

平成17年 2005.4.19 国土地理院 白黒 ○

平成20年 2008 鳥取県立博物館 カラー ○

平成25年度 2014.1.20 鳥取県立博物館 カラー ○

平成30年度 2019.1.11 鳥取県立博物館 カラー ○

ガイドライン：「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン 平成17年6月 鳥取県」

撮影年月日
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表 2.5.2(1) 空中写真による汀線変化状況 

昭和 22 年 

（1947） 

 

昭和 23 年 

（1948） 

 

昭和 23 年 

（1948） 

 

昭和 27 年 

（1952） 

 

 



2-49 

表 2.5.2(2) 空中写真による汀線変化状況 

昭和 36 年 

（1961） 

 

昭和 37 年 

（1962） 

 

昭和 39 年 

（1964） 

 

昭和 42 年 

（1967） 
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表 2.5.2(3) 空中写真による汀線変化状況 

昭和 44

年（1969） 

 

昭和 45

年（1970） 

 

昭和 46

年（1971） 

 

昭和 47

年（1972） 
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表 2.5.2(4) 空中写真による汀線変化状況 

昭和 50 年

（1975） 

 

昭和 56 年

（1981） 

 

昭和 57 年

（1982） 

 

昭和 58 年

（1983） 
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表 2.5.2(5) 空中写真による汀線変化状況 

昭和 61 年

（1986） 

 

昭和 62 年

（1987） 

 

昭和 63 年

（1988） 

 

平成元年

（1989） 
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表 2.5.2(6) 空中写真による汀線変化状況 

平成 4年

（1992） 

 

平成 5年

（1993） 

 

 

平成 7年

（1995） 

 

平成 10 年

（1998） 
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表 2.5.2(7) 空中写真による汀線変化状況 

平成 13 年

（2001） 

 

平成 14 年

（2002） 

 

平成 15 年

（2003） 

 

平成 17 年

（2005） 
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表 2.5.2(8) 空中写真による汀線変化状況 

平成 20

年（2008） 

 

平成 25

年度

（2013） 

 

平成 30

年度

（2019） 
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(2) 斜め写真（鳥取県撮影） 

斜め写真が不定期的に撮影されており、最新の R2.10.14撮影（図 2.5.1）、R3.5.7撮影（図 

2.5.3）の写真を収集した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.1 斜め写真（R2.10.14 撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.2 斜め写真（R4.5.16 撮影）  
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図 2.5.3 斜め写真（R3.5.7 撮影） 
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図 2.5.4 斜め写真（R4.5.16 撮影） 
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(3) 定点写真 

鳥取県撮影の巡視写真が H23.2以降、撮影されている。勝部川河口部のものを抽出・整理

し、巻末資料編に収録する。整理例を表 2.5.3に示す。 

表 2.5.3 定点写真の撮影例（R3.5～7） 

撮影 

年月日 
写 真 

R3.5.11 

（2021） 

  

R3.5.24 

（2021） 

  

R3.6.16 

（2021） 

  

R3.7.1 

（2021） 
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巡視写真において記録されている H27.11～H28.6 における河口砂州の発達～掘削の状況

を以下に示す。12月～2月の冬季高波浪期間が砂州の発達期であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.5 勝部川河口砂州の発達～掘削の状況（巡視写真による） 

H27.11.26（2015）※水面上の砂州なし 

H27.12.24（2015） 

H28.1.14（2016） 

H28.2.1（2016） 

H28.3.3（2016） 

H28.5.2（2016） 

H28.4.7（2016） 

H28.5.30（2016） 

H28.6.23（2016）※H28 年度掘削後 

砂州 

発達 

12～2

月 

発達 

停止 

2 月 

砂州 

安定 

3～4

月 

やや

侵食 

5 月 

掘削 

6 月 
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2.5.2 測量結果 

(1) 河川測量横断図の整理 

河川測量図をもとに、各測量時の河川地形を測線毎に比較整理する。 

測線位置図を図 2.5.6、図 2.5.7に、既往測量の資料存在状況の一覧を表 2.5.4に示す。各

測量を重ね合わせた横断図を図 2.5.19に示す。特徴的な挙動を示す箇所については図中に記

載する。 

表 2.5.4(1) 河道測量断面の存在状況（勝部川） 

 

表 2.5.5(2) 河道測量断面の存在状況（日置川） 

 
※H12.1断面：河川整備基本方針検討時の現況断面  

測量断面データ
河川測量 河口定期測量

H12.1 H24.3 H31.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.2 R3.2 R3.9 R4.3

0/000 0.0 0.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/050 50.0 50.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/100 50.0 100.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/150 50.0 150.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/200 50.0 200.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/250 50.0 250.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/300 50.0 300.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/350 50.0 350.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/400 50.0 400.0 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
0/450 50.0 450.0 □ □
0/500 50.0 500.0 □ □
0/550 50.0 550.0 □ □
0/600 50.0 600.0 □ □ □ □
0/650 50.0 650.0 □
0/700 50.0 700.0 □
0/750 50.0 750.0 □
0/800 50.0 800.0 □ □ □
0/850 50.0 850.0 □
0/900 50.0 900.0 □
1/000 100.0 1000.0 □ □ □
1/200 200.0 1200.0 □ □ □
1/400 200.0 1400.0 □ □ □
1/600 200.0 1600.0 □ □ □
1/800 200.0 1800.0 □ □ □
2/000 200.0 2000.0 □ □ □

距離標
追加
距離
(m)

区間
距離
(m)

測量断面データ
河川測量 工事測量

H12.1 H25.3 H31.4 H10 H19 H26 R3
0/000 0.0 0.0 □ □
0/020 20.0 20.0 □
0/100 80.0 100.0 □
0/200 100.0 200.0 □ □ □
0/300 100.0 300.0 □
0/400 100.0 400.0 □ □ □
0/500 100.0 500.0 □
0/600 100.0 600.0 □ □ □ □

0/700 100.0 700.0 □ □ □ □

0/800 100.0 800.0 *1) □ □ □ □ □ *1)H10断面を適用
0/900 100.0 900.0 □ □ □
1/000 100.0 1000.0 *2) □ □ □ □ *2)H10断面を適用
1/100 100.0 1100.0 □ □ □
1/200 100.0 1200.0 □ □ □ □
1/300 100.0 1300.0 □ □
1/400 100.0 1400.0 □ □ □ □
1/500 100.0 1500.0 □
1/600 100.0 1600.0 □ □ □
1/700 100.0 1700.0 □
1/800 100.0 1800.0 □ □ □
1/900 100.0 1900.0 □
2/000 100.0 2000.0 □ □ □
2/100 100.0 2100.0 □
2/200 100.0 2200.0 □ □ □

距離標
追加
距離
(m)

区間
距離
(m)

備考
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図 2.5.6 勝部川河口測線平面図 

出典：気高海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 令和 2年 3月 
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図 2.5.7 勝部川・日置川 測線平面図 

出典：平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」平成 25年 3月 
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図 2.5.8(1) 勝部川河口部の河川横断測量成果の比較（H29.3～R4.3） 
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図 2.5.9(2) 勝部川河口部の河川横断測量成果の比較（H29.3～R4.3） 
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図 2.5.10(3) 勝部川河口部の河川横断測量成果の比較（H29.3～R4.3） 
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掘削・侵食（H24-H31） 

図 2.5.11(1) 勝部川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H24.3、H31.3、R3.9） 
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図 2.5.12(2) 勝部川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H24.3、H31.3、R3.9） 
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図 2.5.13(3) 勝部川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H24.3、H31.3） 

侵食（H24-H31） 

侵食 

侵食 
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掘削（H25 実施） 

掘削（H25 実施） 

侵食（H24-H31） 

図 2.5.14(4) 勝部川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H24.3、H31.3） 
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図 2.5.15 (1) 日置川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H25.3、H31.4） 
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図 2.5.16 (2) 日置川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H25.3、H31.4） 

工事(土砂移動量

集計から除外) 

工事(土砂移動量

集計から除外) 
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図 2.5.17 (3) 日置川の河川横断測量成果の比較（H12.1、H25.3、H31.4） 
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(2) 海岸深浅測量図の整理 

年 2 回の深浅測量が実施されており、勝部川に近い井手ケ浜東端から夏泊漁港西側までを

対象として重ね書き図を作成し、図 2.5.19に示す。 

表 2.5.6 深浅測量断面の存在状況（青谷海岸） 

 

 

 

 

 

  

2004 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

H16.3 H16.9 H27.3 H27.8 H28.3 H28.9 H29.3 H29.9 H30.3 H30.9 H31.3 R1.9 R2.3 R2.9 R3.2 R3.9 R4.3 R4.9

NO. 0 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 1 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 2 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 3 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 4 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 5 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 6 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 7 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 8 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 9 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 10 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NO. 11 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NO. 12 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NO. 13 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 14 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 15 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 16 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

NO. 17 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 18 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 19 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 20 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 21 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 22 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 23 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 24 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 25 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 26 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 27 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 28 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 29 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 30 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 31 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 32 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 33 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

No. 34 － ○ － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 35 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 36 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 37 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 38 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 39 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 40 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

No. 41 － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NO. 42 － ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ：断面データあり(深浅測量図あり)
○ ：断面データあり( xyzデータのみ) ※H16.9はコンター図より断面生成

－：測量未実施

測線名
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図 2.5.18 青谷海岸 深浅測量 測線平面図 

出典：気高海岸外海岸調査「深浅測量業務委託」 令和 2年 3月 
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図 2.5.19(1) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化 
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図 2.5.19 (2) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化 
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図 2.5.19(3) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化 
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図 2.5.19 (4) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化 
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図 2.5.19 (5) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化 
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図 2.5.19 (6) 青谷海岸 沿岸横断地形の経年変化  
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2.5.3 汀線変化状況 

(1) 汀線変化・浜幅変化 

「鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）」において、測量成果をもとに近年の汀線変

化、浜幅変化が整理されている。その特性・傾向及び根拠となる汀線変化量図を以下に抜粋

する。 

 

 

 

図 2.5.20 青谷海岸の長期的な汀線変化 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料 
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図 2.5.21 青谷海岸の短期的な汀線変化・砂浜幅 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料 
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(2) 青谷海岸の課題と対応方針 

沿岸域に関しては、以下の課題と対応方針が示されている。 

 

【対応方針（案）】 

 ○夏泊漁港と長和瀬漁港から井手ヶ浜へのサンドリサイクルを継続して実施する。 

 ○青谷漁港海岸で一部汀線の後退傾向とあわせて、防護面の目標浜幅を下回っていることか

ら、夏泊漁港と勝部川河口からの浚渫による養浜を検討する。 

※勝部川河口砂州は海岸からの土砂で形成されていることから、河口閉塞に注意が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.22 青谷海岸の土砂管理の課題と対応方針 

出典：令和 4年度 鳥取沿岸土砂管理連絡調整会議（東部地区）資料 

 

 

 

出典： Google （sf）.一部加筆 

井手ヶ浜海水浴場 

:R4.4 測量防護面の目標浜幅 25m 以下 

勝部川 

青谷漁港海岸 
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2.6 内水特性の整理 

2.6.1 地形特性 

当該地区の地盤高の分布図を図 2.6.1に、詳細地盤高図を図 2.6.2。図 2.6.3に示す。 

 

 

 

 

 

図 2.6.1 平均地盤高図（25mメッシュ） 

出典：「勝部川外 洪水浸水想定区域図検討業務委託」平成 30年 3月 (株)ニュージェック 
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図 2.6.2 メッシュ平均地盤高図の図郭割（25mメッシュ）  

出典：「勝部川外 洪水浸水想定区域図検討業務委託」平成 30年 3月 (株)ニュージェック 
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図 2.6.3(1) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(2) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(3) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(4) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(5) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(6) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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図 2.6.3(7) メッシュ平均地盤高図（25mメッシュ） 
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2.6.2 過去の内水浸水実績 

本地区における過去の浸水実績は図 3-6に示すとおりである。 

本地区では、床下浸水（湛水深 50cm 以下）及び床上浸水（湛水深 50cm 以上）が地盤高

の低い箇所で発生している状況である。また、内水における浸水だけでなく日置川の洪水に

おける浸水も発生しており、内水・洪水浸水が発生しやすい地区であることがいえる。 

 図 3-6に過年度成果より整理した内水浸水実績位置図を示す。 

 また、次頁より「令和 3年 7月 7日～8日」での浸水実績（写真）を添付する。 

【浸水実績】 

  ・平成 16年 10月 20日（台風 28号） 

  ・平成 30年 9月 30日（台風 24号） 

  ・令和 3年 7月 7日～8日（豪雨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.4 勝部川水系浸水実績位置図 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 
鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 

 

 

：浸水実績箇所 
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2.6.3 排水施設の現状 

(1) 内水流域 

内水流域の排水区域の分割図を図 2.6.4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.5 勝部川水系内水地区 流域図 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 
鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 

 

 

(2) 排水系統 

各地区の排水系統図を図 2.6.5、図 2.6.6、図 2.6.7に示す。 

 

 

 

山地 A=1.63km2 

山地 A=0.25km2 

平地 A=0.46km2 

平地 A=0.96km2 
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図 2.6.6(1) 勝部川水系内水地区 平面図（青谷駅南地区） 

出典：平成 18 年度 ⻘谷地区内水解析業務 平成 19 年 3月 鳥取市青谷町総合支所産業建設課 アサヒコンサルタント(株) 
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図 2.6.6(2) 勝部川水系内水地区 平面図（青谷駅前地区（勝部川～日置川～JR下流）） 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 

鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 
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図 2.6.6(3) 勝部川水系内水地区 平面図（日置川右岸・福井田川地区） 

出典：平成 27年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】平成 28年 3月 
鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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図 2.6.7(1) 勝部川水系内水地区 排水系統図 
出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 

鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 
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図 2.6.8(2) 勝部川水系内水地区 排水系統図 ※駅南地区拡大図 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 

鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 
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(3) 排水樋門・排水機場 

排水樋門及び排水機場の現状を以下に示す。青谷 2・3・4・6号樋門、めがね橋に附属して

排水機場（ポンプ場）が設置されている。加えて山陰道の排水対策として、善田排水樋門と

附属の排水機場が整備されている。 

 
当該地区には、図 3-3 に示す通り、各所に排水機場が整備されている。現状樋門及びポンプ

の操作については、地元住民が担っており、大雨の際に外水位の状況を考慮して稼働している

状況である。 
なお、地域住民への聞き取り調査により操作要領は下記のとおりである。 

 
【ポンプ・樋門操作】 
  外水位と内水位の関係により、樋門の開閉を実施。目安として、河川水位がH=1.70ｍ～1.80
ｍに達すると開閉の判断を行う。 

 
       外水位 ＞ 内水位 ⇒ 樋門閉める，ポンプ起動 

       外水位 ＜ 内水位 ⇒ 樋門開ける，ポンプ停止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 

鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント  

青谷４号樋門排水ポンプ場 

青谷３号樋門排水ポンプ場 

青谷２号樋門排水ポンプ場 

めがね橋 

：樋門及びポンプ 

：樋門 

青谷６号樋門排水ポンプ場 

図 2.6.9(図 3-3) 樋門及びポンプ場位置図 

表 2.6.1(表 3-1) 樋門及びポンプ一覧表 

樋門名称 樋門寸法 ポンプ口径（mm）及び台数 吐出能力（m3/min）
青谷2号樋門 □1500×1500 φ200×3台 12.0
青谷6号樋門 □1500×1000 φ200×3台 12.0
青谷3号樋門 □4000×2100 φ200×3台 12.0
青谷4号樋門 □2000×1500 φ200×3台 12.0
めがね橋 □1200×1900 φ200×3台 24.0

各 0.2m3/s 
 
 
0.4m3/s 
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2.3.4 善田排水樋門 
善田排水樋門は、青谷 IC 建設により湛水域が減少し湛水位が上昇
するため、湛水位を建設前と同じとすることを目的として、内水排除

および IC 流域排水を直接日置川に放流するために国土交通省が設置
したものである。※1) 
善田排水樋門の堤内側には、容量 4,000m3 の調整池が設置されて
いる。 
なお、この樋門は、B1.50m×H1.50m の 2 門となっている。その

うちの1 門は IC 自然排水を直接放流するためで調整池には直接接続
していなが、豪雨時には調整池の排水も放流できるように 3.0m3/min
×2 台の排水ポンプが設置されている。 
もう１門は、常時の路面排水を直接放流し、豪雨時には調整池からの排水を放流している。 

※1) 「青谷設計業務 第Ⅴ編：内水処理検討編」（H14.3,国土交通省,三井共同コンサルタント株式会社）P.5-11 

※2) 「青谷設計業務 第Ⅲ編：導水路・調節池編」（H14.3,国土交通省,三井共同コンサルタント株式会社）P.1-1 

 

図 2.11 対策による内水位への効果※1) 

 

図 2.12 導流路系統図（IC 自然流域）※2) 

 
図 2.13 導流路系統図（路面排水）※2) 

  
出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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2.6.4 内水対策の検討経緯 

勝部川下流部の各地区（図 2.6.10）における内水対策の検討経緯を表 2.6.2にまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.10 青谷地区 浸水想定区域図（既往最大降雨） 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 
鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 

 

対象降雨   ：2021年 7月 7日～8日 
時間雨量   ：34.5mm/hr  
24 時間雨量：213.0mm/24hr 

青谷駅南地区 
(西池) 

青谷駅南地区

(東池) 

青谷駅南地区 
(下善田) 

青谷駅前地区 

日置川右岸地区 
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表 2.6.2 鳥取市による勝部川下流部の内水対策検討の経緯 

年度 業務名 対象地域 対象降雨 
想定 

外水位 
許容湛水位 ポンプ規模 

H18 ⻘谷地区内水解析業務 
⻘谷駅南地区 

（東池・西池・
下善田地区） 

H16.10 台風 23 号 

S62.10 台風 19 号（10

年確率・実績降雨引伸） 

本川ハイドロ

(現況河道) 

東池：TP+1.57m（宅地最低標

高(野藤商店)＋30 ㎝） 

西池：TP+2.55m（道路最低標
高） 

下善田：TP+1.86m（道路最低

標高） 

東池：0.8m3/s 

西池・下善田：不要 

H19 

青谷地区内水排水対策実

施設計業務（駅南左岸） 

※排水機場設計 

H21 ⻘谷地区内水解析業務 
⻘谷駅前地区 
（駅北） 

H16.10 台風 23 号（10

年確率・実績降雨引伸) 

本川ハイドロ

(現況河道) 

TP+1.23m(床下浸水(宅地最低

標高+0.16m)) 

0.4m3/s 

(0.13m3/s 追加) 

H27 
福井田川護岸整備に伴う

測量設計調査業務 

福井田川流域 

 

日置川右岸用排

水路流域(日置

川右岸～福井田

川の間) 

H11.9 台風 16 号(10 年

確率程度・実績降雨) 

 

10 年確率(中央集中型) 

本川ハイドロ

(現況河道) 

福井田川流域(多池モデル）：

湛水を許容しない 

 

日置川右岸用排水路流域：ピ

ークポンプのため設定せず 

3 号樋門：0.2m3/s 

(4m3/min×3 基) 

4 号樋門：0.2m3/s 

(4m3/min×3 基) 

導水路流末： 

0.28 m3/s(無湛水・

ピーク流量) 

H28 

⻘谷地区（東町）内水対策
に伴う測量設計業務 

※排水施設設計 

R2 
⻘谷地区内水浸水対策検
討業務 

福井田川流域 

日置川右岸 

10 年確率 

（中央集中型） 

本川ハイドロ

(現況河道) 

宅地：湛水を許容しない 

TP+1.290m 

農地：30 ㎝（24 時間以内なら

30 ㎝以上も許容） 

44m3/min 

R3 
⻘谷地区ほか2地区 内水
浸水想定区域図作成業務 

⻘谷駅南地区
（東池） 

⻘谷駅前地区
（駅北） 

日置川右岸（赤

尾谷） 

既往最大：R3.7 豪雨 

想定最大規模： 

130mm/h(R3.7 型) 

本川実績水位 
設定なし 

（浸水想定図作成のため） 
現況 
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(1) 青谷駅南地区（H18年度検討） 

青谷駅南地区(西池・東池・下善田)について内水解析を行い、東池のみ排水ポンプが必要で

あることを確認し、ポンプの必要容量を算定している。 

 

 

 
出典：平成 18 年度 ⻘谷地区内水解析業務 平成 19 年 3月 

鳥取市青谷町総合支所産業建設課 アサヒコンサルタント(株) 
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出典：平成 18 年度 ⻘谷地区内水解析業務 平成 19 年 3月 
鳥取市青谷町総合支所産業建設課 アサヒコンサルタント(株) 
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(2) 青谷駅前地区（H21年度検討） 

青谷駅前地区（駅北側）を対象に内水解析を行い、ポンプの必要容量を算定している。 

 

 

 

 出典：平成 21 年度 ⻘谷地区内水解析業務 平成 21 年 11 月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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出典：平成 21 年度 ⻘谷地区内水解析業務 平成 21 年 11 月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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(3) 日置川右岸地区（福井田川流域・当面対応）（H27年度検討） 

新青谷大橋右岸上流側の浸水対策として、福井田川下流部の住宅地を対象に水路の拡幅及

び青谷 3号樋門の日置川本川下流側への緊急排水ポンプの設置を検討した。 
 

3-4.内水特性の把握 
福井田川は、中、上流部で河道断面が小さく、また、下流部では県道俵原青谷線と交差する付近 

で、県道工事に合わせて改修されているが、その下流では縦断勾配が緩くなっており、ほとんどの 
区間で流下能力不足となっている。 
このため、中、上流部では、出水時に平坦部のほとんどを占める農地に溢れ、農地の排水路を伝 
って流下している。 
平坦部の農地は、青谷 IC、JR 山陰本線の盛土により 3 つに分断されており、各盛土下にそれぞれ 
数ヶ所ある水路、通路の開口部でつながった湛水地となっている。 
農地へ溢れた水は、各湛水地に湛水しながら開口部を通って順次下流へ流下し、青谷 3 号樋門、 
青谷 4 号樋門により日置川に排水されている。 
また、日置川の外水位が高いため、樋門による排水能力は低く、湛水深が大きくなると青谷 4 号 

樋門北側の地盤高の低い位置にある家屋数戸が床下浸水することがある。 
 

 
 

 

出典：平成 27年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】 
平成 28年 3月 鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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出典：平成 27年年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】 

平成 28年 3月 鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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出典：平成 27年年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】 
平成 28年 3月 鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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新青谷大橋右岸上流側の浸水対策 計画平面図 

 

 

  

出典：平成 27年年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】 
平成 28年 3月 鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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(4) 日置川右岸地区（福井田川流域・将来対応）（H27年度検討） 

福井田川筋の抜本的な将来対応として、流末部の河道拡幅、排水機設置が困難であること

から放水路（排水ポンプ併設）による対応を検討した。 

 

 

 

  

出典：平成 27年度 福井田川護岸整備に伴う測量設計調査業務（鳥取市青谷町青谷）【内水処理対策編】 
平成 28年 3月 鳥取市 鳥取西地域工事事務所 アサヒコンサルタント(株) 
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(5) 日置川右岸地区（福井田川流域）（R2年度検討） 

福井田川流域の内水対策について検討した結果、第 3案：青谷 3号～青谷 4号樋門間のポ

ンプ排水案が決定されている。 

 

 

 
図 4.16 第 3 案ゲート設置位置 

 出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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4.4.5 内水解析結果 

内水解析の結果、効果のある対策案は、第 2 案と第 3 案となった。 
第 3 案については、青谷 IC の開口部 5 箇所のゲート設置基数と設置箇所を変えながら効果が

最も発揮できる組み合わせを繰り返し計算により求めた結果である。 
[確認のための修正案として] 第 4 案 [を検討することとし]、第 3 案で選定されたゲート設置

箇所のうち、最も規模が大きい箇所のゲートを設置しない案とした。 
 

 
 
 

出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 

出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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第 5章 対策方針決定 
本地区の内水対策としては、操作性（確実性）や維持管理性、周辺影響を考慮すると【第 3 案： 
ポンプ排水案】が推奨案となる。 
 

 

  
出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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(6) 日置川右岸地区（滝坂川流域）（H27年度検討） 

福井田川右支川である滝坂川における排水対策は、内水対策ではなく排水路の能力向上に

よる方法が選定されている。 

 

 

 

出典：令和 2年度 ⻘谷地区内水浸水対策検討業務 令和 3年 3月 鳥取市 アサヒコンサルタント(株) 
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3. 河床材料特性の把握 
①左岸側の砂州、②右岸側（常時通水断面）の上流部、③右岸側（常時通水断面）の下流部な

ど代表６地点を抽出する。その上で、当該６地点において粒度分布試験を行い河床材料特性に

ついて把握する。 

調査地点については下図に示す位置を想定している。現地特性の確認後、地点の追加や変更

が望ましいと考えられる場合は協議するものとする。 

 

 

当該地における河床材料の特性を把握し、以降の検討に使用するため、代表 8 地点において河

床材料調査（現地での河床材料の採取、粒度分析試験）を実施した。なお、調査箇所及び方法に

ついては、別途「現地調査計画書」を作成し協議のうえで決定した。 
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3.1 調査箇所 

以降の検討で実施する河道域の土砂動態シミュレーションモデルの構築は、勝部川水系河川整

備計画の計画区間を対象とすることから、河口部だけではなく対象範囲全体の河床材料を把握す

る必要がある。 

そこで、調査箇所については、「2. 資料収集・整理」を基に当該地の河道特性を把握するとと

もに、現地状況を確認したうえで、対象範囲全体の代表的な河床材料が採取できるよう、下流～

上流までの 8地点を設定した。調査箇所を図 3.1.1に示す。 

 

 

図 3.1.1 河床材料調査地点 

表 3.1.1 河床材料調査地点詳細 

地点番号 河川 地点詳細 

① 

勝部川 

1.9k付近右岸 

② 1.3k付近中央 

③ 1.0k付近左岸 

④ 0.5k付近右岸 

⑤ 0.2k付近左岸河口砂州 

⑥ 0.1k付近導流堤右側 

⑦ 
日置川 

1.5k付近右岸 

⑧ 0.0k付近右岸 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑧ 

⑦ 

 ：調査箇所 

出典：Google Map 
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3.2 調査方法 

土砂動態シミュレーションでは、表層～下層の河床材料が異なる場合、表層とその下層の河床

材料を把握したうえで検討に反映させることが重要である。 

そこで、本調査では、表層～下層の河床材料が異なると想定される、自流区間に位置する地点

①、②では、容積サンプリング法に基づき、表層 30cm及びその下層 30cmの現地試料を採取し、

それぞれの粒度分析試験（ふるい分け・沈降試験）を行う。また、海域からの土砂が堆積し、主

に砂分で構成されているため、表層～下層の河床材料が大きくは異ならないと想定される、感潮

区間に位置する地点③～⑧では、現地でコア採取（30～50cm程度を想定）を行い、コア観察を

行ったうえで表層の河床材料を採取し、粒度分析試験（ふるい分け・沈降試験）を行う。 

地点①、②で行う容積サンプリング法の手順等は、以下に示すとおりである。参考として、調

査実施時の手順のイメージを図 3.2.1示す。 

 

■調査手順 

 ・手順 1：各調査地点において標準となる 1.0m×1.0mの調査ヤードを設定する。 

 ・手順 2：調査ヤード内を 30cm程度掘削し、表層の現地試料として採取する。 

 ・手順 3：更にその下層 30cm程度を掘削し、下層の現地試料として採取する。 

 ・手順 4：表層及び下層の現地試料に対し、それぞれ 100mmのふるい分けを行い、

100mm以上の礫についてはすべてその場で短径、長径、重量を計測する。 

 ・手順 5：100mm未満の試料については、総重量を測定したうえで、四分法により一部を

抽出し、持ち帰った後で重量を測定する。 

 ・手順 6：持ち帰った試料に対し、室内でのふるい分け試験（JIS A 1204）を行う。 

 ・手順 7：100mm未満の試料の試験結果と 100mm以上の礫成分の現場測定結果を合成

し、最終的な粒度分布曲線を作成する。 
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図 3.2.1 容積サンプリング法による調査のイメージ 
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3.3 調査結果の整理 

3.3.1 調査の実施 

調査は令和 5年 4月 27日～28日の 2日間実施した。調査日程と数量を表 3.3.1に示す。 

 

表 3.3.1 調査日程及び数量 

実施日 地点 数量 

R5.4.27 
①（勝部川 1.9k付近右岸） 1地点×2層：2試料 

②（勝部川 1.3k付近中央） 1地点×2層：2試料 

R5.4.28 

③（勝部川 1.0k付近左岸） 1地点×1層：1試料 

④（勝部川 0.5k付近右岸） 1地点×2層：2試料 

⑤（勝部川 0.2k付近左岸河口砂州） 1地点×1層：1試料 

⑥（勝部川 0.1k付近導流堤右側） 1地点×1層：1試料 

⑦（日置川 0.0k付近右岸） 1地点×2層：2試料 

⑧（日置川 1.5k付近右岸） 1地点×1層：1試料 

 

 

  

図 3.3.1 河床材料調査状況（1.3k付近中央） 
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3.3.2 調査結果 

調査地点の粒径加積曲線を図 3.3.5(1)～(8)、地点状況を表 3.3.2(1)～(8)に示す。加えて、コア

採取を実施した地点では柱状図も併せて示した（表 3.3.3）。 

以上の結果から、全地点の粒径加積曲線の作成及び中央粒径 d50の算出を実施した。（図 3.3.3

及び図 3.3.4 参照）。これらから以下のことが確認できる。また、本調査の結果をまとめた資料

を表 3.3.4に作成した。 

 

・岩や礫が多くみられるのは、感潮区間より上流であり、感潮区間付近についても、礫は下層

に多く、表層には砂が高い割合で確認できた。 

・感潮区間より下流側は、細砂～粗砂が表層を覆っており、下層については、シルト分～細砂

の割合が高くなっていることが分かった。 

・砂州部の砂については、砂州よりも下流側の地点の粒径加積曲線及び中央粒径 d50と近いた

め、海域から波等の影響で戻ってくる砂を多く含んでいることが想定される。 

 

 

図 3.3.2 河床材料調査地点 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑧ 

⑦ 

 ：調査箇所 

出典：Google Map 
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図 3.3.3 粒径加積曲線（全調査地点重ね合わせ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.4 各調査地点の中央粒径 d50  
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図 3.3.5(1) 粒径加積曲線（地点① 勝部川 1.9k付近右岸） 

 

表 3.3.2(1) 調査地点の状況（地点① 勝部川 1.9k付近右岸） 

表層の様子 表層 30㎝採取後の河床 

  

表層 30㎝の材料 下層 30㎝の材料 
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図 3.3.5(2) 粒径加積曲線（地点② 勝部川 1.3k付近中央） 

 

表 3.3.2(2) 調査地点の状況（地点② 勝部川 1.3k付近中央） 

表層の様子 表層 30㎝採取後の河床 

  

表層 30㎝の材料 下層 30㎝の材料 
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図 3.3.5(3) 粒径加積曲線（地点③ 勝部川 1.0k付近左岸） 

 

表 3.3.2(3) 調査地点の状況（地点③ 勝部川 1.0k付近左岸） 

採取した試料 採取した試料 
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図 3.3.5(4) 粒径加積曲線（地点④ 勝部川 0.5k付近右岸） 

 

表 3.3.2(4) 調査地点の状況（地点④ 勝部川 0.5k付近右岸） 

採取した試料（表層） 採取した試料（下層） 

  

表面の様子 採取した試料 

  

※□：試料採取位置 
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図 3.3.5(5) 粒径加積曲線（地点⑤ 勝部川 0.2k付近左岸河口砂州） 

 

表 3.3.2(5) 調査地点の状況（地点⑤ 勝部川 0.2k付近左岸河口砂州） 

採取した試料 採取した試料 
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図 3.3.5(6) 粒径加積曲線（地点⑥ 勝部川 0.1k付近導流堤右側） 

 

表 3.3.2(6) 調査地点の状況（地点⑥ 勝部川 0.1k付近導流堤右側） 

採取した試料 採取した試料 

  

表面の様子  
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図 3.3.5(7) 粒径加積曲線（地点⑦ 日置川 1.5k付近右岸） 

 

表 3.3.2(7) 調査地点の状況（地点⑦ 日置川 1.5k付近右岸） 

採取した試料 採取した試料 

  

表面の様子  
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図 3.3.5(8) 粒径加積曲線（地点⑧ 日置川 0.0k付近右岸） 

 

表 3.3.2(8) 調査地点の状況（地点⑧ 日置川 0.0k付近右岸） 

採取した試料（表層） 採取した試料（下層） 

  

表面の様子 採取した試料 

  

※□：試料採取位置 
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表 3.3.4 調査地点と採取試料の状況 

調査地点図 ①（勝部川右岸 1.9k）※写真左：表層、右：下層 ②（勝部川中央 1.3k）※写真左：表層、右：下層 

 

  

③（勝部川左岸 1.0k）※右側：表層 ④（勝部川右岸 0.5k）※右側：表層 

  

粒径加積曲線（全地点重ね合わせ） ⑤（勝部川河口砂州中央 0.2k）※右側：表層 ⑥（勝部川導流堤付近 0.1k）※右側：表層 

 

  

⑦（日置川右岸 1.5k）※右側：表層 ⑧（日置川右岸 0.0k）※右側：表層 

  

※□：試料採取位置（表層）、□：試料採取位置（下層） 
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4. 砂州フラッシュが発生する条件の確認 
既往の砂州フラッシュの発生状況および河床材料特性をもとに、河道流量とせん断力の相関

を数式化する。その上で、どのような河道形状であればどれぐらいの河道流量で砂州フラッシ

ュが発生するのかを確認する。 

 

実績データ（既往検討成果、水位・測量データ）を基に、洪水と砂州フラッシュの発生状況を

分析し、実際に発生した砂州フラッシュの発生条件（砂州高や流量規模）を整理する。 

さらに、現況河道及び計画河道（1/10及び 1/30の目標流量に対応する河道）を対象とした流量

規模毎の不等流計算を行い、その結果から、河川砂防技術基準 同解説 調査編等を参考に、土砂

の移動判定に使われる摩擦速度、沈降速度及び移動限界粒径を算定し、「3 河床材料特性の把握」

より取得した代表粒径 d60との比較を行う。 

以上の結果を基に、河道形状や流量規模に応じた砂州フラッシュ条件を把握する。 

 

4.1 実績データからの砂州フラッシュの条件 

4.1.1 河口砂州の現状 

勝部川河口砂州の現状について、平面図を図 4.1.1に、横断面の経年変化図を図 4.1.2にそれ

ぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 勝部川河口部 平面図 

 

 

  

河口砂州 
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図 4.1.2 勝部川河口砂州 経年変化横断面図  
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4.1.2 主要洪水の整理 

勝部川の水位観測データは H5(1993)から存在するが、保管されているデータが部分的であり

H15以前は洪水期間のものが残っていなかったことから H16年以降を対象とする。 

主要洪水の抽出については、H16.9洪水の最高水位が日置観測所で 2.58 mであることを勘案

し、避難判断水位（日置 2.60 m）の 1段階下であるはん濫注意水位を上回るものを抽出対象と

した。 

・データ期間：洪水時のデータが存在する H16(2004)年以降 

・抽出基準：はん濫注意水位 

青谷観測所：1.9m(T.P.+1.06m) 

日置観測所：2.4m(T.P.+1.46m) 

以上の抽出基準を上回る洪水を抽出した結果を、下記リストに示す。 

 

表 4.1.1 勝部川水系 主要洪水 ピーク水位リスト 

 

  

勝部川 青谷 観測所 日置川 日置 観測所 河口 順位

発生年 ① ② ①－② ① ② ①－② ピーク
 生起日時 観測ピーク水位 潮位(田後) 上昇量 生起日時 観測ピーク水位 潮位(田後) 上昇量 流量 (日置)
 (m) (T.P.m) (T.P.m) (m) (m) (T.P.m) (T.P.m) (m) (m/s)

H16 (2004) 9/29 19:00 2.48 1.64 0.311 1.329 9/29 19:00 2.58 1.64 0.311 1.329 161.5 第3位

H17 (2005) 9/4 18:00 2.38 1.54 0.219 1.321 9/4 18:00 2.09 1.15 0.219 0.931 119.0

H23 (2011) 9/3 1:00 2.68 1.84 0.537 1.303 9/3 1:00 2.19 1.25 0.537 0.713 151.9

9/22 0:00 2.30 1.46 0.351 1.109 9/22 1:00 1.89 0.95 0.347 0.603 101.7

H25 (2013) 8/1 9:00 1.91 1.07 0.726 0.344 8/1 9:00 2.06 1.12 0.726 0.394 83.1

9/4 10:00 1.96 1.12 0.439 0.681 9/4 10:00 2.04 1.10 0.439 0.661 85.2

H26 (2014) 8/10 11:00 2.00 1.16 0.391 0.769 8/10 11:00 1.94 1.00 0.391 0.609 82.3

10/13 21:00 2.27 1.43 0.302 1.128 10/13 21:00 2.21 1.27 0.302 0.968 117.5

H27 (2015) 11/27 14:00 1.94 1.10 0.569 0.531 11/27 16:00 1.94 1.00 0.000 1.000 78.4

H28 (2016) 8/30 12:00 1.91 1.07 0.860 0.210 8/30 12:00 1.99 1.05 0.860 0.190 79.2

9/8 8:00 1.99 1.15 0.669 0.481 9/8 8:00 2.01 1.07 0.669 0.401 85.4

H29 (2017) 8/8 0:00 2.25 1.41 0.499 0.911 8/7 23:00 2.15 1.21 0.456 0.754 112.2

9/17 23:00 2.60 1.76 0.414 1.346 9/17 22:00 2.56 1.62 0.447 1.173 169.7 第4位

10/23 2:00 2.08 1.24 0.505 0.735 10/23 2:00 2.16 1.22 0.505 0.715 100.3

H30 (2018) 7/5 18:00 2.02 1.18 0.582 0.598 7/5 18:00 2.01 1.07 0.582 0.488 87.4

7/7 11:00 2.10 1.26 0.296 0.964 7/7 11:00 1.99 1.05 0.296 0.754 91.9

9/10 9:00 2.15 1.31 0.332 0.978 9/10 9:00 1.98 1.04 0.332 0.708 94.9

9/30 20:20 3.53 2.69 0.479 2.211 9/30 20:40 2.97 2.03 0.460 1.570 298.4 第1位

H31 (2019) 10/4 6:00 1.99 1.15 0.885 0.265 10/4 6:00 2.00 1.06 0.885 0.175 84.9

R2 (2020) 1/8 16:00 1.94 1.10 0.729 0.371 1/8 16:00 2.03 1.09 0.729 0.361 83.3

9/4 2:00 1.97 1.13 0.929 0.201 9/4 2:00 1.98 1.04 0.929 0.111 82.5

12/31 0:00 2.02 1.18 0.650 0.530 12/31 0:00 2.03 1.09 0.650 0.440 88.6

R3 (2021) 7/7 13:40 3.13 2.29 0.583 1.707 7/7 13:50 2.69 1.75 0.583 1.167 231.8 第2位

8/10 12:00 2.10 1.26 0.808 0.452 8/10 12:00 2.15 1.21 0.808 0.402 101.1

12/17 22:00 1.92 1.08 0.626 0.454 12/17 21:00 1.97 1.03 0.591 0.439 78.8

R4 (2022) 8/16 18:00 1.92 1.08 0.913 0.167 8/16 18:00 1.91 0.97 0.913 0.057 75.6

9/7 2:00 1.92 1.08 0.861 0.219 9/7 2:00 1.97 1.03 0.861 0.169 78.8

9/20 1:00 2.05 1.21 0.547 0.663 9/20 1:00 2.14 1.20 0.547 0.653 97.0
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4.1.3 検証期間の砂州フラッシュ状況の分析 

河口部の定期横断測量が始まった平成 23年 3月以降を砂州フラッシュの検証期間とした。 

この期間中のピーク水位、測量時期、砂州掘削時期を整理し、下図に示す。流量規模の大きい

主要 3洪水と測量時期との関係から、検証期間として下記 3案を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.3 近年の主要洪水と砂州掘削・測量時期との関係（検証期間案の想定） 

 

これら検証期間 3案の砂州フラッシュの特性について、時刻水位、流量、河道測量断面、定点

写真（国道 9号橋より）を整理し、図 4.1.4に示す。 

各洪水の概要と砂州フラッシュの有無をまとめると以下のとおりであり、日置水位が

T.P.+1.75m 程度(河口流量 230m3/s)を超えた場合に河口砂州のフラッシュが発生すると考えら

れる。 

・H29.9 洪水(観測 4位) 日置ピーク水位：T.P.+1.62m(河口ピーク流量：169.7m3/s) ⇒砂州フラシュ無し 

・H30.9 洪水(観測 1位) 日置ピーク水位：T.P.+2.03m(河口ピーク流量：298.4m3/s) ⇒砂州フラシュあり 

・R3.7 洪水(観測 2位)  日置ピーク水位：T.P.+1.75m(河口ピーク流量：231.8m3/s) ⇒砂州フラシュあり 

 

なお、時刻水位波形を見ると、いずれの洪水もピーク付近の水位波形は緩慢な水位低下を示し

ている。現状の当該河口では急激な水位低下を伴うような砂州の大規模なフラッシュが発生する

現象が起きにくい状況が考えられる。 
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図 4.1.4(1) 初期断面・検証断面の候補（検証期間①案：H29.9洪水） 
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図 4.1.4(2) 初期断面・検証断面の候補（検証期間②案：H30.9洪水） 
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図 4.1.4(3) 初期断面・検証断面の候補（検証期間③案：R3.7洪水） 
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4.2 水理量からの砂州フラッシュの条件 

4.2.1 土砂移動の判定基準 

不等流計算によって算定した摩擦速度𝑢∗をもとに、土砂移動の移動限界粒径を算定する。限界

摩擦速度と粒径との関係は以下に示す「岩垣の式」による。 

 

mcm ducmd 9.80303.0 2  　；　  

22
312

* 6.134303.0118.0 mcm dud  　；　  

mcm dud 0.55118.00565.0 2
*  　；　     ······· 岩垣の式 

32
112

* 41.80565.00065.0 mcm dud  　；　  

mcm dud 2260065.0 2
*  　；　  

ここに、 md は平均粒径， cu * は限界摩擦速度を示す。 

 

沈降速度Woはルベエイの式によると次のように表わされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1 砂粒の沈降速度と粒径との関係 
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4.2.2 不等流計算条件 

流量規模～摩擦速度の関係を把握するため不等流計算を実施することとし、検討条件を表 

4.2.1以下にまとめる。 

勝部川下流部における土砂移動限界粒径の把握が目的であることから、不等流計算の流量規模

は小規模流量をカバーするものとし、計算流量は表 4.2.2とする。 

 

表 4.2.1 不等流計算条件による水面形の再現検証条件 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 

勝部水系 2 級
河川 

計算断面 

洪水前断面による(河口部は砂州が発達した地形) 
・勝部川 河口部(0k000～0k400)：R3.2測量 

河口部以外(0k400～)：H31.03測量（河口部以外の最新測量） 
・日置川 全区間：H31.04測量（河口部以外の最新測量） 

 

水位計算手法 ・1次元不等流モデルによる *)  
計算流量 ・河口：17～620m3/s（6ケース）（参照：表 4.2.2）  

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：限界水深による（T.P.+0.5m より低い
場合は、朔望平均満潮位） 
＊参考までにすべて限界水深による検討結果を併記 
・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・勝部川・日置川：n=0.030（全区間） 河川整備計画
の粗度 

*)平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」の事業評価モデルと整合 

 

表 4.2.2 不等流の計算流量配分 

(単位；m3/s) 

 ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケース 5 ケース 6 

勝部川 河口 17 85 170 340 460 620 

勝部川 日置川合流前 10 50 100 200 270 360 

日置川 下流端 7 35 70 140 190 260 

日置川 露谷川合流前 7 33 65 130 180 230 

流量配分根拠 1/3 流量 

×5% 

1/3 流量 

×25% 

1/3 流量 

×50% 

1/3 流量 1/10 流量 1/50 流量 
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図 4.2.2(1) 不等流計算水位縦断図（勝部川）※出発水位：朔望平均満潮位を考慮 

 
図 4.2.3(2)  不等流計算水位縦断図（勝部川）※出発水位：限界水深による 
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図 4.2.4(1) 不等流計算水位縦断図（日置川）※出発水位：朔望平均満潮位を考慮 

図 4.2.5(2)  不等流計算水位縦断図（日置川）※出発水位：限界水深による 
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4.2.3 代表粒径 

3.1 節での河床材料調査を用いることとし、60%粒径(d60)を適用する。不等流計算の断面は勝

部川河口部 50mピッチ、その他は 200mピッチのため、計算断面の河床材料調査が行われてい

ない場合は近傍の調査実施個所の d60を用いる。 

 

4.2.4 算定結果 

不等流計算結果より、流速、平均水深を抽出して土砂の移動判定に使われる摩擦速度・沈降速

度、移動限界粒径を算定し、比較した結果を図 4.2.6に示す。河床材料が移動を始める流量を以

下に示す。 

 
＜河床材料が移動を始める流量＞ 
・0.1k：17m3/s 
・0.2k：17m3/s 
・0.4k：30m3/s 
・1.0k：10m3/s 
・1.2k(表層)：40m3/s 
・1.2k(下層)：135m3/s  
・1.8k(表層)：160m3/s 
・1.8k(下層)：110m3/s  

 

移動限界粒径と代表粒径、沈降速度と比較した水理量は概ね対象全区間において大きく、河床

材料を構成する粒径成分に対しては基本的に掃流領域にあると言える(勝部川上流端付近を除く)。 

大部分の流量規模において移動限界粒径より代表粒径 d60が小さいことから、中小洪水時でも

勝部川下流部の土砂は非常に動きやすい傾向であることが言える。実際の水理量は横断地形によ

る水深の相違や冠水の有無に支配されることから、本業務では 2次元流況計算モデルにおいて横

断的な水深、水理量を時々刻々と計算して土砂移動の有無の判定、流砂量算出を行っていくもの

とする。 

なお、検討区間の上流部においては、低水路部を含む河道の大部分が草本によって覆われて実

際の河床変動はほとんど生じていないと考えられる箇所があり、実態に合わせた河床変動計算を

行う必要がある。 
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図 4.2.6(1) 流量と移動限界粒径・摩擦速度の関係（勝部川） 
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：調査箇所 

：調査箇所 
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図 4.2.6(2) 流量と移動限界粒径・摩擦速度の関係（勝部川） 
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図 4.2.6(3) 流量と移動限界粒径・摩擦速度の関係（勝部川） 
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図 4.2.6(4) 流量と移動限界粒径・摩擦速度の関係（日置川） 
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5. 目標設定 
河口部治水対策の整備目標を設定する。なお、設定にあたって次の点に留意する。 

（留意事項） 

・対策工（砂州フラッシュを促進するための中導流堤の整備、維持的掘削等）によって物理 

的に実現可能と考えられる目標とする必要がある。現時点では、勝部川水系河川整備計画 

が 50年確率規模であるのに対して、今回の目標設定では早期に効果を発現させるため、暫 

定的に中小規模（例：10年確率規模・20年確率規模）の目標とすることを想定している。 
 
・この暫定目標については、一定程度の便益が早期に得られるものとする必要があり、既往 

業務で実施した段階的確率規模別氾濫解析の結果をもとに検討することを想定している。 

ただし、越水による氾濫だけではなく、内水についてもこれまでの浸水被害に対して軽減 

すること確認し、検討を進めることを想定している。 

 

・一定程度の便益を得られるように目標設定しようとすると、中導流堤と維持掘削等だけで 

達成できないことも想定される。この場合は、「河道内のうち河口部以外での対策」の方法 

を提案すること。その上で、「暫定整備目標」＝「河口部対策（砂州フラッシュを促進する 

ための中導流堤の整備、維持的掘削等）の整備目標」＋「河道内のうち河口部以外での対 

策の整備目標」を設定する。 

 

令和 3 年度 勝部川河口対策検討業務委託における検討成果（1/10 及び 1/30 の目標流量に対

応する河道断面形状、不等流計算結果等）、平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業

務委託」における検討成果（確率規模別の氾濫解析の結果等、表 5.2.1 参照）等を基に、協議の

うえで、河口部治水対策の整備目標を設定する。 

設定にあたっては上記の留意事項を踏まえ、次に示す項目を整理・検討する。 

 

・設定断面と流下能力との関係整理 

1/10 等の中小規模の目標の設定していることから、設定断面と流下能力（確率規模）と

の関係を整理しておく。 

・暫定目標の検討 

既往業務の段階的確率規模別氾濫解析の結果をもとに、整備効果を踏まえた整備目標を

設定する。また、鳥取市による内水排除計画を参考に、暫定整備による内水被害の軽減につ

いても確認する。 

・整備目標の設定検討 

6章の対策工検討の結果、中導流堤と維持掘削等による対応が難しいことが確認されてい

る。このため、河川事業の範囲内での河口部以外での対策としては河口部の流量配分の軽減、

すなわち洪水処理計画の見直しが対象となる。既定計画の河川整備基本方針における洪水

調節ダム、遊水地の検討案をもとに整理・検討する。 
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5.1 設定断面と流下能力との関係整理 

勝部川の河口部では掘削しても波浪の影響により土砂が堆積し、再び河口砂州が形成されるた

め、維持掘削あるは洪水時の砂州フラッシュによる所定断面の確保といった河口部の河積を担保

する必要がある。このことから、本検討において河口砂州フラッシュ等のシミュレーションを実

施し、確保できた断面を踏まえて治水目標の設定を行う方針としている。 

暫定改修規模において確保した河積における流下能力（目標安全度）を把握することとし、既

往検討*)や「河川砂防技術基準」等を踏まえ、河口部に流量規模別の不等流計算を実施して流下

能力を検討する。 

 
*)R3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 （株）建設技術研究所 
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5.1.1 現況流下能力特性の把握（目標設定の前提条件） 

勝部川下流部には低地が拡がっており、S62.10 洪水、H16.10 洪水、H30.9 洪水、R3.7 洪水

等において浸水被害が発生している。このことを踏まえて現況河道の流下能力を把握し、目標設

定の前提条件とする。 

 

(1) 検討条件 

勝部川・日置川の水位上昇に関する検討条件について、以下のとおりまとめる。 

表 5.1.1 不等流計算条件表 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 勝部水系下流低平地区間 

検討断面 

＜現況＞ 
〇現況 1(河口：洪水後)  
勝部川：現況（0.0ｋ~0.4k：H31.3測量、0.6ｋ~2.2k：H31.3測量） 
〇現況※暫定改修断面：築堤のみ・掘削残し 
日置川：現況（0.0ｋ~2.4k：H31.4測量） 

(河口部の計算断面) 
・現況 1(河口：洪水後)：
H30.9 洪水により砂州がフ
ラッシュされたH31.3断面 

水位計算
手法 ・1次元不等流計算  

計算流量 ・計算流量配分：図 5.1.1 確率規模別流量 

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：ピーク流量時の実績潮位(田後験潮場) 
※潮位が低く射流となる場合は限界水深による 

・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・河川整備計画での設定値：n=0.030（全区間）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.1 当面の暫定的な対策案の概要及び確率規模別流量配分 

日置川
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240 220
220 200
190 180
170 150
140 130

(1/50) (26) 露谷川

■青谷 勝部川
(1/50) 620 360
(1/30) 570 340
(1/20) 530 310
(1/10) 470 270
(1/5) 400 230
(1/3) 340 200

新
青
谷
大
橋

山

陰

道

R4完了予定R9完了予定

日置川暫定改修区間（1/5確率）
※整備計画断面（1/50確率）の掘削残し

河川整備基本方針
河川整備計画

日置川暫定改修

日

本

海

・現況断面：H31.4（暫定改修断面：築堤・掘削残し） 

・現況 1(洪水後)：H31.3 測量 H31.3 測量 
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(2) 計算断面 

日置川では暫定改修が実施中であり、この暫定改修断面（現況断面の築堤のみ・掘削残し、

1/5確率と評価）を設定する。 

実測水位の検証計算により洪水後の断面を設定した方が適合度は高く、河口部については、

洪水後の砂州がフラッシュされた断面を対象に、流下能力の検討に用いる断面形状を設定し

図 5.1.2に示す。 

 

＜ケース 1 現況＞ 

〇勝部川現況(河口：洪水後) 
勝部川：現況 1（0.0ｋ~0.4k：H31.3測量、0.6ｋ~2.2k：H31.3測量） 

〇日置川現況 ※日置川暫定整備(築堤のみ・掘削残し) 
日置川：現況（0.0ｋ~2.4k：H31.4測量） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.2 検討に用いた断面（勝部川河口部）※代表断面図 

 

 

(3) 計算結果 

設定した断面形状をもとに不等流計算を行い、計算結果を図 5.1.12、図 5.1.13に示す。図 

5.1.13より現況河道（日置川暫定改修）において 1/5確率流量の H.W.L以下の流下は困難で

あるが、堤防天端高以下であれば流下可能である。 

  

※共通出典 

計画堤防高、H.W.L、計画河床高：河川整備計画 

1/30 河道河床高の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

現況河道 H31.4 

日置川：現況 ※暫定（築堤完成・掘削残し） 

現況 0(河口：洪水前)R3.2 測量 

現況 1(河口：洪水後)H31.3 測量 

0K250 

勝部川：現況 
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5.1.2 規模別河道断面の検討（今後の段階的整備において確保すべき断面形状） 

既往検討のとりまとめ及び一部検討ケースの変更を行い、河道改修断面の規模別の流下能力を

把握する。 

(1) 1/10確率断面 

1) 検討条件 

勝部川・日置川の水位計算にかかる検討条件を、以下に示す。 

表 5.1.2 不等流計算条件表 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 勝部水系下流低平地区間 

検討断面 

＜対策案＞ 
〇勝部川河口：掘削後 
勝部川：1/10断面掘削（0.0ｋ~0.4k：掘削、0.6ｋ~2.2k：H31.3測量） 
〇現況※暫定改修断面：築堤のみ・掘削残し 
日置川：現況（0.0ｋ~2.4k：H31.4測量） 
〇日置川掘削後 
日置川：1/10断面（0.0ｋ~2.4k） 

 
 

水位計算
手法 ・1次元不等流  

計算流量 ・計算流量配分：図 5.1.3 確率規模別流量 

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：朔望平均満潮位 T.P.+0.39m 
※潮位が低く射流となる場合は限界水深による 

・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・河川整備計画での設定値：n=0.030（全区間）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.3 当面の暫定的な対策案の概要及び確率規模別流量配分 

・現況断面：H31.4（暫定改修断面：築堤・掘削残し） 

・対策案：日置川 1/10 断面（暫定） 

日置川
260 230
240 220
220 200
190 180
170 150
140 130

(1/50) (26) 露谷川

■青谷 勝部川
(1/50) 620 360
(1/30) 570 340
(1/20) 530 310
(1/10) 470 270
(1/5) 400 230
(1/3) 340 200

新
青
谷
大
橋

山

陰

道

R4完了予定R9完了予定

日置川暫定改修区間（1/5確率）
※整備計画断面（1/50確率）の掘削残し

河川整備基本方針
河川整備計画

日置川暫定改修

日

本

海

・対策案：勝部川 1/10 河道 
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2) 検討断面の設定 

日置川の暫定改修の終了後において必要となる河口部の断面形状を、既往検討断面をも

とに下記のとおり設定する。 

＜ケース 2-1 河口部 1/10掘削後＞ 

〇勝部川河口掘削後（横断面図：図 5.1.5） 
勝部川：1/10断面（0.0ｋ~0.4k：掘削、0.6ｋ~2.2k：H31.3測量） 
〇日置川現況 ※日置川暫定整備(築堤のみ・掘削残し) 
日置川：現況（0.0ｋ~2.4k：H31.4測量） 

 
＜ケース 2-1 1/10掘削後(暫定)＞ 

〇勝部川河口掘削後（横断面図：図 5.1.5） 
勝部川：1/10断面（0.0ｋ~0.4k：掘削、0.6ｋ~2.2k：H31.3測量） 
〇日置川掘削後 
日置川：1/10断面（0.0ｋ~2.4k）（横断面図：図 5.1.6） 

河床掘削区間 0.0k～1.4k：実延長 L=約 1400m 

 

3) 計算結果 

勝部川河口部の河積を 1/10 確率断面とした場合の不等流計算水位を図 5.1.14 に示す。 

日置川現況断面とした場合を図 5.1.15に示す。1/5確率流量の H.W.L以下での流下が

可能となる。 

日置川 1/10断面とした場合を図 5.1.15に示す。1/10確率流量の H.W.L以下での流下

が可能となる。 
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※日置川 1/30 河床掘削の取り扱いについて 

既往検討の時点では改修途上のため護岸未設置箇所があったため、河床部を掘削残し（掘

りっ放し）とする図 5.1.4の暫定断面を想定した。しかし R9完成予定で概ね護岸設置が進

捗し、掘削残し掘りっ放し河床形状を想定する必要がなくなったことから本検討の整理対象

としない。 
 

＜日置川 1/30 河床掘削＞ 

日置川：1/30河道の河床まで掘削（現状河岸から 3割勾配で掘削） 

河床掘削区間 0.0k～1.4k：実延長 L=約 1400m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.4 1/30河床掘削の代表断面（日置川 0K200） 

R3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 （株）建設技術研究所 

（既往報告書掲載場所）日置川横断図：図 4.2.22、水位縦断図：P4-15 図 4.2.11) 

 

 

  

・1/50 河道では、護岸等の対策が必要となり、現実的ではない。 

・そこで、1/30 河道の計画河床高を適用する。 

・暫定掘削となることから、恒久的な護岸を必要としない 3割勾配で掘削する 

※1/30 河道の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

現況：H31.4 測量 
※暫定改修断面：築堤のみ・掘削残し 

対策ケース 1：日置川 1/30 河床掘削 
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図 5.1.5(1) 不等流計算断面図（勝部川河口部 1/10計画） 

 

  

左水路に砂州上流部の

フラッシュ土砂が堆積 

現況(洪水前)：R3.2 測量 

現況(洪水後)：H31.3 測量 

出典(計画堤防高、H.W.L、計画河床高)：河川整備計画 

出典(1/30 河道河床高)：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.5(2) 不等流計算断面図（勝部川河口部 1/10計画） 

 

  

出典(計画堤防高、H.W.L、計画河床高)：河川整備計画 

出典(1/10 河道河床高)：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.5(3) 不等流計算断面図（勝部川河口部 1/10計画） 

 

 

 

 

 

 

  

地形は安定している（海域

からの影響を受けない） 

出典(計画堤防高、H.W.L、計画河床高)：河川整備計画 

出典(1/10 河道河床高)：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.6(1) 不等流計算断面図（日置川 1/10河道） 

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/10 河道河床高の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 



5-12 

 

 
図 5.1.6(2) 不等流計算断面図（日置川 1/10河道） 

  計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/10 河道河床高の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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(2) 1/30・1/50確率断面 

暫定改修後の次期河川整備（今後の治水安全度を向上させる抜本的な河川改修）となる河

道計画を検討する。既往検討や「河川整備基本方針」等を踏まえた検討を行い、今後の段階

的整備において必要となる河口部の断面形状を把握する。 

1) 検討条件 

勝部川・日置川の水位計算にかかる検討条件を、以下に示す。 

表 5.1.3 不等流計算条件表 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 勝部水系下流低平地区間 

検討断面 

＜暫定整備 1/30確率＞ 
〇勝部川：暫定（掘削）※河口部も掘削 
〇日置川：暫定（掘削） 
＜河川整備基本方針・河川整備計画 1/50確率＞ 
〇勝部川：計画（掘削）※河口部も掘削 
〇日置川：計画（掘削） 

 

水位計算
手法 ・1次元不等流による  

計算流量 ・計算流量配分：図 5.1.7 確率規模別流量 

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：朔望平均満潮位 T.P.+0.39m 
※潮位が低く射流となる場合は限界水深による 

・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・河川整備計画での粗度：n=0.030（全区間） 河川整備計画での粗度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.7 確率規模別の目標流量（不等流計算の流量配分に適用） 

日置川
260 230
240 220
220 200
190 180
170 150
140 130

(1/50) (26) 露谷川

■青谷 勝部川
(1/50) 620 360
(1/30) 570 340
(1/20) 530 310
(1/10) 470 270
(1/5) 400 230
(1/3) 340 200

新
青
谷
大
橋

山

陰

道

R4完了予定R9完了予定

日置川暫定改修区間（1/5確率）
※整備計画断面（1/50確率）の掘削残し

河川整備基本方針
河川整備計画

日置川暫定改修

日

本

海

・河川整備基本方針・河川整備計画（1/50 確率） 

・暫定整備（1/30 確率） 

・河川整備基本方針・河川整備計画（1/50 確率） 

・暫定整備（1/30 確率） 
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2) 検討断面の設定 

堆砂による流下能力への影響は砂州フラッシュ後でも顕著であり、上流流下能力見合い

の河積を得るためには掘削が必要である。このため、河口部の計算断面については「流下

能力低下の要因分析」で把握したとおり、流下能力確保には上流河道断面見合いの断面を

確保することとし、検討断面を既定計画、既往検討をもとに下記のとおり設定する。 

 

＜ケース 3 1/30掘削後(暫定)＞ 

〇流量規模 

・勝部川：570m3/s 

・日置川：240m3/s 

○勝部川（図 4.2.8） 

・0.0ｋ~2.2k：暫定断面 

○日置川（図 5.1.9） 

・0.0ｋ~1.4k：暫定断面 

・1.6ｋ~2.2k：H31.4測量現況（計画区間外） 

※平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」による 

 

＜ケース 5 1/50掘削後(河川整備基本方針・河川整備計画)＞ 

〇流量規模 

・勝部川：620m3/s 

・日置川：260m3/s 

○勝部川（図 4.2.8） 

・0.0ｋ~2.2k：計画断面 

○日置川（図 5.1.9） 

・0.0ｋ~1.4k：計画断面 

・1.6ｋ~2.2k：H31.4測量現況（計画区間外） 

※河川整備基本方針・河川整備計画による 

 

3) 不等流計算結果 

不等流計算を行い、勝部川河口部の断面形状が勝部川・日置川の流下能力に及ぼす影響

を把握する。計算結果のうち目標流量 1/30確率を図 5.1.17、図 5.1.18、目標流量 1/50確

率を図 5.1.19、図 5.1.20に示す。 

すべて H.W.L以下で流下しており H.W.Lと計算水位との差は小さく、改修断面形状を

変更する余地は小さいと考えられる。 

 

 

  



5-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.8(1) 勝部川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.8(2)  勝部川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.8(3)  勝部川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

引堤不要であることを確認済み（計

算水位は引堤なし断面による） 

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.8(4)  勝部川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.8(5)  勝部川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.9(1)  日置川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.9(2)  日置川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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図 5.1.9(4)  日置川計画断面(1/30、1/50確率) 

 

 

 

 

  

計画堤防高、H.W.L、計画河床高の出典：河川整備計画 

1/30・1/50 河道断面の出典：平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 
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5.1.3 流下能力の検討結果 

既往計画、既往検討における勝部川の河道改修断面を対象に、図 5.1.10 の確率規模別流量配

分による不等流計算を行った結果をもとに、改修断面ごとの流下能力を把握する。設定断面形状

と流下能力の算定結果を表 5.1.4にまとめる。 

検討ケースと流下能力（確率規模）との関係を、図 5.1.11 に簡潔に図化する。河口部を大き

く掘削し河道断面を大きく設定すれば、1/50、1/30、1/10 といった所定の流量を H.W.L 以下で

流下することが可能である。 

しかし、設定断面は想定のものであり、河口部の河積確保の裏付けが必要となる。このため、

期待される砂州フラッシュの状況が例えば不等流計算の設定断面形状より小さい場合、評価水位

を堤防天端高として計画立案するといった対応が必要となる(図 5.1.11参照)。 

このように最初に目標設定するのは難しく、次章のシミュレーション結果より河口部の河積を

確保できる有効な対応策が見出せなかったことから、単純な確率規模別の目標を掲げるのではな

く、確保した河積と流下能力との関係をとりまとめたものである。 

 

 

 

図 5.1.10 勝部川水系 確率規模別流量配分図 

  

○日置 日置川

260 230

240 220

220 200

190 180

170 150

140 130

[1/10] 26 露谷川

河口 ■青谷 勝部川

[1/50] 620 360

[1/30] 570 340

[1/20] 530 310

[1/10] 470 270

[1/5] 400 230

[1/3] 340 200

新
青
谷
大
橋

山

陰

道

R4完了予定R9完了予定

日置川暫定改修区間（1/5確率）
※整備計画断面（1/50確率）の掘削残し

河川整備基本方針
河川整備計画

日置川暫定改修

日

本

海
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*掘削ケースの河口部(砂州部)断面の維持方法は未定 

※各ケースの検討条件は表 5.1.4を参照 

 

 

 

 

 

図 5.1.11 勝部川水系 河道検討ケースと流下能力との関係 

 

 

-1/10

1/0

1/10

1/20

1/30

1/40

1/50

1 2-1 2-2 3 4
ケース

勝部川－ 堤防天端

日置川－ 堤防天端

勝部川－ H.W.L

日置川－ H.W.L

流下能力の確率規模

1/5

1/3

砂州フラッシュ後の断面がケース2-1・2-2断面より小さい場合、 

HWL 評価(破線)の流下能力は以下となる。 

・勝部川：1/10 流量の流下は難しい 

・日置川：1/5 流量の流下は難しい 

⇒堤防天端高評価で整理する必要がある 

※ケース 2-1・2-2 断面は勝部川 1/10 対応の同じものである。 

・ケース 1 現況（河口砂州：実績フラッシュ後(H30.9 洪水)） 

・ケース 2-1 河口部 1/10 掘削後（日置川：現況） 

・ケース 2-2 1/10 掘削後 

・ケース 3 1/30 掘削後 

・ケース 4 1/50 掘削後 
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表 5.1.4 勝部川河道 規模別不等流計算の条件・結果整理 

ケース 

 
   河  道  断  面       流下能力 (水位縦断図) 

勝部川     日置川   勝部川 日置川 

ケース 内容 横断図 ケース 内容 横断図 

1 

現況 現況河道 1(洪水

後)H31.3 

※河口砂州実績フラ

ッシュ後(H30.9 洪

水) 

(右図：P4-2 図 4.2.1) 

 

 

 

 

 

 

 

  

現況 現況河道 H31.4 

 ≒暫定河道(築堤完

成・掘削残し) 

(右図：P4-2 図 4.2.1) 

 

 

 

 

 

 

 

  

堤防天端：1/5 

H.W.L：1/3 未満 

図 5.1.12 
(P4-5 図 4.2.3) 

堤防天端：1/5 

H.W.L：1/3 未満 

図 5.1.13 
(P4-5 図 4.2.4) 

2-1 

河口部 

1/10 

掘削後 

河口部 1/10 断面(～

日置川合流点)、他

は現況 

(右図：P4-10 図 4.2.7) 

 

 

 

 

 

 

  

現況 現況河道 H31.4 

 ≒暫定河道(築堤完

成・掘削残し) 

(右図：P4-2 図 4.2.1) 

 

 

 

 

(同上)  

堤防天端：1/50 

H.W.L：1/10 

図 5.1.14 
(P4-14 図 4.2.9) 

堤防天端：1/10 

H.W.L：1/3 未満 

図 5.1.15 
(P4-14 図 4.2.10) 

2-2 

1/10 

掘削後 

河口部 1/10 断面(～

日置川合流点)、他

は現況 

(右図：P4-10 図 4.2.7) 

 

 

 

 

(同上) 

掘削 1/10 河道(暫定) 

(右図：図 4.2.20) 

(右図：図 4.2.22) 

 
※1/10 相当。R9 完成

が近づいたため、護岸

施工済み前提の 1/10

掘削を想定 

 

 

 

 

 

 

(同上) 

H.W.L：1/10 

図 5.1.16 

3 

1/30 

掘削後  

1/30 河道(暫定) 

(右図：P4-18 図 4.2.13) 

 

 

 

 

 

 

 

  

掘削 1/30 河道(暫定) 

(右図：P4-23 図 4.2.14) 

 

 

 

 

 

  

H.W.L：1/30 

図 5.1.17 
(P4-27 図 4.2.15) 

H.W.L：1/30 

図 5.1.18 
(P4-27 図 4.2.16)  

4 

1/50 

掘削後 

1/50 河道(基本方

針・整備計画) 

(右図：P4-18 図 4.2.13) 

 

 

 

 

 

 

  

掘削 1/50 河道(基本方

針・整備計画) 

(右図：P4-23 図 4.2.14) 

 

 

 

 

 

 

 

  

H.W.L：1/50 

図 5.1.19 
(P4-28 図 4.2.17) 

H.W.L：1/50 

図 5.1.20 
(P4-28 図 4.2.18) 

令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 をもとに整理（ただしケース 2-2 日置川は今回検討）、（ ）内は掲載図の収録場所 

*勝部川の流下能力は河口～西大橋を対象(上流側は自己流区間となり河口の影響を受けないため) 

*掘削ケースの河口部(砂州部)断面の維持方法は未定 

現況河道 H31.4 
日置川：暫定（築堤完成・掘削残し） 

現況河道 0(洪水前)R3.2 

現況河道 1(洪水後)H31.3 

0K250 勝部川：現況 

1/10 河道(暫定) 
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【確率規模別 不等流計算結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.12 不等流計算水位縦断図 勝部川現況(河口：洪水後断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.13 計算水位縦断図 日置川現況 ※河口現況：洪水後断面 

出典：令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 
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山田川合流点
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(T.P.m) 勝部川縦断図

河口部の堆積区間 

洪水後断面（砂州フラッシュを想定）でも、

河口部において顕著な水位上昇が生じる 
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(T.P.m) 日置川縦断図

・堤防天端以下で 1/5 流量の流下が可能 

⇒暫定整備後に一定の治水安全度は達成 

ｹｰｽ 1【勝部川】 

堤防天端：1/5 

H.W.L：1/3 未満 

(P4-5 図 4.2.3) 

ｹｰｽ 1【日置川】 

堤防天端：1/5 

H.W.L：1/3 未満 

(P4-5 図 4.2.4) 
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図 5.1.14 不等流計算水位縦断図 勝部川河口掘削（河口 1/10断面・上流現況 H31.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.15 不等流計算水位縦断図 日置川現況 H31.4 ※河口 1/10断面 

出典：令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 
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・堤防天端以下で 1/10 流量の流下が可能 

⇒河口対策を実施すれば一定の治水安全度は達成 

・一連区間の河積不足に伴う水位上昇が生じてお

り、勝部川の水位を下げても感度は小さい 

⇒河口1/10＋日置川暫定(築堤・掘削残し)では1/5

流量の H.W.L 以下の流下は困難 

・H.W.L以下での1/5流量の流下に

は日置川ではさらなる掘削が必要 

・1/10 計画の掘削断面 
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掘削 L=500m 

1/10 河床 
ｹｰｽ 2-1【勝部川】 

堤防天端：1/50 

H.W.L：1/10 

(P4-14 図 4.2.9) 

ｹｰｽ 2-1【日置川】 

堤防天端：1/10 

H.W.L：1/3 未満 

(P4-14 図 4.2.10) 
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図 5.1.16 不等流計算水位縦断図 日置川 1/10確率 

※今回検討  
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ｹｰｽ 2-2【勝部川】 

堤防天端：1/50 

H.W.L：1/10 

(P4-14 図 4.2.9 と同じ) 

掘削 L=1400m 

1/10 河床 

日置川では H.W.L で 1/10

流量の流下が可能である 

ｹｰｽ:－【日置川】 

堤防天端：1/50 

H.W.L 能力：1/10 

(今回検討) 
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図 5.1.17 不等流計算水位縦断図 勝部川 1/30確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.18 不等流計算水位縦断図 日置川 1/30確率 

出典：令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月 
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(P4-27 図 4.2.15) 

ｹｰｽ 3【日置川】 

H.W.L：1/30 

(P4-27 図 4.2.16) 
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図 5.1.19 不等流計算水位縦断図 勝部川 1/50確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.20 不等流計算水位縦断図 日置川 1/50確率 

出典：令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月  
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(P4-28 図 4.2.18) 
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5.2 暫定目標の検討 

5.2.1 改修段階と氾濫状況との関係整理 

既往検討において、勝部川の今後の改修方式別の浸水被害を受ける人口、面積、施設数の指標

値が整理されている。各ケースの設定条件を図 5.2.1に、検討結果を表 5.2.1に示す。現在実施

中の日置川暫定改修はCase4(ケース-ハ-1)であり、河口対策を実施せず暫定掘削を行うCase2(ケ

ース-イ)、Case3(ケース-ロ)の効果は小さい。これに対して河口対策を含む Case5(ケース-ハ-2)

は指標値の大幅な減少が想定されている。 

このことから、勝部川の今後の整備方針として河口対策（河口流量配分の軽減対策も含む）は

重要であり、今後の事業内容を決める上で前提となるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.1 勝部川水系河川整備計画の目標流量（今後の事業展開(案)の設定ケース条件） 

出典：平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

現事業実施区間 

暫定(1/5)断面 

で整備中 

山 

陰 

道 

新
青
谷
大
橋 

今後の事業展開案 

ケース－イ(1/30) 

注１） 整備目標流量の単位は、m3/sec 

注２） 整備目標流量の計画規模勝部川・日置川 1/50 露谷川1/10  

注３） ■：基準地点（既往の水理、水文資料が得られ、水理水文解析の拠点とな

り、かつ全般の計画に密接な関係のある河川管理上重要な地点） 

○：主要地点（整備目標流量配分を設定する上で必要な地点） 

流下能力向上対策区間 400m 

360 620 勝部川 

露谷川 

(26) 
260 日置 

日 

本 
海 

流下能力向上対策区間 1,400m 

日置川 230 

青谷 

流下能力向上対策区間 2,200m 

今後の事業展開案 

ケース－ロ(1/30) 

今後の事業展開案 
ケース－ハ-1(築堤) 

今後の事業展開案 
ケース－ハ-2(1/10) 
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表 5.2.1 現事業実施後の整備方針の検討（今後の事業展開案の検討） 

項目 
Case1 Case2  ケース-イ Case3  ケース-ロ Case4  ケース-ハ-1 Case5   ケース-ハ-2 

現事業実施後 
日置川暫定改修 
（確率規模 30年） 

勝部川暫定改修 
（確率規模 30年） 

日置川築堤のみ 日置川築堤+勝部川河口掘削 

改修内容 
(今後の展開案は Case1への追加分) 

日置川 新青谷大橋～計画上流端 
日置川 新青谷大橋～山陰道 

1/30暫定掘削 
勝部川 日置川合流点～計画上流端 

1/30暫定掘削 
日置川 下流端～山陰道 

築堤 
勝部川 河口～日置川合流点 

1/10暫定掘削(ネック部引堤含む) 

概算事業費 (百万円) － 43 1,089 367 790 

治
水
面
の
効
果 

(

被
害
状
況) 

洪水確率規模別の被

害状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

浸
水
被
害
の 

年
期
待
値 

人口(人) 113 117 109 96 34 
家屋(世帯) 38 40 37 33 11 
氾濫面積

(km2) 
0.196 0.191 0.189 0.181 0.137 

主要施設 
弱者施設(軒) 

1.21 1.37 1.20 1.06 0.17 

利水・環境面 
への影響 

－ 
・利水施設への影響なし 
・特筆される自然環境への影響なし 

・利水施設への影響なし 
・特筆される自然環境への影響なし 

・利水施設への影響なし 
・特筆される自然環境への影響なし 

・利水施設への影響なし 
・特筆される自然環境への影響なし 

維持管理面 
への影響 

－ 
・整備区間より下流部の河道で未掘削のた

め、掘削区間への堆砂が懸念される。 
・整備区間より下流部の河道で未掘削のた

め、掘削区間への堆砂が懸念される。 
・維持管理上の特段の問題なし。 ・河口砂州の形状を一定に維持し、洪水時に

所定のフラッシュ形状となるようにする必

要がある。 

評  価 － 

・治水面の効果はほとんど無く、浸水被害は

わずかに増える傾向にある。 
(×) 

・治水面の効果はほとんど無く、浸水被害

の軽減はわずかである。 
(×) 

・治水面の効果は全体に小さいが、小洪水に

おける被害軽減が顕著で被害の年期待値は

減少しており、効果が認められる。 
(△) 

顕著な事業効果が得られ、最優先で進める

ことが望ましい。 
(◎) 

・概算事業費の出典：勝部川河川整備計画 参考資料 
出典：平成 24年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」 

日置川暫定河道 

(築堤完成・掘削残し) 
勝部川河口掘削 

(1/10 断面) 
日置川暫定河道 

(築堤完成・掘削残し) ＋ 
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5.2.2 内水 

(1) 内水域の現状 

当該地区の地盤高の分布図を図 5.2.2 に、各地区の排水系統図を図 5.2.3 に示す。最低高

は T.P.0～1mの水田であり、T.P.+1m程度の宅地が一部に分布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「国土地理院 基盤地図情報（数値標高モデル,5mメッシュ）」による 

図 5.2.2 標高分布図（5mメッシュ）（単位；T.P.m） 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 
鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント  

T.P.0～1m の

水田(最低高) 

T.P.+1m 程度

の宅地 
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図 5.2.3 勝部川水系内水地区 排水系統図 

 

 

 

 

 

  

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 

鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 
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(2) 内水域に対する目標水位 

勝部川下流部の各地区（図 5.2.4）における内水対策の検討経緯を、表 5.2.2にまとめる。 

各地区において内水対策が実施中であり、内水被害の軽減のためには河川水位を許容湛水

位程度まで下げることが必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.4 青谷地区 浸水想定区域図（既往最大降雨） 

出典：令和 3年度 青谷地区ほか２地区内水浸水想定区域図作成業務【青谷地区編】令和 4年 3月 
鳥取市 都市整備部 都市環境課 (株)荒谷建設コンサルタント 

 

 

 

対象降雨   ：2021年 7月 7日～8日 
時間雨量   ：34.5mm/hr  
24 時間雨量：213.0mm/24hr 

青谷駅南地区 
(西池) 

青谷駅南地区

(東池) 

青谷駅南地区 
(下善田) 

青谷駅前地区 

日置川右岸地
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表 5.2.2 鳥取市による勝部川下流部の内水対策検討の経緯 

年度 業務名 対象地域 対象降雨 
想定 

外水位 
許容湛水位 ポンプ規模 

H18 ⻘谷地区内水解析業務 
⻘谷駅南地区 

（東池・西池・
下善田地区） 

H16.10 台風 23 号 

S62.10 台風 19 号（10

年確率・実績降雨引伸） 

本川ハイドロ

(現況河道) 

東池：TP+1.57m（宅地最低標

高(野藤商店)＋30 ㎝） 

西池：TP+2.55m（道路最低標
高） 

下善田：TP+1.86m（道路最低

標高） 

東池：0.8m3/s 

西池・下善田：不要 

H19 

青谷地区内水排水対策実

施設計業務（駅南左岸） 

※排水機場設計 

H21 ⻘谷地区内水解析業務 
⻘谷駅前地区 
（駅北） 

H16.10 台風 23 号（10

年確率・実績降雨引伸) 

本川ハイドロ

(現況河道) 

駅前：TP+1.23m(床下浸水(宅

地最低標高+0.16m)) 

0.4m3/s 

(0.13m3/s 追加) 

H27 
福井田川護岸整備に伴う

測量設計調査業務 

福井田川流域 

 

日置川右岸用排

水路流域(日置

川右岸～福井田

川の間) 

H11.9 台風 16 号(10 年

確率程度・実績降雨) 

 

10 年確率(中央集中型) 

本川ハイドロ

(現況河道) 

福井田川流域(多池モデル）：

湛水を許容しない 

 

日置川右岸用排水路流域：ピ

ークポンプのため設定せず 

3 号樋門：0.2m3/s 

(4m3/min×3 基) 

4 号樋門：0.2m3/s 

(4m3/min×3 基) 

導水路流末： 

0.28 m3/s(無湛水・

ピーク流量) 

H28 

⻘谷地区（東町）内水対策
に伴う測量設計業務 

※排水施設設計 

R2 
⻘谷地区内水浸水対策検
討業務 

福井田川流域 

日置川右岸 

10 年確率 

（中央集中型） 

本川ハイドロ

(現況河道) 

宅地：湛水を許容しない 

日置川右岸：TP+1.290m 

農地：30 ㎝（24 時間以内なら

30 ㎝以上も許容） 

44m3/min 

R3 
⻘谷地区ほか2地区 内水
浸水想定区域図作成業務 

⻘谷駅南地区
（東池） 

⻘谷駅前地区
（駅北） 

日置川右岸（赤

尾谷） 

既往最大：R3.7 豪雨 

想定最大規模： 

130mm/h(R3.7 型) 

本川実績水位 
設定なし 

（浸水想定図作成のため） 
現況 
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(3) 内水対策の考え方 

内水被害を抜本解消する河道水位は、内水地区の許容湛水位が目安となり、以下のとおり

である。 

・駅南地区 
東池：TP+1.57m（宅地最低標高(野藤商店)＋30㎝） 
西池：TP+2.55m（道路最低標高）※ 
下善田：TP+1.86m（道路最低標高）※ 

・駅前地区：TP+1.23m(床下浸水(宅地最低標高+0.16m)) 
・日置川右岸：TP+1.29m 

※現状で排水ポンプ必要なしとされており、河道水位低減目標の対象としない 

 

当面、想定される河道条件である現況河道を対象とした日置川不等流計算の水面形と比較

して図 5.2.5に示す。 

いずれの水位も各規模計算水位及び HWL より低く、河川側外水位の多少の水位低下では

内水被害の抜本解消は困難と考えられる。また将来的に外水位を HWL 以下としても内水状

態は解消されない。 

ただし、外水位の外水位の低下により内水氾濫が軽減される可能性はあり、精査のために

は内水解析が必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.5 計算水位縦断図 日置川現況 ※河口現況：洪水後断面 

出典：令和 3年度 勝部川河口対策検討業務委託 令和 4年 1月  
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(1/50)

(1/30)

(1/20)
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(1/5)

(1/3)

青谷大橋

勝部川への合流点

東大橋

中町橋 新青谷大橋 日置川橋
赤尾谷橋

露谷川合流点 事業区間上流端ＪＲ橋梁

(km)

(T.P.m) 日置川縦断図

・堤防天端以下で 1/5 流量の流下が可能 

⇒暫定整備後に一定の治水安全度は達成 

ｹｰｽ 1【日置川】 

堤防天端：1/5 

H.W.L：1/3 未満 

(P4-5 図 4.2.4) 

許容湛水位 駅南地区(東池)：T.P.+1.57m 

許容湛水位 駅前地区：TP+1.23m 

許容湛水位 日置川右岸：TP+1.29m 
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5.3 整備目標の方策検討 

5.3.1 方針 

次章の検討よれば中導流堤と維持掘削等のみで有意な水位低下効果を得ることは困難であり、

この結果をもとにした目標設定はできない。このため整備目標を以下のように考えることとする。 

「河口部対策（砂州フラッシュを促進するための中導流堤の整備、維持的掘削等）の整備目標」

＋「河道内のうち河口部以外での対策の整備目標」 

 

「河道内のうち河口部以外での対策の整備目標」としては、基本的に河口部の洪水調節施

設等により流量低減する方法となり、以下（案）を掲げる。 

・洪水調節ダム 

・遊水地 

・放水路 

これらの施設により対処するにあたっては、勝部川の河口部対策が容易でないことを考慮

すれば段階的な整備が必要と考えられ、下記のとおり規模別の外力を検討することが必要と

考えられる。 

・暫定整備目標：1/10、1/30確率程度 

・将来整備目標（河川整備基本方針）：1/50確率 
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5.3.2 洪水調節施設等（代替案）の可能性について 

河川整備基本方針において洪水調節施設等の検討対象となった上流ダム（案）、遊水地（案）

について整理し、遊水池案の調節効果を概算するとともに、河川水位の低下効果を把握する。 

 

(1) 現行治水計画 

「勝部川水系河川整備基本方針 参考資料（案） 平成 14年 3月」に記載された内容を以

下に抜粋する。 

1) 洪水調節ダム（案）の概要 

河川整備基本方針における遊水地（案）について以下に示す。 

 

 
 

6.3 代替案の検討 

6.3.1 河道改修案 

＜河道改修案の方針＞ 

勝部川水系の全体計画は、各種施設計画がなく洪水処理計画は全て河道で分担するもの

となっており、同計画に向けて河川改修が行われてきている。 

また、勝部川は高潮の影響を受ける河川であり、下流区間においては河道幅が確保され

ている。この結果、下流区間は、河床掘削のみで対応できるため、事業費が安く済む方式

であるといえる。 

なお、河道改修案においては、全体計画河道及び環境に配慮した多自然型河道を設定す

ることが望ましい。 

 

＜河道改修案の検討＞ 

勝部川及び日置川全体計画河道において不等流計算を実施した結果、全体計画河道にお

ける計算水位（計画流量）は、全区間でＨ.Ｗ.Ｌ以下に収まる結果となった。 

勝部川の日置川合流点下流部及び日置川においては、既に築堤改修済みである区間が多

く、概ね河床掘削のみの対応で済むことから、非常に有効な手法であると考えられる。 

 

 ＜評価＞ 

下流部の高潮堤防が完成していること等を考えると、引堤及び築堤が必要となるのは上

流部区間のみに絞られ、工事費が安く押さえられるといえる。 

なお、河道改修方式の一つとして日本海への放水路が考えられるが、宅地移転等様々な

課題が残り、現実的ではないといえる。 
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6.3.2 上流ダム案 

＜上流ダム案の方針＞ 

勝部川流域は、山地部が多く、ダムによる洪水調節効果は非常に大きいと考えられる。 

また、日置川下流域は、低平地が多く、近年洪水においても内水被害が多く発生してい

るため、上流部での洪水調節は内水被害等を軽減する有効な手段であると考えられる。 

 

＜上流ダム案の検討＞ 

勝部川上流域に1ダム、日置川上流域に1ダムを配置する、上流ダム計画を想定した。 

この結果、両河川の上流域は、勾配が非常に急であり、ダム高約60mでダム計画を実施し

ても、僅かな貯水容量しか確保できない結果となった。 

これに対して、中流域にダム計画を実施した場合、ダム容量は確保されるものの、多く

の集落が、移転を余儀なくされる結果となる。 

以下には、上流域2ダムの計画を行った場合の、ダムの効果概要を示す。 

＜ダム設定条件＞ 

設置数：２ダム 

ダム諸元：     

 

 

 

 

 

＜洪水調節効果＞ 

上記地点にダムを建設した場合の、洪水調節効果を想定した。 

設定条件及び洪水調節効果 

・洪水期間全量カットを想定 

・比流量 10m3/s の計画流量を想定 

・洪水調節効果（基準地点に対してレベルカットを想定） 

勝部川上流ダム案：約 21m3/s 

日置川上流ダム案：約 28m3/s 

 

＜評価＞ 

勝部川流域に２ダムを設置することは、莫大な建設コスト、住宅移転、自然環境の破壊等

が伴うにもかかわらず、さらなる河道改修を必要とする結果となっており、現実的でない

計画であると言える。 

ダム名 勝部川上流ダム 日置川上流ダム 

集水面積 約 2.1km2 約 2.8km2 

湛水面積 約 5ha 約 5ha 

ダム高 約 60m 約 60m 

概算ダム容量 100 万 m3 100 万 m3 
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図 5.3.1 上流（洪水調節）ダム（案）の概要 

 

 

2) 遊水地（案）の概要 

河川整備基本方針における遊水地（案）について以下に示す。 
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出典：勝部川水系河川整備基本方針 参考資料（案） 平成 14年 3月 

 

 

 
 

 

 

 

 

6.3.3 遊水地案 

＜遊水地案の方針＞ 

勝部川流域に遊水地建設の可能性を評価した場合、日置川下流部右岸の田園地帯が考え

られる。 

これに対して、勝部川下流部田園地帯は、地盤高がＨＷＬ以上の地域が多く、治水容量

の確保が困難であると考えられる。 

また、日置川下流域は、低平地が多く、近年洪水においても内水被害が多く発生してい

るため、市街地上流部での洪水調節は内水被害を軽減する有効な手段であると考えられる

 

＜遊水地案の検討＞ 

日置川中流域に2遊水地を配置し（同流域における遊水地による可能最大洪水調節を想

定）、洪水調節の可能性を検討した。 

この結果、遊水地候補地点として考えられる2地点を想定したものの、容量的に大きく不

足し、下流河道の負担があまり軽減できない結果となった。 

遊水地配置後においても、前述の河道改修と同規模の改修が必要となる。 

 

遊水地設定条件 

設置数：２遊水地 

遊水地諸元： 

 

 

 

 

 

＜評価＞ 

抜本的な容量確保ができない結果となった。 

また、今回設定した遊水地内には宅地及び道路計画が含まれるため移転等が必要となる

ことや、大幅な掘削等が必要になるという問題点があげられ、相応しくないと考えられる

遊水地名 日置川ＪＲ下流 日置川ＪＲ上流 合計 

湛水面積 23.8ha 68.8ha 92.6ha 

洪水調節容量 

(湛水深 2m を想定) 
48 万 m3 138 万 m3 186 万 m3 

6.4 代替案の比較及び評価 

以上３案を比較した結果、ダム及び遊水地案は現実性が低く、かつ、治水効果の確保が

困難である結果となった。 

既往計画との整合性や事業損失の防止の観点からみて、河道改修案が最も妥当で、現実

的であると考えられる。 
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図 5.3.2 日置川遊水地（案）の候補範囲 
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(2) 洪水調節計算洪水調節施設(遊水地)の効果について 

河川整備計画の根拠として準用されている河川整備基本方針参考資料に、遊水地の洪水調

節計算の結果が記載されていないため、以下の条件で簡易の調節計算を実施する。 

 

・遊水地の範囲 

JR 下流は山陰道インターチェンジが設置され、開発が進みつつあるため、遊水地が設置

可能なのは JR上流のエリアと考えられる。 

 

図 5.3.3 日置川遊水地（案）の候補範囲 

 

・遊水地の諸元 

JR上流を対象とすることから、遊水地の施設容量は以下となる。 

表 5.3.1 対象遊水地の諸元（JR上流）  

 

 

 

遊水地名 日置川ＪＲ下流 日置川ＪＲ上流 合計 

湛水面積 23.8ha 68.8ha 92.6ha 

洪水調節容量 

(湛水深 2m を想定) 
48 万 m3 138 万 m3 186 万 m3 

越流堤(想定) 
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・遊水地の容量 

自然調節方式の越流堤を想定し、有効容量を施設容量の 8割（自然調節方式の越流堤を想 

定した有効容量）と設定する。 

有効容量：138万×0.8＝110.4万m3 

 

有効容量に見合う一定量カット量を検討し、結果を下図に示す。 

日置川の越流堤地点における調節量として 200m3/sが得られ、下流側の影響区間に反映さ

せる。洪水調節計算結果を表 5.3.2にまとめる。 

 

 

図 5.3.4 日置川洪水調節ハイドログラフ 

 

表 5.3.2 洪水調節計算結果（不等流の計算流量配分）；河川整備計画 1/50流量 

(単位；m3/s) 

 ① 

基本高水ピーク 

(調節なし) 

② 

洪水調節後 

①－② 

調節効果 

勝部川 河口 620 420 200 

勝部川 日置川合流前 360 360 0 

日置川 下流端 260 60 200 

日置川 露谷川合流前 230 30 200 

 

0

50

100

150

200

250

540 600 660 720 780 840 900 960

日置川 露谷川合流前A=21.2km2

洪水調節計算(遊水地) 1/50確率

基本高水ハイドロ

洪水調節後ハイドロ

流量

(m3/s)

(分)

洪水調節容量（JR上流）

138万×0.8＝110.4万m3

※自然調節方式の越流堤を想

定し、有効容量を8割と設定

27m3/s 

230m3/s 

調節効果 

203≒200 m3/s 
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(3) 不等流計算 

以上、設定した遊水地調節前後の流量配分をもとに、現況河道における不等流計算を実施

する。計算条件は下表に示す。 

 

表 5.3.3 不等流計算条件 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 

勝部水系 2 級河
川 

計算断面 

洪水前断面による(河口部は砂州が発達した地形) 
・勝部川 河口部(0k000～0k400)：R3.2測量 

河口部以外(0k400～)：H31.03測量（河口部以外の最新測量） 
・日置川 全区間：H31.04測量（河口部以外の最新測量） 

 

水位計算手法 ・1次元不等流モデルによる *)  
計算流量 ・河口：620m3/s 、420m3/s（2ケース）（参照：表 5.3.2）  

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：限界水深による（T.P.+0.5m より低い
場合は、朔望平均満潮位） 
＊参考までにすべて限界水深による検討結果を併記 
・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・勝部川・日置川：n=0.030（全区間） 河川整備計画で
の粗度 

*)平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」の事業評価モデルと整合 

 

計算水位縦断図を図 5.3.5、図 5.3.6に示す。勝部川（日置川合流点）において 0.8m程度、

日置川（青谷大橋）において 1m程度の水位低下がそれぞれ見られる。 

水位低下効果の検討結果について以下の課題があり、本検討は可能最大的な効果を試算し

たものと考えられる。 

 

・JR 上流側の遊水地の規模を最大とし、かなり好条件で越流堤による洪水調節が行われた想

定のものである。施設規模、洪水調節を精査した場合、調節効果が低下する可能性がある。 

・1/50確率モデルハイエトを使用したものである。実績洪水を考慮して施設諸元を精査した場

合、調節効果が低下する可能性がある。 
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図 5.3.5 不等流計算水位縦断図（勝部川）※出発水位：朔望平均満潮位を考慮 

 

 

図 5.3.6 不等流計算水位縦断図（日置川）※出発水位：朔望平均満潮位を考慮 
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6. 対策工の検討 
①中導流堤の規模・配置および維持的掘削の形状・頻度の検討 

治水効果および周辺環境（漂砂、漁業）への影響を勘案して、中導流堤の規模（長さ、幅、高

さ）・配置を検討する。また、維持的掘削の形状・頻度を検討する。 

②河道域の土砂動態の数値シミュレーション 

中導流堤の治水効果を確認するため、河道域の土砂動態の数値シミュレーションを行う。こ

の際、砂州形成（砂州フラッシュを含む）に係る土砂動態の実態を再現できる数値解析モデル

を構築して土砂動態メカニズムを分析する。数値解析モデル構築に当たっては、河口部におけ

る漂流および洪水流の拡散流下状況が把握可能なモデルとし、また、解析レベルは平面２次元

および混合粒形とすることを想定している。 

なお、対象範囲については二級河川勝部川水系河川整備計画の計画区間とし、海域における

土砂動態の数値シミュレーションついては対象外である。 

 

6.1 検討経緯 

6.1.1 当該地区の課題 

二級河川勝部川水系（勝部川・日置川）における河口部は、河床勾配が緩く土砂が堆積しやす

い状況となっており、流下能力やプレジャーボート・漁船等の水面利用にも支障をきたす場合が

あることから、河口部への土砂堆積（河口閉塞、河道内砂州の形成、航路埋没等）や洪水時の河

川水位の上昇および流下能力の低下が問題となっている。加えて、周辺海岸においては、砂浜侵

食等が問題となっているため、河口部に堆積した土砂の維持浚渫（井手ヶ浜へのサンドリサイク

ルに活用）が定期的に実施されている。 

勝部川・日置川の氾濫域（特に下流部の青谷町低地）には国道・JR、家屋・商業施設等の資産

が集中しており、河川改修の契機となった S62.10 洪水や近年の H16.10 洪水等において、堤防

越水や床上浸水等の甚大な被害が発生している。これらの度重なる洪水被害への対策として、河

川整備基本方針(H18)および河川整備計画(H21)が策定されている（計画規模 1/50）。これまで、

これらの 計画に沿った段階的な整備が進められており、現在では、R10完了予定の暫定改修（日

置川の築堤等、1/5規模）が 行われている。今後、暫定改修後の次期河川整備を進めていく必要

がある。 

一方、H30.9、R3.7の豪雨では内水被害が発生しており、浸水被害対策に関する地元要望が高

まっている状況にある。要望では、今後の治水安全度を向上させる河川改修に加えて、堆積土砂

や中州の撤去といった現状の浸水被害を軽減させる対策の実施が求められており、抜本的な対策

等を検討していく必要がある。 
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6.1.2 これまでの検討状況 

6.1.1 で示した課題に対して、既往検討「R3年度 勝部川河口対策検討業務委託 報告書」に

おいて、現況の整理（図 6.1.1参照）及び定性的な対策案の抽出（図 6.1.2参照）が実施されて

いる。この中では、現在の課題に対して、以下に示すような対策方針が挙げられている。 

 

  ①海域からの土砂流入を阻害（遮蔽）することを目的とした対策（離岸堤など） 

  ②洪水時にフラッシュを促進させ、河積の確保を目的とした対策（中導流堤の延伸など） 

  ③基本方針・整備計画で想定されている 1/50計画断面を実現させるための掘削 

 

また、これら 3種類の対策方針に該当する工法について、総合的観点（治水機能・海岸保全機

能・環境・利用等）に基づいて、定性的な評価が実施されている（図 6.1.2参照）。この中で、有

効であると考えられた対策は以下であった。 

・砂州の人口開削（河道断面の確保） → 対策方針③ 
・導流堤 → 対策方針①② 
・突堤 → 対策方針② 
・離岸堤 → 対策方針① 
・人工リーフ → 対策方針① 
・土砂ポケット → 対策方針② 

 

なお、既往検討には、課題として、今後は定量的な評価による対策の絞り込みが必要と記載さ

れている。よって、本検討では、主に上記の②である“フラッシュを促進させる対策”について、

計算モデル等を用いて、定量的な評価を実施する。 
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図 6.1.1 当該地域の特徴（出典：R3年度勝部川河口対策検討業務委託 報告書）  
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図 6.1.2(1) 勝部川河口部における河口処理工法の抽出（出典：R3年度勝部川河口対策検討業務委託 報告書）  
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図 6.1.2(2) 勝部川河口部における河口処理工法の抽出（出典：R3年度勝部川河口対策検討業務委託 報告書） 
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6.1.3 本検討の目的 

本検討では、6.1.2 で示した既往検討（R3年度勝部川河口対策検討業務）で挙げられた対策

（案）の内、河川内で実施可能な対策（導流堤及び砂州の維持掘削）について、フラッシュの促

進による水位低減効果を検証し、対策効果及び影響を把握する。そして、これらの抜本的対策が、

当該地域で適応可能であるかを定量的に評価することを目的とする。 

なお、以下の観点から効果・影響を把握することとする。 

効果：①土砂流出量の増加による基本方針、整備計画で想定されている 1/50計画断面の確保 

   ②フラッシュの促進による水位低減効果 

影響：①構造物を設置したことによる周辺への影響 

   ②フラッシュを促進させたことによる周辺への影響 

 

 

図 6.1.3 対策のイメージ（特記仕様書より）  
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6.2 土砂動態シミュレーションモデルの構築 

現状の現地特性の再現に加え、対策実施時の流況・土砂動態を適切に評価可能な解析手法を選

択するとともに、目的に応じた解析条件を設定する。また、土砂動態を適切に反映するには、流

量規模や、河口砂州の発達状況に応じた砂州フラッシュ、それに伴う河川水位の低下や海域への

土砂流出を再現するモデルが必要となることから、再現検証を実施しシミュレーション結果の妥

当性を評価する。 

 

6.2.1 解析手法の設定 

導流堤等の複雑な地形を表現することに加え、対策による中導流堤左右岸の掃流力や河床高の

平面的な変化を評価するため、河川砂防技術基準 同解説 調査編等（図 6.2.1）を参考に、平面

二次元河床変動モデル（混合粒径、浮遊砂・掃流砂を考慮）を採用した。 

 

  



 

6-8 

 

 

 

 

 
 

出典：河川砂防技術基準 同解説 調査編 

図 6.2.1(1) 計算法の選定 

  



 

6-9 

 

 

 

 

出典：河川砂防技術基準 同解説 調査編 

図 6.2.1(2) 河床変動解析の基本フレーム 
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(1) モデルの概要 

平面二次元河床変動計算モデルは、平面的な流れ（流速と水位）の計算と平面的な河床高

の計算を組み合わせたモデルである。図 6.2.2 に示すように与条件として与えた河床高と流

量をもとに平面的な流れの計算を行った上で、その水理量から掃流力および流砂量を算定す

る。次に平面的な河床高の変化量を求め、算定した河床高を用いて次の流れの計算を行い順

次計算を繰り返す方法である。図 6.2.3に平面二次元河床変動計算の流れを示す。 

 

 

 
 

 

 

図 6.2.2 平面二次元河床変動のイメージ 

  

（地形条件） 
・ 平面形状のメッシュ分割 
・ メッシュ毎の初期河床高 

（流況計算） 
・ 流量と水位のハイドログラフ（境界条件） 
・ 粗度係数 

（河床変動） 
・ 河床材料の初期粒度分布データ 
・ 供給土砂データ 

計算入力条件 

・ 時々刻々のメッシュ毎の水位 
・ 時々刻々のメッシュ毎の流速ベクトル 
・ 時々刻々のメッシュ毎の河床高 

計算出力結果 
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図 6.2.3 平面二次元河床変動計算の流れ 

  



 

6-12 

(2) 流れの解析手法 

1) 基礎式 

流れの基礎式は、平面二次元流れの連続式と運動方程式である。まず、デカルト座標系

で表示すれば、以下のようである。 

 

【連続式】 
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
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
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【運動方程式】 
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


 ················ （3.3） 
ここに、 t：時間、 x , y：空間座標、u , v： x , y方向の水深平均流速、𝑀,𝑁：𝑥, y方向の

流量フラックス、𝑔：重力加速度、ℎ：水深、𝜌：水の密度、𝑧௦：基準面からの水位、（𝜏௕௫,𝜏௕௬）：

𝑥 -𝑦座標系の底面せん断応力の成分、െ𝑢′ଶ,െ𝑢′𝑣 ′,െ𝑣 ′ଶ：𝑥 -𝑦座標系の水深平均レイノルズ

応力である。なお、水深平均レイノルズ応力は次式で算出する。 

k
x

u
Du h 3

2
22 











 ···································································· （3.4a） 

















x

v

y

u
Dvu h

 ····································································· （3.4b） 

k
y

v
Dv h 3

2
22 












 ···································································· （3.4c） 

*huD h   ····················································································· （3.5） 
ここに、 hD ：渦動粘性係数、 k：水深平均乱れエネルギー、 ：定数、 *u ：摩擦速度

（  /* u ）、 ：底面せん断応力である。また、水深平均乱れエネルギーは、以下に

示す Nezu and Nakagawaによる鉛直方向（ z方向）の kの分布に関する実験式 









h

z

u

k
2exp78.4

2
*  ····································································· （3.6） 

を水深積分して得られる次式を用いて算出する。 
2

*07.2 uk   ···················································································· （3.7） 

また、底面せん断応力は、ここでは、次式のようにManning則より算出している。 

3/1

222

3/1

222

,
h

vuvgn

h

vuugn
bybx








 ······································ （3.8） 

ここに、 n：Manningの粗度係数である。 
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次に、式（3.1）、（3.2）、（3.3）をデカルト座標系（ x , y）から一般座標系（ ,）に 















































yyyxxx
,

 ········································ （3.9） 

等を用いて変形し、一般座標系表示すれば以下のようになる。 

【連続式】 

0
































J

Vh

J

Uh

J

h

t   ······················································ （3.10） 

【運動方程式】 

      )(22 hvu
J

hu
J

hvu
J

hu
J

J

z

J

z

J
gh

J

VM

J

UM

J

M

t

yxyx

bxsxsx


























































































 ········ （3.11） 

       hv
J

hvu
J

hv
J

hvu
J

J

z

J

z

J
gh

J

VN

J

UN

J

N

t

yxyx

bysysy

22 
























































































 ········· （3.12） 

ここに、（𝜉௫,𝜂௫,𝜉௬,𝜂௬）：変換のメトリックス、 J：座標変換のヤコビアン、（𝑢,𝑣）：流速

ベクトルの反変成分であり、ヤコビアン、流速ベクトルの反変成分は以下のように定義さ

れる。 

  yxyxJ  /1
 ········································································· （3.13） 

vuVvuU yxyx   ,
 ···························································· （3.14） 

なお、これらの式において、下付きの添え字の𝜉,𝜂,𝑥,𝑦は偏微分を表している（例えば、

𝜉௫は𝜕𝜉/𝜕𝑥）。また、（𝜉௫,𝜂௫,𝜉௬,𝜂௬）は、（𝑥క,𝑥ఎ,𝑦క,𝑦ఎ）と次式の関係がある。 

  JxJxJyJy yyxx  ,,,
 ··········································· （3.15） 
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【注】（3.8)式について、以下の修正を行っている。 

 
223

1

222

22
bb

b

bb

b
bbx

vu

u

h

vugn

vu

u











 

 
223

1

222

22
bb

b

bb

b
bby

vu

v

h

vugn

vu

v











 

 

ここに、𝑢௕と𝑣௕は𝑥方向と𝑦方向の河床近傍流速であり、水深平均流の流線の曲率より以

下のように求める。 

sbssbsb vuu  sincos   
sbssbsb vuv  cossin   

*5.8 uubs   

bsbs u
r

h
Nv *

 

ここに、𝛼௦ ൌ 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛ሺ 𝑣/𝑢ሻであり、𝑁∗は 7.0である。 
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2) 解析手法 

本手法では、離散化手法として有限体積法、変数配置はスタッガード・スキームを用い

ている。このような場合には、流速ベクトルおよび流量フラックスベクトルの反変成分を

未知量として解く方法が解析法に適合する。そこで、運動方程式に関しては、スタッガー

ド・スキームの有限体積法に適合するように、式（3.11）、（3.12）をさらに変形し、以下

のように未知量を反変成分で表示する（なお、式（3.16）＝式（3.11）×𝜉௫＋式（3.12）×𝜉௬、

式（3.17）＝式（3.11）×𝜂௫＋式（3.12）×𝜂௬）。 

 

   
       hvu

J
hvu

J
hv

J
hv

J

hu
J

hu
JJ

z

J

z

J
gh

Vu
J

N
VU

J

M

J

VQ

J

UQ

J

Q

t

yxxyyxyyy

xxxbsyyxxsyx

yyxx

























































































































































222
2

22
222

 ··· （3.16） 

   
       hvu

J
hvu

J
hv

J
hv

J

hu
J

hu
JJ

zz

J
gh

VU
J

N
VU

J

M

J

VQ

J

UQ

J

Q

t

yxxyyxyyy

xxxbsyxsyyxx

yyxx
































































































































































22
2

2

2
2

2
22

 ··· （3.17） 

ここに、（𝑄క,𝑄ఎ）：流量フラックスの反変成分、（𝜏௕క,𝜏௕ఎ）：底面せん断応力の反変成分

であり、以下のように定義される。 

NMQNMQ yxyx    ,
 ·················································· （3.18） 

byybxxbbuybxxb    ,
 ··············································· （3.19） 

 

(3) 河床変動計算の基礎式と解析手法 

1) 流砂の連続式 

直角座標系で表示された流砂の連続式は以下のとおりである。 

  0
1

1
0 
























 BiBeii
ByiBxi

i

b CCw
y

q

x

q

t

z


 ······························· （3.20） 

ここに、𝑧௕：河床高、𝜆：河床材料の空隙率、（𝑞஻௫,𝑞஻௬）： x - y座標系の単位幅流砂量の
成分、𝐶஻௘：基準面濃度、𝐶஻：河床付近の浮遊砂濃度、𝑤଴：土粒子の沈降濃度、添字𝑖：粒
径区分番号である。これを、一般座標系で表示すれば、以下のようになる。 

  0
1

1

1
0 





























































  BiBeii

iBiB

i

b CCw
JJ

q

J

q

J

z

t




 ··················· （3.21） 
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ここに、（𝑞஻క,𝑞஻ఎ）：流砂量の反変成分であり、𝑥 -𝑦座標系の流砂量（𝑞஻௫,𝑞஻௬）および

主流方向（𝑠方向）、横断方向（𝑛方向）の流砂量（𝑞஻௦,𝑞஻௡）との関係は次式で表される。 

 sincos BnBsBx qqq   ······································································ （3.22a） 
 cossin BnBsBy qqq   ······································································ （3.22b） 

ByyBxxB qqq    ············································································· （3.22c） 

yByxBxB qq  
 ············································································ （3.22d） 

ここに、𝛾は流線と𝑥軸のなす角度である。 

 

2) 流砂量式 

【掃流砂】 

主流方向（𝑠方向）と横断方向（𝑛方向）の掃流砂量は、それぞれ芦田・道上式と長谷川

式を用いる。 

芦田・道上式：
  
































*

*
2/33

3
*3 11117

u

u

sgd

u
gdFq cici

i

e
iiBSi 





 ···· （3.23） 

長谷川式：















n

Z

u

u
qq b

ks

ci

sb

nb
BsiBni

*

*




 ············································ （3.24） 

ここに、𝐹௜：粒径区分𝑖の含有率、𝜌௦：砂礫の密度、𝜌：水の密度、𝜏∗：無次元掃流力、

𝜏∗௖௜：無次元限界掃流力、𝑢∗௖௜：限界摩擦速度、𝑢∗௘：有効摩擦速度、𝜎：河床材料の密度、

𝑑：河床材料の粒径、（𝑢௦௕,𝑢௡௕）：河床における流速の（𝑠,𝑛）成分、𝜇௦,𝜇௞：河床材料の静止

および動摩擦係数、添字𝑖：粒径区分番号である。上式の無次元掃流力、有効摩擦速度、流

速は各々次式で表される。 

gd

u












1

2
*

*






,

2
31

2
2

*
u

h

gn
u 

 ····························································· （3.25a） 

  i

e

d

h
vu

u

*
10

22

*

21
log75.50.6







 ····························································· （3.25b） 

*
nb

sb

u h
N

u r
 

 ··················································································· （3.25c） 

ここに、𝜌：水の密度、𝑔：重力加速度、𝑛：粗度係数、ℎ：水深、𝑢：平面二次元計算に

よる主流方向の流速、𝑟：流線の曲率半径、𝑁∗：係数（=7.0）、𝛽：検証計算で用いる補正

係数である。 

また、無次元限界掃流力𝜏∗௖௜は以下に示す岩垣式及び Egiazaroff式（芦田・道上による

修正式）を用いて算定する。 
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〈一様粒径：岩垣公式〉 

*0.671 R≦  ; 05.0* c  

671.07.162 *≦≦R  ;  
11/3

*00849.0 R  

7.1622.54 *≦≦R  ;   034.0      ·············································· （3.26a) 

2.5414.2 *≦≦R  ;   
16/7

*195.0  R  

14.2*≦R  ;   14.0  

d≦3030.0  ; du
c

9.802*
  

3030.01180.0 ≦≦ d  ;   
22/316.134 d  

1180.00565.0 ≦≦ d  ;   d0.55      ·············································· （3.26b) 

0565.00065.0 ≦≦ d  ;   
32/1141.8 d  

0065.0≦d  ;   d226  

なお上式の使用単位は cm-s である。ここで、   vgdR /1/ 3
*  

であり、とくに

65.2/  , scmv /01.0 2 ,
2/980 scmg 
の場合は、式（3.26b）のようになる。 

〈混合粒径：Egiazaroff式(芦田・道上による修正式)〉 

   

 



























0.4/85.0

0.4/
/19log

19log

*

*

≦

≧

mi
i

m

mi
mi

m

ci

dd
d

d

dd
dd




 ···················································· （3.27） 

ここに、 id
：第 iクラスの砂の粒径、 ci* ：第 iクラスの砂の粒径別無次元限界掃流力、 

m* ：平均粒径の砂の粒径別無次元限界掃流力である。 

 

  

限界摩擦速度の算定式 
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【浮遊砂】 

浮遊砂については、まず水深積分した浮遊砂の連続式を一般座標系で表示したものを用

いる。 

 

 




























































































iyyxxiyyyxxx

iyyyxxxyyxx
BiBeii

ii
i

C

J

DDC

J

DD
h

C

J

DDC

J

DD
hCCw

J

Q
J

C
Q

J

C
hC

tJ

22

22

0

1

1

 ··· （3.28） 

ここに、𝐶：水深平均した浮遊砂濃度、𝑤଴：土粒子の沈降速度、𝐶஻௘：基準面濃度、𝐶஻：

河床近傍の浮遊砂濃度、𝐷௫,𝐷௬：それぞれ𝑥,𝑦方向の分散係数添字𝑖：粒径区分番号で、摩擦

速度𝑢∗より次式で算出する。 

*93.5 huDD yx   ·············································································· （3.29） 

式（3.28）における𝐶஻は、浮遊砂の鉛直分布を指数分布と仮定して次式で求める。 
 



















*

0

*

0

6
exp1

6

u

w

C
u

w

C

D

i

i
D

i

Bi





 ································································· （3.30） 

ここに、𝛾஽：浮遊砂の水深方向の拡散係数と水深平均の渦動粘性係数との比で、ここで

は 1.0を用いる。土粒子の沈降速度は、以下に示す Rubeyの式で求める。 

   
  i

ii
i gd

gd

v

gd

v
w 1

1

36

1

36

3

2
3

2

3

2

0 

















 


 ··························· （3.31） 

ここに、𝑣：水の動粘性係数である。底面付近の基準面濃度の評価には Lane-Kalinske

のモデルを用いる。 

iBe F
u

w

w

u
C

61.1

*

0

0

* exp
2

1
55.5



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
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












 ·················································· （3.32） 

ここに、𝐹௜：粒径区分 iの含有率である。 
 

3) 河床材料の粒度分布 

河床材料の粒度分布は下記に示す平野による交換層の概念を発展させた芦田・道上・劉

による方法を用いる。 
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11

1

1
00 
































































ii
b

BiBeii
BiBii FaaF

J

Z

tE
CCw

JJ

q

J

q

Et

F



 

 ······································································································· （3.33） 

ここに、𝐹௜：粒径区分𝑖の含有率，𝐸：交換層厚，𝐹଴௜：交換層の下層の粒度区分 iの含有

率、𝑎は係数(河床低下の時𝑎＝0、河床上昇の時𝑎＝1)である。  
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6.2.2 シミュレーション条件の設定 

検討対象の対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）毎の効果や周辺への影響を適切

に評価するため、シミュレーションにおける条件設定上の課題の整理を行い、それぞれの対応方

針を設定した（表 6.2.1参照）。河川砂防技術基準 同解説 調査編等を参考に、対応方針に基づ

く各種条件を設定する。 

 

表 6.2.1シミュレーションにおける条件設定上の課題と対応方針 

条件 課題 対応方針 

解析範囲 
（下流側） 

 
※上流側は河川整 
 備計画区間まで 

・沖側の境界外延位置が河口に近すぎる

と、流量の影響により実際より河口部水

位が高くなる（土砂動態に影響を及ぼす) 
 
・海域への土砂流出による周辺への影響を

評価する必要がある 

・流量の影響を受けないこと及び海域への

土砂の拡散・堆積範囲を把握する観点か

ら、解析範囲を十分沖合まで設定（再現

検証や海域の堆積状況整理等から確認

し調整） 
 

メッシュサイズ ・導流堤を適切に表現する必要がある 
・既存導流堤の幅（5m 程度）を表現でき
るよう設定 

河床材料 

・河川域は既往調査が実施されておらず不

明 
 
・表面だけではなくその下層（30cm程度）
も必要 

 
・河口部だけではなく範囲全体の把握が必

要 

・河床材料調査を実施（6地点） 
 
・表層と下層を調査（水中部では潜水しコ

ア採取） 
 
・河道特性を考慮し下流～上流まで調査地

点を配置 
 

外力条件 
（上流端：流量、 
  下流端：潮位） 

・対策工毎に目的や要件が異なる 
（中導流堤：平常時、砂州掘削：洪水時） 
 

・潮位により対策効果が異なる場合がある

（潮位が低い方が砂州フラッシュ効果

が高い等） 

・対策工別に効果検討の流量条件を設定

（中導流堤：平水流量～小規模洪水、砂

州掘削：計画流量等） 
・複数の潮位条件(朔望平均満潮位・干潮位
等)による感度分析を実施 

上流からの 
土砂供給条件 

・既往検討等が実施されておらず不明 
 

・上流端で発生する流量に応じた掃流力を

基に設定（再現検証で確認し調整） 
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(1) 解析範囲 

解析範囲は、上流端を、勝部川 2.0k、日置川 1.4kまでとし、下流端を流量の影響を受けな

い沖側 2.0kmまでに設定した。また、土砂の拡散・堆積範囲を把握する観点から海側を東西

に 1200m程度の範囲で設定した。 

 

 

図 6.2.4 解析範囲  
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(2) メッシュ作成 

本検討では中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削等の対策工の効果や周囲への影響を適

切に評価する必要がある。矢板等を設置する場合を考慮し、最小格子幅を導流堤幅の 1/2 程

度である 2.5mで設定した。また、流量の影響を受けないこと及び海域への土砂の拡散・堆積

範囲を把握する観点から、解析範囲を十分沖合まで設定した。図 6.2.5、図 6.2.6に作成した

メッシュの詳細を示す。 

 

 

図 6.2.5 計算メッシュ全体図  

・海域 
0.0k~沖側 2.0km 
縦 23×横 14メッシュで設定 

・日置川 
0.0k（合流部）～1.5k 
縦 33×横 3メッシュで設定 

・勝部川上流 
合流部～2.0k 
縦 33×横 8メッシュで設定 

・勝部川河口 
0.0k～1.5k 
縦 25×横 14メッシュで設定 
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図 6.2.6 計算メッシュ拡大図（勝部川 0.0k~0.6k） 

  

矢板による対策工を再現するため、 
上流 0.4kまで設定幅 2.5mの 
メッシュを設定 

導流堤の実際の幅を考慮し、 
幅 5m×長さ 200mが再現可能な 
メッシュを設定 
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(3) 粗度係数 

粗度係数は、河川整備計画策定時の一次元不等流計算に用いられた条件と整合するよう、

図 6.2.7に示す既往の粗度係数（河道：0.03）を設定した。 

海域は、津波計算等にも用いられる粗度係数（海域：0.025）を設定した。 

 

 

 

出典：H17年 勝部川水系河川整備計画策定業務委託 

図 6.2.7 粗度係数設定根拠資料 
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(4) 河床材料 

本検討で使用するモデルは、本業務で実施した底質調査結果（令和 5年 4月）を用いて、

以下の様に設定した（図 6.2.8、図 6.2.9参照）。 

 

区間①（勝部川上流）：勝部川上流部に位置し、地点①及び②下層の平均値を採用 

区間②（日置川上流）：日置川上流部に位置する地点⑦表層を採用 

区間③（河口部） ：勝部川河口部周辺に位置する地点④表層、⑤、⑥、⑧表層

の平均値を採用 

 

表 6.2.2 各粒度設定区間における粒径区分 

区間 内容 粒径区分 

区間① 勝部川上流 地点①及び②下層の平均値 

19分割 
(0.011mm~106mm) 

区間② 日置川上流 地点⑦表層 

区間③ 勝部川河口 
地点④表層、⑤、⑥、⑧ 
表層の平均値 

 

 

 

図 6.2.8 調査地点と設定区間 

  

⑦ 
① 

② 

③ 

⑧ 

④ 

⑤ 

⑥ 
区間③ 

区間② 
区間① 
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また、設定したそれぞれの区間の粒度分布を表 6.2.3、図 6.2.9に示す。 

 

表 6.2.3 各粒度設定区間における粒径区分 

資料区分 
粒径区分 
（mm） 

区間① 
勝部川上流（%） 

区間② 
日置川上流（%） 

区間③ 
勝部川河口（%） 

粗石 106-75.0 10.5 0.0 0.0 

粗礫 

75.0-53.0 16.8 0.0 0.0 

53.0-37.5 11.4 0.0 0.0 

37.5-26.5 13.0 0.0 0.0 

26.5-19.0 10.6 0.0 0.0 

中礫 
19.0-9.5 14.1 0.4 0.3 

9.5-4.8 7.7 3.1 0.3 
細礫 4.8-2.0 6.1 23.6 2.2 
粗砂 2.0-0.850 5.3 33.2 8.8 

中砂 
0.850-0.425 2.6 18.7 28.2 

0.425-0.250 0.9 11.2 43.0 
細砂 0.250-0.106 0.4 6.2 15.9 

シルト・粘土 

0.106-0.075 0.1 1.9 0.9 

0.075-0.054 0.1 0.6 0.3 

0.054-0.038 0.1 0.5 0.2 

0.038-0.025 0.1 0.6 0.0 

0.025-0.014 0.1 0.0 0.0 

0.014-0.010 0.1 0.0 0.0 

0.010- 0.3 0.0 0.0 

 

 

図 6.2.9 設定区間ごとの粒径加積曲線  
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(5) 外力条件 

外力条件を設定するための水位観測所（青谷、日置）及び検潮所をそれぞれ図 6.2.10、図 

6.2.11 に示す。水位観測所についてはどちらも感潮区間に該当するため、潮位の影響を受け

ていることに留意する。 

また、計算に使用する流量については、既往資料（H28勝部川外洪水浸水想定区域図検討

業務委託 ※表 6.2.4参照）で用いられた HQ式を使用し、観測所の水位データより求めた。 

 

 

図 6.2.10 水位観測所位置図（青谷、日置水位観測所）  

青谷 

日置 
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図 6.2.11 検潮所位置図（田後検潮所） 

  

田後 

鳥取砂丘 

空港 
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表 6.2.4(1) H-Q式（勝部川） 

 
□ ：採用した青谷のH-Q式 

出典」：H28年勝部川外洪水浸水想定区域図検討業務委託 
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表 6.2.4(2) H-Q式（日置川） 

 
□ ：採用した日置のH-Q式 
出典：H28年勝部川外洪水浸水想定区域図検討業務委託  
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6.2.3 再現検証（シミュレーション結果の妥当性の評価） 

(1) 砂州フラッシュの分析 

「3.2 砂州フラッシュが発生する条件の確認」で実施した、実績データ（既往検討成果、

水位・測量データ）に基づく洪水と砂州フラッシュの発生状況の分析に加えて、砂州フラッ

シュ時の河川水位の変化状況及び海域における堆積状況等を整理する。 

 

1) 主要洪水の整理 

勝部川の水位観測データは H5(1993)から存在するが、保管されているデータが部分的

であり H15 以前は洪水期間のものが残っていなかったことから H16 年以降を対象とす

る。 

主要洪水の抽出については、H16.9洪水の最高水位が日置観測所で 2.58 mであること

を勘案し、避難判断水位（日置 2.60 m）の 1段階下であるはん濫注意水位を上回るもの

を抽出対象とした。 

・データ期間 ：洪水時のデータが存在するH16(2004)年以降 
・抽出基準 ：はん濫注意水位 
青谷観測所 ：1.9m(T.P.+1.06m) 
日置観測所 ：2.4m(T.P.+1.46m) 

以上の抽出基準を上回る洪水を抽出した結果を、下記リストに示す。 

表 6.2.5 勝部川水系 主要洪水 ピーク水位リスト 

 

勝部川 青谷 観測所 日置川 日置 観測所 河口 順位

発生年 ① ② ①－② ① ② ①－② ピーク
 生起日時 観測ピーク水位 潮位(田後) 上昇量 生起日時 観測ピーク水位 潮位(田後) 上昇量 流量 (日置)
 (m) (T.P.m) (T.P.m) (m) (m) (T.P.m) (T.P.m) (m) (m/s)

H16 (2004) 9/29 19:00 2.48 1.64 0.311 1.329 9/29 19:00 2.58 1.64 0.311 1.329 161.5 第3位

H17 (2005) 9/4 18:00 2.38 1.54 0.219 1.321 9/4 18:00 2.09 1.15 0.219 0.931 119.0

H23 (2011) 9/3 1:00 2.68 1.84 0.537 1.303 9/3 1:00 2.19 1.25 0.537 0.713 151.9

9/22 0:00 2.30 1.46 0.351 1.109 9/22 1:00 1.89 0.95 0.347 0.603 101.7

H25 (2013) 8/1 9:00 1.91 1.07 0.726 0.344 8/1 9:00 2.06 1.12 0.726 0.394 83.1

9/4 10:00 1.96 1.12 0.439 0.681 9/4 10:00 2.04 1.10 0.439 0.661 85.2

H26 (2014) 8/10 11:00 2.00 1.16 0.391 0.769 8/10 11:00 1.94 1.00 0.391 0.609 82.3

10/13 21:00 2.27 1.43 0.302 1.128 10/13 21:00 2.21 1.27 0.302 0.968 117.5

H27 (2015) 11/27 14:00 1.94 1.10 0.569 0.531 11/27 16:00 1.94 1.00 0.000 1.000 78.4

H28 (2016) 8/30 12:00 1.91 1.07 0.860 0.210 8/30 12:00 1.99 1.05 0.860 0.190 79.2

9/8 8:00 1.99 1.15 0.669 0.481 9/8 8:00 2.01 1.07 0.669 0.401 85.4

H29 (2017) 8/8 0:00 2.25 1.41 0.499 0.911 8/7 23:00 2.15 1.21 0.456 0.754 112.2

9/17 23:00 2.60 1.76 0.414 1.346 9/17 22:00 2.56 1.62 0.447 1.173 169.7 第4位

10/23 2:00 2.08 1.24 0.505 0.735 10/23 2:00 2.16 1.22 0.505 0.715 100.3

H30 (2018) 7/5 18:00 2.02 1.18 0.582 0.598 7/5 18:00 2.01 1.07 0.582 0.488 87.4

7/7 11:00 2.10 1.26 0.296 0.964 7/7 11:00 1.99 1.05 0.296 0.754 91.9

9/10 9:00 2.15 1.31 0.332 0.978 9/10 9:00 1.98 1.04 0.332 0.708 94.9

9/30 20:20 3.53 2.69 0.479 2.211 9/30 20:40 2.97 2.03 0.460 1.570 298.4 第1位

H31 (2019) 10/4 6:00 1.99 1.15 0.885 0.265 10/4 6:00 2.00 1.06 0.885 0.175 84.9

R2 (2020) 1/8 16:00 1.94 1.10 0.729 0.371 1/8 16:00 2.03 1.09 0.729 0.361 83.3

9/4 2:00 1.97 1.13 0.929 0.201 9/4 2:00 1.98 1.04 0.929 0.111 82.5

12/31 0:00 2.02 1.18 0.650 0.530 12/31 0:00 2.03 1.09 0.650 0.440 88.6

R3 (2021) 7/7 13:40 3.13 2.29 0.583 1.707 7/7 13:50 2.69 1.75 0.583 1.167 231.8 第2位

8/10 12:00 2.10 1.26 0.808 0.452 8/10 12:00 2.15 1.21 0.808 0.402 101.1

12/17 22:00 1.92 1.08 0.626 0.454 12/17 21:00 1.97 1.03 0.591 0.439 78.8

R4 (2022) 8/16 18:00 1.92 1.08 0.913 0.167 8/16 18:00 1.91 0.97 0.913 0.057 75.6

9/7 2:00 1.92 1.08 0.861 0.219 9/7 2:00 1.97 1.03 0.861 0.169 78.8

9/20 1:00 2.05 1.21 0.547 0.663 9/20 1:00 2.14 1.20 0.547 0.653 97.0
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2) 検証期間（案）の砂州フラッシュ状況の分析 

河口部の定期横断測量が始まった平成 23年 3月以降を砂州フラッシュの検証期間とした。 

この期間中のピーク水位、測量時期、砂州掘削時期を整理し、下図に示す。流量規模の大きい主

要 3洪水と測量時期との関係から、検証期間として下記 3案を抽出した。 

 

 

 
 

図 6.2.12 近年の主要洪水と砂州掘削・測量時期との関係（検証期間案の想定） 

 

 

これら検証期間 3案の砂州フラッシュの特性について、時刻水位、流量、河道測量断面、

定点写真（国道 9号橋）を整理し、図 6.2.13に示す。 
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図 6.2.13(1) 初期断面・検証断面の候補（検証期間①案：H29.9洪水） 
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・期間中の 6月に砂州掘削している。 

・砂州の上流側のみお筋付近の断面が僅かに拡大したのみで、洪水前後の断面変化がほとんどない。 

・砂州フラッシュは発生していないと考えられる。 
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図 6.2.13(2) 初期断面・検証断面の候補（検証期間②案：H30.9洪水） 
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図 6.2.13(3) 初期断面・検証断面の候補（検証期間③案：R3.7洪水） 

0.0

1.0

2.0

3.0

7/7 0:00 7/7 6:00 7/7 12:00 7/7 18:00 7/8 0:00 7/8 6:00 7/8 12:00 7/8 18:00 7/9 0:00

水
位
（
T
.P
.m
）

勝部川青谷観測水位
日置川日置観測水位

田後観測潮位

2021

0

50

100

150

200

250

300

7/7 0:00 7/7 6:00 7/7 12:00 7/7 18:00 7/8 0:00 7/8 6:00 7/8 12:00 7/8 18:00 7/9 0:00

流
量
（m
3/
s）

勝部川河口流量

勝部川青谷流量

日置川日置流量

2021

R3.3.4 撮影：測量月 

R3.2.17 撮影：測量前の波浪遡上状況 

R3.7.8 撮影：洪水直後 

R3.9.1 撮影：測量月 

（R3.7 洪水）日置実績ピーク水位：2.69m(T.P.+1.75m)；近 18 カ年第 2位、河口ピーク流量：231.8m3/s 
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・洪水後に断面が拡大していることから、洪水による砂州フラッシュの発生が認められる。 
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(2) 再現検証の対象洪水の設定 

(1) を踏まえ、砂州のフラッシュが発生した洪水と発生しなかった洪水を抽出し、再現検

証の対象洪水（2洪水程度）として設定する。 

 

1) フラッシュが発生した洪水の選定  

以下に示す条件を満たしている R3年 7月洪水（検証期間③案）をフラッシュが発生し

た可能性の高い洪水として選定した。 

・洪水前後の地形変化が大きく、規模の大きい洪水を対象 

・測量期間内の洪水回数が少ないほど、1回の洪水による地形への影響が把握しやすい。 

 

R3年 7月洪水時の計算に使用する流量・潮位条件を図 6.2.14に示す。 

 

 

図 6.2.14 流量・潮位条件 

 

 

図 6.2.15 洪水前後の地形変化（測線：0.25k）  
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入力条件として使用した水位観測所は、感潮区間であり、潮位のバックの影響を受けて

いることが考えられるため、本来入力条件として使用する水位観測所は感潮区間より上流

が望ましい。 

勝部川においては、北河原水位観測所が図 6.2.16 に示すように上流域に存在している

が、以下の理由により入力条件としなかった（図 6.2.17参照）。 

・洪水の波形が下流側の観測結果と異なっている。 

・観測値の上下の振り幅が大きく、安定していない。 

 

 

図 6.2.16 水位観測所位置 

 

図 6.2.17 R3.7月洪水時の観測水位  

・洪水の波形が下流側の観測結果と異なっている。 
・観測値の上下の振り幅が大きい。 
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2) フラッシュが発生しなかった洪水の選定 

以下に示す条件を満たしている H29年 9月洪水（検証期間①案）をフラッシュが発生

しなかった洪水として選定した。 

・洪水前後の地形変化は少ない（フラッシュが発生していない）且つ規模の大きい洪水

を対象 

 

H29年 9月洪水時の計算に使用する流量・潮位条件を図 6.2.18に示す。 

 

 

 

図 6.2.18 流量・潮位条件 

 

 

図 6.2.19 洪水前後の地形変化（測線：0.25k） 
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(3) 地盤高の作成 

河口及び海域の地盤高は定期的な測量が実施されているため、(2) で設定した洪水（R3.7

洪水及びH29.9洪水）前後の測量成果を使用した。上流側については、最新の定期横断測量

成果（H31年測量）を使用した。表 6.2.6に詳細を示す。また洪水前後の河床変動量を使用

し、検証計算を実施するため、差分図を図 6.2.22に示す。 

 

 

表 6.2.6 地盤高の作成条件 

用途及び洪水規模 
地盤高作成に使用した測量データ 

備考 
河口部 海域 上流部 

R3年 7月洪水 
規模【大】 

初期 R03年 2月 R3年 2月 

勝部川：H31年 3月 
日置川：H31年 4月 

河口部 0.0k～0.6k測量 
※図 6.2.20参照 

検証 R03年 9月 R03年 9月 河口部 0.0k～0.5k測量 

H29年 9月洪
水 

規模【中】 

初期 H29年 3月 H29年 3月 
河口部 0.0k～0.5k測量 
※図 6.2.21参照 

検証 H30年 3月 H30年 3月 河口部 0.0k～0.4k測量 
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図 6.2.20 初期地形（R3.7洪水前地形）  
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図 6.2.20 初期地形（R3.7洪水前地形）［検討箇所拡大］  

導流堤の高さは測量成果より 
距離標0.0kより下流側をT.P. +0.8m 
測量が無かったため、 
調査時の潮位を参考に 
海側を T.P. +0.3mで設定 
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図 6.2.21(1) 検証地形（R3.7洪水後地形）  
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図 6.2.21(2) 検証地形（R3.7洪水後地形）［検討箇所拡大］  

導流堤の高さは測量成果より 
距離標0.0kより下流側をT.P. +0.8m 
測量が無かったため、 
調査時の潮位を参考に 
海側を T.P. +0.3mで設定 
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図 6.2.22 差分図（R3.7洪水後地形－R3.7洪水前地形）  

●砂州部 
0～2m程度の土砂が流出 

●中導流堤の左岸側 
0.5～1m程度の土砂が堆積 

●遮蔽域になる箇所 
0～0.5m程度の土砂が堆積 

●中導流堤沖側 
0～2m程度の土砂が堆積 

内挿区間 
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図 6.2.23 初期地形（H29.9洪水前地形）  
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図 6.2.20 初期地形（H29.9洪水前地形）［検討箇所拡大］  

導流堤の高さは測量成果より 
距離標 0.0kより下流側を T.P.+0.8m 
測量が無かったため、 
調査時の潮位を参考に 
海側を T.P. +0.3mで設定 
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図 6.2.24(1) 検証地形（H29.9洪水後地形）  
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図 6.2.24 (2) 検証地形（H29.9洪水後地形）［検討箇所拡大］  

導流堤の高さは測量成果より 
距離標 0.0kより下流側をT.P.+0.8m 
測量が無かったため、 
調査時の潮位を参考に 
海側を T.P. +0.3mで設定 
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図 6.2.25 差分図（H29.9洪水後地形－H29.9洪水前地形）  

●砂州部 
0～2m程度の土砂が流出 

●中導流堤の左岸側 
0.5～1m程度の土砂が堆積 

●遮蔽域になる箇所 
0～0.5m程度の土砂が堆積 

●中導流堤沖側 
0～2m程度の土砂が堆積 

内挿区間 
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(4) 妥当性の評価 

設定した洪水を対象に、再現検証を実施し、実績データ（河川水位、河口部・海域の地盤

高等）を検証材料として、表 6.2.7 に示す視点からシミュレーション結果の妥当性を評価す

る。 

検証計算の条件は表 6.2.8の通りである。 

 

表 6.2.7 再現検証におけるシミュレーション結果の妥当性の評価の視点 

評価項目 妥当性の評価の視点 

河川水位 
・砂州フラッシュ有無（流量規模等）での河川水位の時間変化 
・砂州フラッシュ前後の河川水位の時間変化（フラッシュ前：流量に応じて河川水位が

上昇、フラッシュ後：流量ピーク前に砂州がフラッシュし河川水位が低下など） 

河床高 
・砂州フラッシュ有無（流量規模等）での洪水前後の河床高の変動量 
・砂州のフラッシュ状況（範囲、高さ）、中導流堤右岸側の河床高の変動量 

海域の土砂堆積 ・砂州フラッシュ後の海域への土砂流出による堆砂状況（範囲、高さ） 

表 6.2.8 検証ケースの計算条件 

項目 設定値 備考 

検証期間 
・2021（R3）年 2月測量～同年 9月測量 
・2017（H29）年 3月測量～2018（H30）年 3月測量 ― 

計算対象 
区間 

・勝部川、日置川 
・河口・海域（-2.0k程度）～勝部川 2.0k・日置川 1.4k 

下流端：洪水流の影響がない範囲ま

で延伸 

計算 
メッシュ 

・縦断方向：20mピッチ（上流,海域部は 50～200m） 
・横断方向：14分割（河口部で 5~10m程度） 

― 

粗度係数 
・河道：0.03 
・海域：0.025 

河川整備計画策定業務を参照 

底質材料 

・本業務で調査した粒度分布を反映 
 勝部川→地点①及び②下層の平均値 
 日置川→地点⑦表層 
 河口部、沖側→地点④表層、⑤、⑥、⑧表層の平均値 

― 

上流端流量 

・2021（R3）年 7月洪水（7/7 1時～7/8 7時 計 31時間） 
・2017（H29）年 9月洪水（9/17 15時～9/18 12時 
計 22時間） 
観測所：青谷（勝部川上流端） 
    日置（日置川上流端） 

洪水前後の測量あり 

下流端水位 ・田後検潮所の実測値を使用 ― 

初期地盤高 

・海域 ：令和 3年 2月測量、平成H29年 3月測量 
・河道 ：勝部川→H31年 3月測量 

日置川→H31年 4月測量 
・河口部：令和 3年 2月測量、平成H29年 3月測量 

― 

樹木 ・考慮なし ― 

上流端供給

土砂量 
・上流端の断面の平衡流砂量と同じ量の土砂を供給 ― 
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1) 妥当性の評価 R3.7洪水（フラッシュが発生した洪水） 

a) 河川水位 

R3.7洪水の再現検証として、洪水時の河川水位を比較する。 

各水位観測所の位置における、実績と計算結果の水位を図 6.2.26 に示す。グラフから

青谷の地点水位については、立ち上がり及びピーク時周辺の時系列水位が概ね一致してい

ることが確認できる。また、日置の地点水位についても 10cm 程度の誤差となっている。

よって、河川水位については、概ね再現できていることが確認できる。 

 

 

図 6.2.26 水位観測所地点における実績水位と計算水位の比較（R3.7洪水） 
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b) 河床高 

R3.7洪水前後の実績及び計算結果の河床変動量（図 6.2.27参照）からは、0.0kより上

流（河道内）について、導流堤左岸側の堆積傾向や、導流堤右岸側の侵食傾向及び砂州部

の侵食傾向を概ね再現できていることが確認できる。 

また、各断面の土砂変動量の比較（図 6.2.28 参照）では、砂州部等で土砂変動量に差

が見られる箇所もあるが、土砂の変動傾向は概ね一致している。 

 

実績から作成した差分(R3.7洪水) 計算結果から作成したメッシュ差分図(R3.7洪水) 

 
■河床高確認区間 
→0.0k～0.46k 

※0.46kより上流は内挿区間 

 
■河床高確認区間 
→0.0k～0.46k 

※0.46kより上流は内挿区間 

測量地形差分（R3.9－R3.2） 計算地形差分（初期地形－計算後地形） 

図 6.2.27 実績と計算の洪水前後の河床変動量（河川） 

 

図 6.2.28 0.0k～0.46kの土砂変動量比較［R3.7洪水実績及び検証計算］ 
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c) 海域の土砂堆積 

本検討で使用しているモデルは、海側からの波浪及び土砂供給を考慮していない。その

ため、沖側からの外力による土砂移動等は表現できない。よって、海域については、河川

から流出した土砂の堆積傾向について検証を実施する。 

R3.7洪水前後の実績及び計算結果の河床変動量（図 6.2.29参照）を見ると、海域に突

出した導流堤の左岸側、右岸側の侵食傾向は再現できていない。一方、導流堤沖側につい

ては、計算結果では右岸側に土砂が流出し、堆積している傾向が見られるが、実績につい

ても、導流堤沖側右岸に土砂が堆積していることが確認できる。また、最も地盤高が上昇

している箇所については、どちらも 1.5m程度高くなっていることが確認できた。 

 

 

実績から作成した差分(R3.7洪水) 計算結果から作成したメッシュ差分図(R3.7洪水) 

 

 

 

 

 

測量地形差分（R3.9－R3.2） 計算地形差分（初期地形－計算後地形） 

図 6.2.29 実績と計算の洪水前後の河床変動量（海域） 
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2) 妥当性の評価 H29.9（フラッシュが発生していない洪水） 

a) 河川水位 

H29.9洪水の再現検証として、洪水時の河川水位を比較する。 

各水位観測所の位置における、実績と計算結果の水位を図 6.2.30 に示す。グラフから

青谷の地点水位については、立ち上がり及びピーク時周辺の時系列水位が概ね一致してい

ることが確認できる。また、日置の地点水位についても同様であり、河川水位については、

概ね再現できていることが確認できる。 

 

 

 

図 6.2.30 水位観測所地点における実績水位と計算水位の比較（H29.9洪水） 
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b) 河床高 

H29.9 洪水前後の実績及び計算結果の河床変動量（図 6.2.31 参照）からは、実績では

導流堤左岸で侵食傾向にあるのに対して、計算では堆積傾向にあることが確認できる。そ

の他の箇所については、傾向は概ね一致していることが確認できる。 

また、各断面の土砂変動量の比較（図 6.2.32 参照）では、導流堤よりも上流で全体的

に計算結果の土砂の流出量が多くなっている。また、導流堤部分では堆積傾向と流出傾向

が逆転していることが確認できる。 

土砂変動の傾向が異なる原因としては、洪水発生から 5ヵ月経過した後に測量が実施さ

れており、土砂流出後の冬季風浪等により、海域から土砂が押し戻され、導流堤よりも上

流側に再堆積した可能性が高いと考えられる。 
 
実績から作成した差分(H29.9洪水) 計算結果から作成したメッシュ差分図(H29.9洪水) 

 
■河床高確認区間 
→0.0k～0.46k 

※0.46kより上流は内挿区間 

 
■河床高確認区間 
→0.0k～0.46k 

※0.46kより上流は内挿区間 

測量地形差分（H30.3－H29.3） 計算地形差分（初期地形－計算後地形） 

図 6.2.31 実績と計算の洪水前後の河床変動量（河川） 

 

図 6.2.32 0.0k～0.46kの土砂変動量比較［H29.9洪水実績及び検証計算］ 
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c) 海域の土砂堆積 

本検討で使用しているモデルは、海側からの波浪及び土砂供給を考慮していない。その

ため、沖側からの外力による土砂移動等は表現できない。よって、海域については、河川

から流出した土砂の堆積傾向について検証を実施する。 

H29.9洪水前後の実績及び計算結果の河床変動量（図 6.33参照）を見ると、海域に突

出した導流堤の左岸側の侵食傾向は再現できておらず、導流堤沖側の変動の再現度は小さ

い。一方、導流堤右側については、実績及び計算で堆積傾向が確認できる。 

土砂変動の傾向が異なる原因としては、洪水発生から 5か月以上後に測量が実施されて

おり、土砂流出後に、冬季風浪等による地形の変化が起きている可能性が高いと考えられ

る。 

 

実績から作成した差分(H29.9洪水) 計算結果から作成したメッシュ差分図(H29.9洪水) 

 

 

 

 
 

測量地形差分（H30.2－H29.9） 計算地形差分（初期地形－計算後地形） 

図 6.33 実績と計算の洪水前後の河床変動量（海域） 
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6.3 中導流堤の規模・配置及び維持的掘削の形状・頻度の検討 

6.2 で構築したモデルを用いて土砂動態シミュレーションを行い、検討対象の対策工（中導

流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）に関する治水効果を評価するとともに、次項で検討する周

辺環境（漂砂、漁業）への影響を勘案して、中導流堤の規模（長さ、幅、高さ）・配置を検討す

る。また、維持的掘削の形状・頻度を検討する。 

 

6.3.1 対策目的・要件の整理 

本検討で対象とする対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削）は、それぞれ機能・効

果が異なるため、当該地の現地特性・課題（河口部の堆砂・河口閉塞及びそれに伴う流下能力不

足、内水被害、水面利用・漁業への支障等）を踏まえ、各対策工の目的・要件をとりまとめた（表 

6.3.1参照）。 

 

表 6.3.1 河口閉塞対策工の目的・要件、対策諸元（案）、評価項目 

対策工 目的・要件 対策諸元（案） 

中導流堤の延伸 

平常時の掃流力向上・堆砂抑制 

河積・航路の常時確保(右岸) 

※漁業への影響を踏まえ、海側へ

の延伸は実施しない。 

長さ・幅・高さを変化させ、砂州～支川合流の間で

3案程度設定 

導流堤設置 

（上流側） 

平常時の掃流力向上・堆砂抑制 

河積・航路の常時確保(右岸) 

長さ・幅・高さを変化させ、砂州～支川合流の間で

3案程度設定 

砂州掘削 

(左岸側) 

洪水時の砂州フラッシュ促進、 

水位低下、河積確保(左岸) 

陸上掘削可能な高さ・範囲を設定 

※中導流堤との組み合わせも想定 
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6.3.2 対策諸元の設定 

6.3.1 を踏まえ、「河口処理指針（案）」及び全国的な対策事例等を基に、当該地に適用可能な

対策諸元（中導流堤の延伸位置(長さ)・幅・高さ、左岸砂州の維持掘削高等）の組合せを以下の

考え方から設定した。 

■長さ  ：砂州部での掃流力増加を目的とし、砂州上流から掃流力を上げる方法と、下流

側で掃流力を上げる方法が考えられる。よって、下流側に導流堤がある場合と、

上流側に導流堤がある場合の 2通りを設定。 

■高さ・幅：洪水時の水位に着目し、洪水時に水位が構造物を越えない高さと超える高さの

2 通りを設定、また、透過性を持たせた構造物を想定したケースを 1 通り設定

した。幅については河積の減少を考慮し、半分の幅の構造物を想定する。 

■砂州の維持掘削高：平均的な砂州高を下回る高さ及び陸上掘削が可能な限界の高さの 2 通

りを設定。 

■砂州の維持掘削幅：全体を掘削する場合と、筋状に溝を掘る場合の 2通りを設定。 

 

上記より、表 6.3.2に示す 14案を設定した。また、これらの中で、効果が高いと考えられる

構造物による対策（案）と維持掘削を組み合わせたケースについても検討した。 

 

表 6.3.2 対策諸元（案） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

1 

中導流堤の延伸 
0.12k付近～ 
0.4k 

2.5m 
（既存導流堤の半分） 

T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

2 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

4 

導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
（既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

5 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

6 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

7 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（R3.2測量時の平均的な砂州高） 

8 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

9 

砂州上流端～ 
下流端 

10m程度（砂州右岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（R3.2測量時の平均的な砂州高） 

10 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

11 
10m程度（砂州中央部） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（R3.2測量時の平均的な砂州高） 

12 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

13 
10m程度（砂州左岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（R3.2測量時の平均的な砂州高） 

14 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 
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6.3.3 評価方法の設定 

(1) 計算条件の設定 

対策（案）の効果を検討するための条件として、砂州のフラッシュの促進による河川水位

上昇時の水位低減効果等が把握可能な条件を設定する必要がある。 

R3.7洪水は、フラッシュが発生した洪水であり、再現検証において、洪水後の地形の妥当

性が確保できている。よって、R3.7 洪水時再現計算（以降は現況再現計算及び現況と記載）

と対策案設置時の変化を比較することで、効果を定量的に評価する。 

また、計画降雨（1/50）が発生した場合に、現況及び対策後の河道において、砂州のフラッ

シュや、河床の低下が起きることで、計画河道（1/50）が確保可能であるかについても検討す

るため、計画流量（1/50）についても計算を実施する。なお、地形については、R3.7洪水前

の地形を使用する。 

表 6.3.3 計算条件 

項目 設定値 備考 

検証期間 ・2021（R3）年 2月測量～同年 9月測量 ― 

計算対象 
区間 

・勝部川、日置川 
・河口・海域（-2.0k程度）～勝部川 2.0k・日置川 1.4k 

下流端：洪水流の影響がない範囲ま

で延伸 
※「6.2.2(1) 解析範囲」参照 

計算 
メッシュ 

・縦断方向：20mピッチ（上流,海域部は 50～200m） 
・横断方向：14分割（河口部で 5~10m程度） 

※「6.2.2(2) メッシュ作成」参照 

粗度係数 
・河道：0.03 
・海域：0.025 

河川整備計画策定業務を参照 
※「6.2.2(3) 粗度係数」参照 

底質材料 

・本業務で調査した粒度分布を反映 
 勝部川→地点①及び②下層の平均値 
 日置川→地点⑦表層 
 河口部、沖側→地点④表層、⑤、⑥、⑧表層の平均値 

※「6.2.2(4) 河床材料」参照 

上流端流量 

・2021（R3）年 7月洪水（7/7 1時～7/8 7時 計 31時間） 
観測所：青谷（勝部川上流端） 
    日置（日置川上流端） 

日置川→日置川流末ハイドロ 
洪水前後の測量あり 
※「再現対象洪水の設定」 

・50年確率流量（河川整備基本方針(H18)および河川整備計
画(H21)より設定） 
勝部川→勝部川流入ハイドロ 

図 6.3.1参照 

下流端水位 
・田後検潮所の実測値を使用（R3.7洪水時） 

※「6.2.3(2) 再現対象洪水の設
定」参照 

・朔望平均満潮位（T.P.+0.5m）を使用（1/50計画流量時） 図 6.3.1参照 

初期地盤高 

・海域：令和 3年 2月測量 
・河道：勝部川→H31年 3月測量 

日置川→H31年 4月測量 
・河口部：令和 3年 2月測量 

※「6.2.3(3) 地盤高の作成」参照 

樹木 ・考慮なし ― 

上流端供給

土砂量 
・上流端の断面の平衡流砂量と同じ量の土砂を供給 ― 
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図 6.3.1 使用する流量（上：R3.7洪水 下：1/50計画流量）  
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(2) 評価方法の設定 

6.3.2 を基に、各対策工の目的・要件を踏まえ、それぞれを評価するために必要となる評

価項目を抽出するとともに、項目毎の評価基準・評価方法を設定する（表 6.3.4参照）。 

 

表 6.3.4 対策効果の評価方法（評価項目毎の評価基準・方法） 

評価項目 評価基準 評価方法 

平常時の掃流力 
・河床高 

中導流堤右岸側で堆砂なし 
(計画断面の維持) 

平水流量～小規模洪水の河床変動解析 

洪水時の河川水位 
HWLを超過しない 
（流量規模 1/10～50等を想定） 

洪水時の河床変動解析＋不等流計算 

洪水後の河床高 
（砂州高） 

計画断面まで砂州がフラッシュ 
（流量規模は同上） 

洪水時の河床変動解析 

洪水時の内水被害 
排水施設（樋門等）の敷高以上の 
水位超過時間が改善 

洪水時の河床変動解析 
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6.3.4 対策効果の検討（R3.7洪水） 

前述に基づき、構築したモデルを用いて各対策工の効果を検討したうえで、次項で把握する周

辺環境への影響、対策の実施頻度・コストも含めた総合的な評価を行い、最適な対策案を選定す

る。対策工検討のための計算ケースを表 6.3.5 に示す。また、使用するモデルの計算条件を表 

6.3.3に示す。 

 

 

表 6.3.5 検討ケース（比較対象である現況再現計算を含む） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

現況 
-0.8k付近～
0.12k付近 

5m 
海域：T.P.+0.4m 河川域：T.P.+0.8m 
（現況の構造物の高さを設定） 

②-1 

中導流堤の延伸 0.12k付近～ 
0.4k 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

②-2 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

②-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

③-1 

導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

③-2 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

③-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

④-1 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

④-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

⑤-1 

砂州上流端～

下流端 

10m程度（砂州右岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

⑤-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

⑤-3 

10m程度（砂州中央部） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

⑤-4 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

⑤-5 

10m程度（砂州左岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

⑤-6 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 
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(2) 構造物による対策工検討 

現存している中導流堤を基準として、導流堤の長さや、高さ等を変化させた対策工を検討

した。 

検討ケースを表 6.3.6、模式図を図 6.3.2に示す。 

 

 

表 6.3.6 検討ケース（比較対象である現況再現計算を含む） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

① 現況 
-0.8k付近～ 
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

②-1 

中導流堤の延伸 
0.12k付近
～0.4k 

2.5m 
（既存導流堤の半分） 

T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

②-2 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

②-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

③-1 

導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
（既存導流堤の半分） 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

③-2 
T.P.+1.0m 
（現況導流堤天端から河床勾配を考慮） 

③-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 
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②-1導流堤延伸（天端高 3.0m） ②-2導流堤延伸（天端高 1.0m） ②-3導流堤延伸（透過型） 

 
 
水位上昇時において 
水位が天端を越えない高さを設定 

 
 
水位上昇時において 
水位が天端を超える高さを設定 

 
 
1と同様の高さで 
透過性のある構造物を想定 

③-1上流導流堤（天端高 3.0m） ③-2上流導流堤（天端高 0.5m） ③-3上流導流堤（透過型） 

 
 
水位上昇時において 
水位が天端を越えない高さを設定 

 
 
水位上昇時において 
水位を超える高さを設定 

 
 
1と同様の高さで 
透過性のある構造物を想定 

図 6.3.2 検討ケースの模式図 

  

②-1 ②-2 ②-3 

③-1 ③-2 ③-3 
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1) 計算結果 

計算結果については、巻末「2.平面二次元河床変動モデル計算結果」に示す。 

該当ページの目次は以下である。 

 

 

2.1 構造物による対策工検討 ..................................................................... 巻末-2-1 

2.1.1 ②-1導流堤延伸（天端高 3.0m） ................................................... 巻末-2-2 

2.1.2 ②-2導流堤延伸（天端高 1.0m） ................................................... 巻末-2-6 

2.1.3 ②-3導流堤延伸（透過型） ............................................................ 巻末-2-10 

2.1.4 ③-1上流導流堤（天端高 3.0m） ................................................... 巻末-2-14 

2.1.5 ③-2上流導流堤（天端高 1.0m） ................................................... 巻末-2-18 

2.1.6 ③-3上流導流堤（透過型） ............................................................ 巻末-2-22 
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2) 構造物による対策工の効果比較 

1) で計算した各ケースについて、“砂州のフラッシュ効果”及び“水位低減効果”につ

いてそれぞれ以下の観点で比較・分析を実施する。 

 

○砂州のフラッシュ効果：砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）における土砂変動量

を比較し、より多くの土砂が流出する対策を効果の高い対策

とする。 

○水位低減効果    ：勝部川及び日置川の計算区間における最大水位縦断を比較し、

最も水位を減少させている対策を効果の高い対策とする。 

 

表 6.3.7 対策工検討ケース（再掲） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

現況 
-0.8k付近～
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

②-1 

中導流堤の延伸 
0.12k付近
～0.4k 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

②-2 
T.P.+1.0m 
（朔望平均満潮位程度） 

②-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

③-1 

導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

③-2 
T.P.+1.0m 
（朔望平均満潮位程度） 

③-3 
透過型 
（上記 2案の高さを交互に設定） 

 

 

図 6.3.3 設定した区間 C及び D（砂州周辺区間）  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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b) 砂州のフラッシュ効果の検討 

砂州のフラッシュ効果を検討するにあたり、砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）に

おける各対策工（案）の土砂変動量について、比較を行った。図 6.3.4に示すグラフから

以下のことが確認できる。 

 

・区間 C（R3.2地形の砂州部）は、上流に導流堤を設置したケース③-1が最も砂州の

フラッシュ効果が高い。 

・区間 D（船着き場付近）においては、導流堤を延伸したケース②-1が土砂を最も流

出させることができる。 

・区間 C＋D（砂州が発生するエリア全体）で見ると、導流堤を延伸したケース②-1が

最もフラッシュ効果が高く、次いで、③-1, ③-3 の順に土砂を流出させる効果が確

認できる。 

 

上記より、算出エリアにおいて、砂州部の土砂流出量が最も大きい“ケース③-1”につ

いては、現況よりも土砂の流出量が多く、フラッシュ効果があると考えられる。また、区

間 D及び区間 C＋Dで最も土砂流出量が大きい“ケース②-1”については、船着き場、航

路等の維持に寄与すると考えられる。しかし、砂州部で効果が高いケースについては、船

着き場周辺での土砂流出量が減少し、船着き場周辺で効果の高いケースについては、砂州

のフラッシュ効果が低いことから、トレードオフの関係にあると考えられる。また、図 

6.3.5 に示す計算後断面からも計画河道を確保するような土砂流出が起きていないことが

確認できた。 

 

図 6.3.4 各対策工における砂州周辺の土砂変動量 

  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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図 6.3.5 【参考】洪水前後の代表断面（6.3.5 章より引用）  
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c) 水位低減効果の検討 

水位低減効果を検討するにあたり、各対策工（案）の最大水位縦断について、対策工ご

とに比較を行った。現況（R3.7洪水再現計算）に対する各対策案の最高水位の変化量（表 

6.3.8参照）及び図 6.3.6、図 6.3.7に示す最大水位縦断から以下のことが確認できる。 

 

■対策工：既存導流堤延伸 

・最大水位が最も低い箇所が存在するのは②-2 であるが、天端高や透過性の有無で、

水位が上昇する箇所と下降する箇所が異なる他、全体として高くなる傾向にある。 

・現況と比較すると、水位差が大きい箇所で、10~20cm程度の水位差が勝部川・日置

川の両方で確認できた。 

 

■対策工：上流導流堤設置 

・勝部川については、対策工ごとの水位差は小さく、大きな変化は見られなかった。 

・日置川は、③-1（上流に導流堤を天端高 3.0で設置したケース）が最も低く、現況と

の差は小さいことが確認できた。 

 

天端が高く不透過構造にした場合は、流量、流速に偏りができるため、水位が増加する

箇所が確認され、一部地点では、水位が低くなる箇所も確認することができた。しかし、

その水位低下量は数 cm程度であり、水位増加量も同程度もしくは、それよりも高くなる

ため、効果を確認することはできなかった。 

 

表 6.3.8 現況（R3.7洪水再現計算）に対する各対策案の最大水位の変化量 

地点 
（直近の距離標） 

青谷大橋付近 
(勝部川 0.15k) 

砂州部 
(勝部川 0.3k) 

合流点付近 
(勝部川 0.5k) 

日置川観測所※ 
(日置川 0.4k) 

勝部川 
水位低減量 
最大箇所 

日置川 
水位低減量 
最大箇所 

②-1導流堤延伸 
（天端高 3.0m） 

24.7cm 20.5cm 5.6cm 4.0cm -1.7cm 0.7cm 

②-2導流堤延伸 
（天端高 1.0m） 

6.7cm 14.1cm 16.3cm 12.3cm -1.8cm 4.5cm 

②-3導流堤延伸 
（透過型） 

11.7cm 18.1cm 19.3cm 14.5cm 0.5cm 5.9cm 

③-1上流導流堤 
（天端高 3.0m） 

-4.9cm 5.8cm 0.1cm 0.5cm -4.9cm -0.1cm 

③-2上流導流堤 
（天端高 1.0m） 

-6.3cm 4.5cm 0.1cm 9.0cm -6.3cm 2.6cm 

③-3上流導流堤 
（透過型） 

-4.6cm 5.6cm 0.1cm 7.7cm -4.6cm 2.5cm 

※赤文字：勝部川及び日置川で水位低減がみられたケース 
※新青谷大橋付近 
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図 6.3.6(1) 最大水位（勝部川）【導流堤延伸】 
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図 6.3.6(2) 最大水位（日置川）【導流堤延伸】 
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図 6.3.7(1) 最大水位（勝部川）【上流導流堤設置】 
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図 6.3.7(2) 最大水位（日置川）【上流導流堤設置】 
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3) 構造物による効果検討のまとめ 

これまでの結果から構造物を設置することによる、特徴や傾向を以下にまとめる。 

 

■計算結果比較表：表 6.3.9 

■ピーク流量時付近の流速コンター：図 6.3.8 

 

■構造物の位置の違いについて 

・現況の状態で流れの中心が右岸側に寄っているため、既存導流堤を延伸した場合、さ

らに導流堤右岸側に流れが偏る。よって、船着き場付近で掃流力が大きくなり、土砂

流出量が増加する。一方、左岸側（砂州部）は、少ない流量が砂州を超えるように流

入し、流速もあまり出ないため、水位が高くなり、土砂流出量も少なくなる。 

・上流側に導流堤を設置した場合、現在の砂州部に流れの中心が当たるため、砂州をフ

ラッシュさせる効果が高くなる。一方、勝部川の流量に対して、日置川の流量は 1/2

程度であるため、右岸側（船着き場周辺）における掃流力が低下する。よって、トレ

ードオフの関係になる。 

 

■構造物の高さ・透過性の違いについて 

・天端が高い不透過構造物を設置した場合は、構造物の左岸と右岸において、流量・流

速に偏りができる。掃流力が高くなる側では、土砂流出が現況や、他のケースよりも

増加する箇所ができるが、構造物を挟んでその対岸では、掃流力が低くなるため、ト

レードオフが発生する。また、流量の偏りによって、水位の高い箇所と低い箇所が明

確に分かれる。 

・天端を低くした不透過構造物を設置した場合は、流量・流速の偏りが小さくなるため、

掃流力が小さくなる。掃流力が小さくなることで、天端が高く、不透過の構造物を設

置した場合に対して、土砂流出量は小さくなる。また、構造物が不透過であるため、

河床の横方向の連続性が失われ、構造物周辺に土砂が堆積しやすくなると考えられる。 

・透過型の構造物を設置した場合は、流量・流速の偏りが小さくなるため、掃流力が小

さくなる。掃流力が小さくなることで、天端が高く、不透過の構造物を設置した場合

に対して、土砂流出量は小さくなる。また、構造物が透過型であるため、河床の横方

向の連続性は失われないため、現況に近い形で土砂流出が発生する。 

 

以上より、構造物を設置し、掃流力を増加させた場合でもトレードオフの関係になる箇

所が存在し、大きな水位低減や、土砂流出量増加には繋がらないことが分かった。よって、

抜本的な対策として、構造物を設置する案は適切ではないと考えられる。 
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表 6.3.9 計算結果のまとめ（対策案：②導流堤延伸） 

 ①現況 ②-1導流堤延伸（天端高 3.0m） ②-2導流堤延伸（天端高 1.0m） ②-3導流堤延伸（透過型） 

流速 
及び流量 

■流速 
砂州対岸で流速が速くなる。 

■流速 
砂州対岸で流速が現況よりも速くなる。 
■流量 
砂州対岸の流量が多くなる。 

■流速 
砂州部の導流堤近傍で②-1よりも速くなる。 
■流量 
現況と大きな変化は無い 

■流速 
砂州対岸で流速が現況よりも早くなる。 
■流量 
現況と大きな変化は無い 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

土砂流出 
及び水位 

■土砂流出 
河道内の土砂が、全体的に流出する。 
■水位 
砂州の上を超えるように水が流れるため、砂州部

の水位が少し上昇する。 

■土砂流出 
右岸に流れが集中しており、砂州部の土砂流出量

が他の案に比べて、最も少ない。 
対岸については、流れの中心になっており、砂州部

に対して、流速が大きいため、土砂が他の対策に比べ

て、多く流出する。 
■水位 
砂州の上を超えるように水が流れるが、導流堤に

より分流されているため、他の対策よりも砂州部の

水位が上昇する。 

■土砂流出 
導流堤は不透過であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性が失われ、構造物直近で土砂が堆積す

る。これを流出させるほどの流速が出ていないと考

えられる。 
■水位 
現況よりも土砂流出量が少ないため、水位が上昇

する。 

■土砂流出 
導流堤は透過型であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性がある程度確保されている。②-1 より
も砂州対岸の流れが小さいため、土砂流出量が減少

する。 
■水位 
現況よりも土砂流出量が少ないため、水位が上昇

する。 

■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） 

 
 

 
 

 
 

 
 

①現況を 
基準とした 
土砂流出 
効果 

土砂流出効果が低い（土砂流出量が少ない） ＜ 土砂流出効果が高い（土砂流出量が多い） 
砂州部 ：  ②-1 ＜ ②-2 ＜ ②-3 ＜ ①現況 
砂州対岸：  ②-3 ＜ ②-2 ＜ ①現況 ＜ ②-1 

  

流速－大

流速－小
代表的な断面の模式図 
想定ライン 

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小
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表 6.3.9 (2) 計算結果まとめ（③上流導流堤設置） 

 ①現況 ③-1上流導流堤（天端高 3.0m） ③-2導流堤延伸（天端高 1.0 m） ③-3導流堤延伸（透過型） 

流速 
及び流量 

■流速 
砂州対岸で流速が速くなる。 

■流速 
砂州部で流速が現況よりも速くなる。 
■流量 
砂州部の流量が多くなる。 

■流速 
砂州部の構造物側で現況よりも速くなる。 
■流量 
現況と大きな変化は無い 

■流速 
砂州部で流速が現況よりも早くなる。 
■流量 
現況と大きな変化は無い 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

土砂流出 
及び水位 

■土砂流出 
河道内の土砂が、全体的に流出する。 
■水位 
砂州の上を超えるように水が流れるため、砂州部

の水位が少し上昇する。 

■土砂流出 
左岸に流れが集中しており、砂州部の土砂流出量

が他の案に比べて、最も多い。 
勝部川の流量が全て砂州部に流れることで、砂州

部における流速が大きくなる。よって、土砂が他の対

策に比べて、多く流出する。 
■水位 
勝部川においては、砂州の上を超えるように水が

流れ、流量も多いため、砂州がフラッシュする。よっ

て、現況よりは水位が高くなるが、他の対策との水位

の差は小さい。 
日置川については、合流箇所が下流側に移動し、地

点水位が低下しているため、他の対策案よりも水位

が低くなる。 

■土砂流出 
導流堤は不透過であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性が失われ、構造物直近で土砂が堆積す

る。これを流出させるほどの流速が出ていないと考

えられる。 
■水位 
現況よりも土砂流出量が少ないため、水位が上昇

する。 

■土砂流出 
導流堤は透過型であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性がある程度確保されている。③-1 より
も砂州部の流れが小さいため、土砂流出量が減少す

る。 
■水位 
現況よりも土砂流出量が少ないため、水位が上昇

する。 

■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） 

 
 

 
 

 
 

 
 

①現況を 
基準とした 
土砂流出 
効果 

土砂流出効果が低い（土砂流出量が少ない） ＜ 土砂流出効果が高い（土砂流出量が多い） 
砂州部 ：  ③-2 ＜ ③-3 ＜ ①現況 ＜③-1 
砂州対岸：  ③-2 ＜ ③-1 ＜ ③-3 ＜①現況 

 

代表的な断面の模式図 
想定ライン 

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小
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①現況 ②-1導流堤延伸（天端高 3.0m） ③-1上流導流堤（天端高 3.0m） 

   

図 6.3.8(1) 【参考】ピーク流量時の流速コンター図 

 

流速 

(m/s) 
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①現況 ②-2導流堤延伸（天端高 1.0m） ③-2上流導流堤（天端高 1.0m） 

   

図 6.3.8(2) 【参考】ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ②-3導流堤延伸（透過型） ③-3上流導流堤（透過型） 

   

図 6.3.8(3) 【参考】ピーク流量時の流速コンター図 

 

流速 

(m/s) 
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(3) 【参考】対策工（案）設定に向けた感度分析結果 

(2) と同様のモデル・条件で、砂州部のみに着目し、大きく掃流力が上がるような構造物

を設置した場合の土砂流出量等を把握することで、感度分析を実施した。この感度分析は上

流側の水位上昇や、航路の確保等を考慮していないため、対策工（案）としては含めない。 

 

1) 構造物による感度分析条件の設定 

R3.7 洪水時の現況ケースでは、砂州を避けるようにして、流れの中心があり、流速の

大きい箇所が砂州のある左岸側とは逆の右岸側に寄っていることが確認できた。 

そこで、砂州部の掃流力を増加させることのみに着目し、対策工を実施した場合に、砂

州の大規模なフラッシュが可能かどうかについて、感度分析を実施した。 

以下、感度分析の考え方及び計算ケースを表 6.3.10に示す。 

 

表 6.3.10 対策工の条件 

No. 対策工 区間 幅 高さ 位置 

A 
中導流堤の

延伸 
0.12k付近～ 
日置川合流部付近 

5m 
(既存導流堤の幅) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越え
ないよう設定) 

日置川と勝部川を完全に分流す

るように構造物を配置 

B 
両河川の流量を全て左岸に寄せ

る（右岸側を閉じる） 

 

完全分流 左岸全流量流下 

  

図 6.3.9 設定した感度分析の模式図  
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2) 感度分析結果 

計算の結果以下のことが分かった（図 6.3.10(1)、(2)参照）。 

■ケース A 

・導流堤延伸よりも、河口部左岸側における流出土砂は多くなり、フラッシュが発生

している。 

・導流堤の左右岸共に土砂流出が見られる。 

 

■ケース B 

・分流したケースよりも、河口部左岸側における流出土砂は多くなり、フラッシュが

発生している。 

・左岸側で流速が早くなる。 

 

上記から、左岸側の流速を上げることによる砂州のフラッシュ効果が確認できた。 

よって、砂州周辺の流速を上げるような対策案を考える必要があることが分かる。しか

し、流速を大幅に上げるような構造物を設置した場合においても、計画河道断面（最深河

床約 T.P.-3.0m）まで河床が確保できるような、大規模なフラッシュを発生させることは

難しいことが確認できた。 
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 ②-1導流堤延伸 A完全分流 B左岸全流量流下 

河
床
変
動
量
コ
ン
タ
ー
図 

   

代
表
的
な
地
形
断
面 

   

図 6.3.10(1) 計算結果  

差分(m) 
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②-1導流堤延伸 A完全分流 B左岸全流量流下 

   

図 6.3.10(2) 計算結果（流速コンター図） 

 

流速 

(m/s) 



 

6-83 

(4) 砂州掘削による対策の効果検討 

R3.7洪水前の砂州に対して、維持掘削による対策を検討する。掘削方法については、砂州

全体を掘削する場合と、縦断方向に掘削（筋掘り）する方法を検討する。 

また、掘削後の河床については、R3.2 測量時の平均的な砂州高 T.P.+0.5m を下回る、

T.P.+0.3m及び陸上掘削が可能な限界として T.P.+0.0mを設定した。 

検討ケースを表 6.3.6、対策工の模式図を図 6.3.11に示す。 

 

 

表 6.3.11 検討ケース（比較対象である現況を含む） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 掘削土砂量 

① 現況 
-0.8k付近～ 
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

なし 

④-1 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

875.8㎥ 

④-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

2675.0㎥ 

⑤-1 

砂州上流端 
～下流端 

掘削幅 
10m程度 

（砂州右岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

90.9㎥ 

⑤-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

573.9㎥ 

⑤-3 掘削幅 
10m程度 

（砂州中央部） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

187.8㎥ 

⑤-4 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

739.3㎥ 

⑤-5 掘削幅 
10m程度 

（砂州左岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

590.3㎥ 

⑤-6 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

1116.7㎥ 
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図 6.3.11 検討ケースの模式図 

  

④-1,2 
砂州部において、 
T.P.+0.3m及び T.P.+0.0m以上の箇所を全て掘削 

⑤-5,6 
砂州の左岸側において、 
T.P.+0.3m及び T.P.+0.0m以上の箇所を 
幅 10m程度で縦断方向に掘削 

⑤-3,4 
砂州の中央において、 
T.P.+0.3m及び T.P.+0.0m以上の箇所を 
幅 10m程度で縦断方向に掘削 

⑤-1,2 
砂州部の右岸側において、 
T.P.+0.3m及び T.P.+0.0m以上の箇所を 
幅 10m程度で縦断方向に掘削 

距離標：0.3k  
次ページに示す掘削断面の

取得位置 
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④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m）  

  

 

⑤-1右岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-2右岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） 

   

⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ⑤-5左岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-6左岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.12 掘削代表断面（0.3k付近横断図）掘削による対策工の効果比較 
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1) 計算結果 

計算結果については、巻末「2.平面二次元河床変動モデル計算結果」に示す。 

該当ページの目次は以下である。 

 

 

2.2 砂州掘削による対策の効果検討 ........................................................... 巻末-2-26 

2.2.1 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：875.8㎥］ ......... 巻末-2-27 

2.2.2 ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：2675.0㎥］ ....... 巻末-2-31 

2.2.3 ⑤-1右岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：90.9㎥］ .... 巻末-2-35 

2.2.4 ⑤-2右岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：573.9㎥］ .. 巻末-2-39 

2.2.5 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：187.8㎥］ .. 巻末-2-43 

2.2.6 ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：739.3㎥］ .. 巻末-2-47 

2.2.7 ⑤-5左岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：590.3㎥］ .. 巻末-2-51 

2.2.8 ⑤-6左岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：1116.7㎥］ . 巻末-2-55 
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2) 砂州掘削による効果比較 

(4) 1) で計算した各ケースについて、“砂州のフラッシュ効果”及び“水位低減効果”

についてそれぞれ以下の観点で比較・分析を実施する。 

 

○砂州のフラッシュ効果：砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）における土砂変動量

を比較し、より多くの土砂が流出する対策を効果の高い対策

とする。 

○水位低減効果    ：勝部川及び日置川の計算区間における最大水位縦断を比較し、

最も水位を減少させている対策を効果の高い対策とする。 
 

表 6.3.12 掘削検討ケース（再掲） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 掘削土砂量 

④-1 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

875.8㎥ 

④-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

2,675.0㎥ 

⑤-1 

砂州上流端～

下流端 

掘削幅 
10m程度 

（砂州右岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

90.9㎥ 

⑤-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

573.9㎥ 

⑤-3 掘削幅 
10m程度 

（砂州中央部） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

187.8㎥ 

⑤-4 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

739.3㎥ 

⑤-5 掘削幅 
10m程度 

（砂州左岸側） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

590.3㎥ 

⑤-6 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

1,116.7㎥ 

 

 

図 6.3.13 設定した区間 C及び D（砂州周辺区間）  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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a) 砂州のフラッシュ効果の検討 

砂州のフラッシュ効果を検討するにあたり、砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）に

おける各対策工（案）の土砂変動量について、比較を行った。図 6.3.14 に示すグラフか

ら以下のことが確認できる。 

 

・区間 C（R3.2地形の砂州部）は、掘削をすることで、100㎥～500㎥程度の土砂が

現況よりも流出しやすくなっており、中央部を掘削したケースの流出量が最も多く

なっている。 

・区間 D（船着き場付近）では、現況が最も土砂流出量が多くなっている。また、右

岸側を T.P.+0.3m で掘削するケースの土砂流出量が掘削したケースの中で最も土砂

流出量が多い。 

・区間 C＋D（砂州が発生するエリア全体）で見ると、中央部を T.P.+0.3mで、掘削し

たケースが唯一現況よりも土砂流出量が多くなっている。 

 

上記より、算出エリアにおいて、砂州部の土砂流出量が最も大きい“ケース⑤-4”につ

いては、最もフラッシュ効果が高いことが確認できる。一方、区間 Dについては、全体的

に、土砂流出量が現況より少ない。よって、区間 C＋D で最も土砂流出量が大きいのは、

“ケース⑤-3”であったが、現況とほぼ同じ値であった。このように、掘削をした場合に

おいても、トレードオフの関係にあると考えられる。また、図 6.3.15 に示す計算後断面

からも計画河道を確保するような土砂流出が起きていないことが確認できた。 

 

 

図 6.3.14 各対策工における砂州周辺の土砂変動量 

  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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図 6.3.15 【参考】洪水前後の代表断面（6.3.5 章より引用）  
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b) 水位低減効果の検討 

水位低減効果を検討するにあたり、各対策工（案）の最大水位縦断について、対策工

ごとに比較を行った。現況（R3.7洪水再現計算）に対する各対策案の最高水位の変化量

（図 6.3.15参照）及び図 6.3.16、図 6.3.17に示す最大水位縦断から以下のことが確認

できる。 

 

■対策工：全掘削 

・どちらのケースも現況より、最大水位が低下している。また、T.P.+0.0mまで掘削し

た場合の最大水位低下量が最も大きい。 

 

■対策工：縦断方向掘削 

・日置川及び勝部川の上流区間での最大水位は、その掘削形状においても、現況と比

較して、10cm未満程度の水位差であった。 

・差は小さいが、基本的に掘削土砂量に応じて、最大水位は低下していることが確認

できた。 

 

上記より、掘削を実施することで、最大水位が低下することが確認できた。しかし、土

砂の流出量の変化が少ないことから、河積が増加したことによる初期水位の低下であるこ

とが想定される。よって、掘削土砂量に応じて、最大水位が減少するため、掘削土砂量を

多く確保することができる、“ケース④-1”が初期水位を下げるという観点で最も効果が

高いことが分かった。 

 

表 6.3.13 現況（R3.7洪水再現計算）に対する各対策案の最高水位の変化量 

地点 
（直近の距離標） 

青谷大橋付近 
(勝部川 0.15k) 

砂州部 
(勝部川 0.3k) 

合流点付近 
(勝部川 0.5k) 

日置川観測所※ 
(日置川 0.4k) 

勝部川 
水位低減量 
最大箇所 

日置川 
水位低減量 
最大箇所 

④-1全掘削 
（掘削後地盤高 0.3m） 

-6.2cm -2.2cm -0.1cm -1.8cm -6.2cm -2.8cm 

④-2全掘削 
（掘削後地盤高 0.0m） 

-9.1cm -11.2cm -0.2cm -7.1cm -12.8cm -10.1cm 

⑤-1右岸側掘削 
（掘削後地盤高 0.3m） 

-6.6cm -0.8cm -0.1cm -0.4cm -6.8cm -1.8cm 

⑤-2右岸側掘削 
（掘削後地盤高 0.0m） 

-5.3cm -2.5cm -0.0cm -1.3cm -5.8cm -1.9cm 

⑤-3中央部掘削 
（掘削後地盤高 0.3m） 

-5.5cm -0.7cm -0.1cm -0.9cm -5.6cm -1.4cm 

⑤-4中央部掘削 
（掘削後地盤高 0.0m） 

-7.2cm -2.8cm -0.0cm -2.5cm -7.2cm -3.5cm 

⑤-5左岸側掘削 
（掘削後地盤高 0.3m） 

-5.6cm -1.2cm -0.0cm -1.2cm -5.6cm -2.0cm 

⑤-6左岸側掘削 
（掘削後地盤高 0.0m） 

-5.3cm -2.5cm -0.0cm -2.4cm -5.3cm -3.4cm 

赤文字：勝部川及び日置川において最も効果がケース 
※新青谷大橋付近 
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図 6.3.16(1) 最大水位（勝部川）【全掘削】 
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図 6.3.16(2) 最大水位（日置川）【全掘削】 
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図 6.3.17(1) 最大水位（勝部川）【縦断方向掘削】 

【拡大図】0.0k～0.4k  
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図 6.3.17(2) 最大水位（日置川）【縦断方向掘削】 
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3) 砂州掘削による効果検討のまとめ 

これまでの結果から構造物を設置することによる、特徴や傾向を以下にまとめる。 

■計算結果比較表：表 6.3.14 

■ピーク流量時付近の流速コンター：図 6.3.19 

 

■砂州の掘削形状の違いについて 

・フラッシュを促進するという観点では、大きな効果は確認できなかったが、初期水位

が低下するため、掘削による水位低下は掘削量に応じた、一定の効果が発揮される。 

・掘削形状を縦断方向にする場合、砂州中央部を掘削することで、掘削断面の左右が流

出し、結果として、砂州の中央部だけでなく、右岸側も土砂が流出しやすくなると考

えられる。 

・砂州をフラッシュさせる効果が高くなるのに対して、河積が増加することで、右岸側

（船着き場周辺）における掃流力が低下する。よって、トレードオフの関係になる。 

 

■掘削の頻度について 

・掘削は、河道内に流入した土砂が砂州を形成している状態で、洪水が発生する前に実

施する必要がある。頻度としては、既往報告書（R3年度 勝部川河口対策検討業務委

託 報告書）において、波の作用により河川から流出した土砂が、約 2 年程度で元の

箇所に戻ると定性的な評価がされている（図 6.3.18参照）。よって、当面の対策とし

ては、溜まった土砂を 2 年に 1 回程度の頻度で掘削することで初期水位を下げるこ

とが望ましい。 

 
 

 

図 6.3.18 砂州の再発生までの期間（出典：R3年度 勝部川河口対策検討業務委託 報告書） 
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表 6.3.14 (1) 計算結果のまとめ（④全掘削） 

 ①現況 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

流速 
及び流量 

■流速 
砂州対岸で流速が速くなる。 

■流速 
砂州全体で現況よりも少し大きくなり、対岸の流速が

少し小さくなる。 
■流量 
砂州全体に水が乗りやすくなる。 

■流速 
砂州全体で現況よりも大きくなり、対岸の流速が小さ

くなる。 
■流量 
砂州全体に水が乗りやすくなる。 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

土砂流出 
及び水位 

■土砂流出 
河道内の土砂が、全体的に流出する。 
■水位 
砂州の上を超えるように水が流れるため、砂州部の水

位が少し上昇する。 

■土砂流出 
砂州上に現況よりも少し早く水が流れるため、土砂が

流出する時間が増加する。また。水が流れやすくなるこ

とで、砂州上の流速が上がるため、砂州部では、現況よ

りも流出土砂量が増加する。一方、対岸側では、流速が

上がりにくくなるため、土砂流出量が減少する。 
■水位 
掘削をすることで、初期水位が下がっているため、掘削

量に比例して、現況よりも水位が下がる。 

■土砂流出 
砂州上に現況よりも早く水が流れるため、土砂が流出

時間が増加する。また、水が流れやすくなることで、砂

州上の流速が上がりやすくなる。掘削量が多く、河積が

広いため、流速が全体的に上がりづらくなることで、④

-1よりも土砂流出量が減少する。 
■水位 
掘削をすることで、初期水位が下がっているため、掘削

量に比例して、現況よりも水位が下がる。 

■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

①現況を 
基準とした 
土砂流出 
効果 

土砂流出効果が小さい（土砂流出量が少ない） ＜ 土砂流出効果が大きい（土砂流出量が多い） 
砂州部 ：①現況 ＜ ④-2 ＜ ④-1 
砂州対岸：④-2 ＜ ④-1 ＜ ①現況 

①現況を 
基準とした 
初期水位 
低減量 

初期水位低減量が小さい（水位が高い） ＜ 初期水位低減量が大きい（水位が低い） 
勝部川：①現況 ＜ ④-2 ＜ ④-1 
日置川：①現況 ＜ ④-2 ＜ ④-1 

 

  

流速－大

流速－小
代表的な断面の模式図 
想定ライン 

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小
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表 6.3.14 (2) 計算結果のまとめ（⑤砂州縦断掘削） 

 ①現況 ⑤-1,2右岸側掘削（掘削後地盤高 0.3 m,0.0m） ⑤-3,4中央部掘削（掘削後地盤高 0.3 m,0.0m） ⑤-5,6左岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m,0.0m） 

流速 
及び流量 

■流速 
砂州対岸で流速が速くなる。 

■流速 
砂州の右岸側で現況よりも少し早くなる。 
■流量 
砂州の右岸側に水が乗りやすくなる。 

■流速 
砂州の中央部で現況よりも少し早くなる。 
■流量 
砂州の中央部に水が乗りやすくなる 

■流速 
砂州の左岸側で現況よりも少し早くなる。 
■流量 
砂州の左岸側に水が乗りやすくなる 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

■流れの模式図（流量ピーク時付近） 

 

土砂流出 
及び水位 

■土砂流出 
河道内の土砂が、全体的に流出する。 
■水位 
砂州の上を超えるように水が流れるため、砂州部

の水位が少し上昇する。 

■土砂流出 
右岸に流れが集中しており、砂州部の土砂流出量

が他の案に比べて、最も少ない。 
対岸については、流れの中心になっており、砂州部

に対して、流速が大きいため、土砂が他の対策に比べ

て、多く流出する。 
■水位 
掘削をすることで、初期水位が下がっているため、

掘削量に比例して、現況よりも水位が下がる。 

■土砂流出 
導流堤は不透過であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性が失われ、構造物直近で土砂が堆積す

る。これを流出させるほどの流速が出ていないと考

えられる。 
■水位 
掘削をすることで、初期水位が下がっているため、

掘削量に比例して、現況よりも水位が下がる。 

■土砂流出 
導流堤は透過型であるため、土砂流出の際に、横断

方向の連続性は失われない。②-1 よりも砂州対岸の
流れが小さいため、土砂流出量が減少する。 
■水位 
掘削をすることで、初期水位が下がっているため、

掘削量に比例して、現況よりも水位が下がる。 

■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） 
 

■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） ■代表的な断面の模式図（流量ピーク時付近） 

 
 

 
 

 
 

 
 

①現況を 
基準とした 
土砂流出 
効果 

土砂流出効果が小さい（土砂流出量が少ない） ＜ 土砂流出効果が大きい（土砂流出量が多い） 
砂州部 ：  ⑤-1 ＜ ①現況 ＜ ⑤-3 ＜ ⑤-2 ＜ ⑤-6 ＜ ⑤-5 ＜ ⑤-4 
砂州対岸：  ⑤-6 ＜ ⑤-4 ＜ ⑤-5 ＜ ⑤-2 ＜ ⑤-3 ＜ ⑤-1 ＜ ①現況 

①現況を 
基準とした 
初期水位 
低減量 

初期水位低減量が小さい（水位が高い） ＜ 初期水位低減量が大きい（水位が低い） 
勝部川：①現況 ＜⑤-1 ＜ ⑤-3 ＜ ⑤-2 ＜ ⑤-5 ＜ ⑤-4 ＜ ⑤-6 
日置川：①現況 ＜⑤-1 ＜ ⑤-3 ＜ ⑤-2 ＜ ⑤-5 ＜ ⑤-4 ＜ ⑤-6 

 

流速－大

流速－小
代表的な断面の模式図 
想定ライン 

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小

流速－大

流速－小



 

 

6-98 

 

 

①現況 ④-1全掘削（掘削後河床高 T.0.3m） ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.19(1) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ⑤-1右岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-2右岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.19(2) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 



 

 

6-100 

 

 

①現況 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.19(3) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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⑤ 現況 ⑤-5左岸側掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-6左岸側掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.19(4) ピーク流量時の流速コンター図 

 

流速 

(m/s) 
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(5) 【参考】構造物と砂州掘削を組み合わせた効果の検討 

対策（案）を組み合わせるにあたり、構造物設置後における掘削高を変化させることによ

る影響を確認する必要があると考えられる。そこで、掘削による対策の中で、フラッシュ効

果が最も高いと想定される中央部掘削と初期水位の低減量がもっとも大きい全掘削に対して、

構造物による対策（フラッシュ効果の高かった不透過を採用）を組み合わせた計“8案”を比

較、検討する。 

 

表 6.3.15 最適案の検討ケース 

No. 構造物による対策（案） 掘削による対策（案） 掘削土砂量 

A-1 

②-1導流堤延伸（h=3.0m） 

④-1全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 875.8㎥ 

A-2 ④-2全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 2675.0㎥ 

A-3 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 187.8㎥ 

A-4 ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 739.3㎥ 

B-1 

③-1上流導流堤（h =3.0m） 

④-1全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 875.8㎥ 

B-2 ④-2全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 2675.0㎥ 

B-3 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 187.8㎥ 

B-4 ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 739.3㎥ 

 

 

 

②-1導流堤延伸 ③-1上流導流堤 

   

図 6.3.20 組み合せる対策（案）の模式図 

  

②-1 ③-1 

⑤-3,4 中央部掘削 

④-1,2 全掘削 
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1) 計算結果 

計算結果については、巻末「2.平面二次元河床変動モデル計算結果」に示す。 

該当ページの目次は以下である。 

 

 

2.3 【参考】構造物と砂州掘削を組み合わせた効果の検討 ....................... 巻末-2-59 

2.3.1 A-1導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：875.8㎥］ 

 ...................... 巻末-2-60 

2.3.2 A-2導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：2675.0㎥］ 

 ...................... 巻末-2-64 

2.3.3 A-3導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：187.8㎥］ 

 ...................... 巻末-2-68 

2.3.4 A-4導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：739.3㎥］ 

 ...................... 巻末-2-72 

2.3.5 B-1上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：875.8㎥］ 

 ...................... 巻末-2-76 

2.3.6 B-2上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：2675.0㎥］ 

 ...................... 巻末-2-80 

2.3.7 B-3上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：187.8㎥］ 

 ...................... 巻末-2-84 

2.3.8 B-4上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：739.3㎥］ 

 ...................... 巻末-2-88 
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2) 構造物と砂州掘削の組合せによる対策の効果比較 

(4) 1) で計算した各ケースについて、“砂州のフラッシュ効果”及び“水位低減効果”

についてそれぞれ以下の観点で比較・分析を実施する。 

 

○砂州のフラッシュ効果：砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）における土砂変動量

を比較し、より多くの土砂が流出する対策を効果の高い対策

とする。 

○水位低減効果    ：勝部川及び日置川の計算区間における最大水位縦断を比較し、

最も水位を減少させている対策を効果の高い対策とする。 

 

表 6.3.16 対策工検討ケース（再掲） 

No. 構造物による対策（案） 掘削による対策（案） 掘削土砂量 

A-1 

②-1導流堤延伸（h=3.0m） 

④-1全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 875.8㎥ 

A-2 ④-2全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 2675.0㎥ 

A-3 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 187.8㎥ 

A-4 ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 739.3㎥ 

B-1 

③-1上流導流堤（h =3.0m） 

④-1全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 875.8㎥ 

B-2 ④-2全掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 2675.0㎥ 

B-3 ⑤-3中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.3m） 187.8㎥ 

B-4 ⑤-4中央部掘削（掘削後地盤高 T.P.+0.0m） 739.3㎥ 

 
 

 

図 6.3.21 設定した区間 C及び D（砂州周辺区間）  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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a) 砂州のフラッシュ効果の検討 

砂州のフラッシュ効果を検討するにあたり、砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）に

おける各対策工（案）の土砂変動量について、比較を行った。図 6.3.22 に示すグラフか

ら以下のことが確認できる。 

 

・区間 C（R3.2 地形の砂州部）は、上流に導流堤を設置し、掘削を実施することで、

1000～2000㎥程度の土砂が現況よりも流出しやすくなることが確認できた。また、

既設導流堤を延伸し、掘削を実施した場合は、土砂流出量が 1000㎥程度減少すると

想定される。 

・区間 D（船着き場付近）では、既設導流堤を延伸し、掘削を実施することで、1000

～2000㎥程度の土砂が現況よりも流出しやすくなることが確認できた。また、上流

に導流堤を設置した場合は、土砂流出量が 1500～2000 ㎥程度減少すると想定され

る。 

・区間 C+D（砂州が発達する領域＋船着き場）では、下流導流堤を延伸し、中央部を

掘削するケースが最も土砂流出量が大きくなっているが、その差は 500㎥程度であ

る。 

 

 

 

図 6.3.22 各対策工における砂州周辺の土砂変動量 

  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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b) 水位低減効果の検討 

水位低減効果を検討するにあたり、各対策工（案）の最大水位縦断について、比較を行

った。図 6.3.23、図 6.3.24に示すグラフから以下のことが確認できる。 

 

■対策工：導流堤延伸＋掘削 

・導流堤を延伸した箇所については、全ケースで水位が上がっているが、T.P.+0.0mま

で掘削したケースについては、上流側の水位が現況よりも 5cm 程度減少している。 

・日置川においても、T.P.+0.0mまで掘削したケースについては、上流側の水位が現況

よりも 5cm程度減少している。 

 

■対策工：上流導流堤設置＋掘削 

・日置川及び勝部川の上流区間での最大水位は、その掘削形状においても、現況と比

較して、10cm未満程度の水位差であった。 

・差は小さいが、基本的に掘削土砂量に応じて、最大水位は低下していることが確認

できた。 

 

上記より、上流に導流堤を設置し、砂州全体を T.P.+0.0mまで掘削することで、全体的

に 5cm 程度最大水位を低下させることができることが分かった。しかし、土砂の流出量

の変化が少ないことから、河積が増加したことによる初期水位の低下であることが想定さ

れる。しかし、掘削土砂量が同じ場合に、上流側に導流堤を設置したケースの方が、全体

的に水位が低下している。よって、“ケース B-2”が検討ケースの中では、効果のある対策

工（案）と考えられる。 
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図 6.3.23(1) 最大水位（勝部川）【導流堤延伸＋掘削】 
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①現況最大水位【勝部川】

A-1導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【勝部川】

A-2導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【勝部川】

A-3導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【勝部川】

A-4導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【勝部川】
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図 6.3.23 (2) 最大水位（日置川）【導流堤延伸＋掘削】 
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①現況最大水位【日置川】
A-1導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【日置川】
A-2導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【日置川】
A-3導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【日置川】
A-4導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【日置川】
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図 6.3.24(1) 最大水位（勝部川）【導流堤延伸＋掘削】 
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①現況最大水位【勝部川】

B-1上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【勝部川】

B-2上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【勝部川】

B-3上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【勝部川】

B-4上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【勝部川】
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図 6.3.24 (2) 最大水位（日置川）【縦断方向掘削】 
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①現況最大水位【日置川】

B-1上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【日置川】

B-2上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【日置川】

B-3上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高0.3m）最大水位【日置川】

B-4上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高0.0m）最大水位【日置川】
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3) 構造物と砂州掘削の組合せによる効果検討のまとめ 

これまでの結果から構造物も設置と掘削を組み合わせることによる、特徴や傾向を以下

にまとめる。 

■ピーク流量時付近の流速コンター：図 6.3.25 

 

■対策（案）の組合せについて 

・対策案を組み合わせた場合、掘削による河積の増加で掃流力が低下し、構造物の設置

によるフラッシュ効果が小さくなる。 

・構造物を設置することで、局所的に水位が高くなるため、掘削のみの場合よりも初期

水位の低減効果が小さくなる。 

・砂州全体を掘削した場合、河積を確保することができるため、初期水位が低減されて

いる。 
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①現況 A-1導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高 0.3m） A-2導流堤延伸＋全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.25(1) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 A-3導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） A-4導流堤延伸＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.25(2) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 B-1上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高 0.3m） B-2上流導流堤設置＋全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.25(3) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 B-3上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） B-4上流導流堤設置＋中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.25(4) ピーク流量時の流速コンター図 

 

 

流速 

(m/s) 
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6.3.5 不等流計算による対策案の水位把握（R3.7洪水） 

対策案実施後の河道水位を精査するため、各対策工の代表的なケースについて、不等流計算を

実施する。 

(1) 不等流計算条件 

検討条件を表 6.3.17にまとめる。対策工の検討条件と共通とすることとし、不等流計算の

計算流量は表 6.3.18のとおりとする。 

表 6.3.17 不等流計算条件による水面形の再現検証条件（R3.7洪水） 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 

勝部水系 2 級
河川 

計算断面 

現況：洪水前断面による(河口部は砂州が発達した地形) 
・勝部川 河口部(0k000～0k400)：R3.2測量 

河口部以外(0k400～)：H31.03測量（河口部以外の最新測量） 
・日置川 全区間：H31.04測量（河口部以外の最新測量） 
河床変動計算後：河口部は河床変動計算後の地形、その他は現況と同じ 
・勝部川 河口部(0k000～0k400) 
①現況 
②-1導流堤延伸 
③-1上流導流堤 
④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 
⑤-3縦断掘削（掘削後地盤高 0.3m） 

 

水位計算手法 ・1次元不等流モデルによる *)  
計算流量 ・河口：237m3/s（1ケース）（参照：表 6.3.18）  

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：限界水深による（ただし朔望平均満潮
位 T.P.+0.5mを下回らない） 
・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・勝部川・日置川：n=0.030（全区間） 河川整備計画
での粗度 

*)平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」の事業評価モデルと整合 

 

表 6.3.18 不等流計算の流量配分 

 R3.7 洪水実績 (m3/s) 

勝部川 河口 237 

勝部川 日置川合流前 154 

日置川 下流端 83 

日置川 露谷川合流前 83 

 

(2) 計算断面 

移動床となる河道底面部は河床変動計算による計算後断面を適用する。護岸等の河岸部、

既設導流堤については地形変化を生じないことから、測量断面を適用する。②-1導流堤延伸、

③-1上流導流堤の各案については、河道中央部に導流堤を新設することとする。 

以上に基づいて設定した河口部における計算断面を図 6.3.26に示す。 
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図 6.3.26(1) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（R3.7洪水） 



 

6-118 

 

図 6.3.26(2) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（R3.7洪水） 
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図 6.3.26(3) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（R3.7洪水） 
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(3) 計算結果 

計算水位縦断図を図 6.3.27に示す。不等流計算によっても各対策案の水位低下量が小さい

ことが確認された。 
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図 6.3.27(1) 不等流計算水位縦断図（勝部川）（R3.7洪水） 

 
図 6.3.27(2) 不等流計算水位縦断図（日置川）（R3.7洪水）  
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6.3.6 対策効果の検討（1/50計画流量） 

これまでの結果から、R3.7洪水時と同等の流量においては、対策を実施した場合においても、

計画河道（1/50）程度までの土砂を流出させる可能性は見込めないことが分かった。その原因の

1つとして、一部の掃流力が上がることにより、他方の掃流力が低下することで、合計の土砂流

出量の変化が少ないことから、流量の不足が想定される。 

そこで、実際の計画流量規模の洪水が発生した場合の効果についても検討を実施する。検討ケ

ースは、各対策工の代表的なケースを選定した。なお、河川整備計画時に合わせて、下流端につ

いては、朔望平均満潮位を設定する（表 6.3.19参照）。 

 

表 6.3.19 流量規模及び対策工の条件 

No. 対策工 流量 区間 幅 高さ 

① 現況 

■上流端流量 
50年確率規模 
計画流量 

 
■下流端水位 
朔望平均満潮位 
T.P.0.5m 
 
図 6.3.28参照 

-0.8k付近～ 
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

② 中導流堤の延伸 0.12k付近～ 
0.4k 

2.5m 
T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

③ 
導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

④-1 全掘削 

砂州部 

10m 掘削後地盤高 T.P.+0.0m 

④-2 全掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.3m 

⑤-1 砂州中央部掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.0m 

⑤-2 砂州中央部掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.3m 

 

 

図 6.3.28 入力条件（上流端流量及び下流端水位）  
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(1) 計算結果 

計算結果については、巻末「2.平面二次元河床変動モデル計算結果」に示す。 

該当ページの目次は以下である。 

 

 

2.4 対策効果の検討（朔望平均満潮位＋1/50計画流量） .......................... 巻末-2-92 

2.4.1 ①現況 ............................................................................................. 巻末-2-93 

2.4.2 ②導流堤延伸 .................................................................................. 巻末-2-97 

2.4.3 ③上流導流堤設置 ........................................................................... 巻末-2-101 

2.4.4 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：875.8㎥］ ......... 巻末-2-105 

2.4.5 ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：2675.0㎥］ ....... 巻末-2-109 

2.4.6 ⑤-1中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：187.8㎥］ .. 巻末-2-113 

2.4.7 ⑤-2中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：739.3㎥］ .. 巻末-2-117 
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(2) 対策案による効果比較 

6.3.6 (1) で計算した各ケースについて、“砂州のフラッシュ効果”及び“水位低減効果”

についてそれぞれ以下の観点で比較・分析を実施する。 

 

○砂州のフラッシュ効果：砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）における土砂変動量

を比較し、より多くの土砂が流出する対策を効果の高い対策

とする。 

○水位低減効果    ：勝部川及び日置川の計算区間における最大水位縦断を比較し、

最も水位を減少させている対策を効果の高い対策とする。 

 

表 6.3.20 対策（案）検討ケース（再掲） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

現況 
-0.8k付近～
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

② 中導流堤の延伸 
0.12k付近
～0.4k 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

③ 
導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

④-1 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

④-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

⑤-3 
砂州上流端 
～下流端 

10m程度（砂州中央部） 

掘削後地盤高 T.P.+0.0m 

⑤-4 掘削後地盤高 T.P.+0.3m 

 

 

図 6.3.29 設定した区間 C及び D（砂州周辺区間）  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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2) 砂州のフラッシュ効果の検討 

砂州のフラッシュ効果を検討するにあたり、砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）に

おける各対策工（案）の土砂変動量について、比較を行った。図 6.3.30 に示すグラフか

ら以下のことが確認できる。 

 

・区間 C（R3.2地形の砂州部）は、上流に導流堤を設置した場合のみ、フラッシュが

100㎥程度促進されているが、掘削を実施したケースは変化が小さい。 

・区間 D（船着き場付近）では、既設導流堤を延伸することで、2500㎥程度の土砂が

現況よりも流出しやすくなっていることが確認できた。 

 

上記より、砂州のフラッシュについては、対策案の効果があまり見られなかった。一方、

砂州周辺の土砂流出については、“ケース②”が最も効果が高いことが確認できた。しか

し、1000㎥程度の増加量であるため、計画河道の断面を確保する等の効果は見込めない。 

なお、上流に導流堤を設置した場合の砂州のフラッシュ効果が小さい原因としては、計

画流量のピークが短いことや河床が比較的動きにくい流量から急な上昇と下降を行うた

め、土砂が流出しきらないことが要因であると考えられる。 

 

 

図 6.3.30 各対策工における砂州周辺の土砂変動量 

 

  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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3) 水位低減効果の検討 

水位低減効果を検討するにあたり、各対策工（案）の最大水位縦断について、比較を行

った。図 6.3.31、図 6.3.32に示すグラフから以下のことが確認できる。 

 

■対策工：構造物設置 

・最大水位が最も低いのは現況であった。 

・その次に最大水位が低いのは上流に導流堤を設置したケースであるが、構造物を設

置した合流部で、局所的に水位が上昇している。 

 

■対策工：砂州掘削 

・掘削量に応じて水位が低下しているため、砂州を T.P.+0.0m まで掘削する場合に最

も水位が低下している。 

・フラッシュの促進による水位低下ではないと考えられる。 

 

上記より、砂州を掘削したケースは全体として、水位は低下しているが、“ケース④-2”

が最も水位低減効果が高かった。構造物による対策の最大水位が増加している原因として

は、計画流量のピークが短く、また、河床が比較的動きにくい流量から急な上昇と下降を

行うため、土砂が流出しきらないことで、発生していると考えられる。 
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図 6.3.31(1) 最大水位（勝部川）【構造物】 
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図 6.3.31(2) 最大水位（日置川）【構造物】 
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図 6.3.32(1) 最大水位（勝部川）【掘削】 
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図 6.3.32(2) 最大水位（日置川）【掘削】 
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(3) 対策による効果のまとめ 

これまでの結果から構造物を設置することによる、特徴や傾向を以下にまとめる。 

■ピーク流量時付近の流速コンター：図 6.3.33 

 

■1/50計画流量について 

・基本方針・整備計画で想定されている 1/50 流量は、合成合理式により算定されたピ

ーク流量を基に作成されているため、1洪水のハイドログラフ全体を良好に再現する

ことができておらず、流量の多い時間の継続時間が確保できていないため、土砂の流

出量が過少になっている可能性がある。 

 

■構造物の位置の違いについて 

・全体として、1/50 計画流量洪水が発生した場合においても、1/50 計画断面を確保す

るまでは至らなかった。 

・導流堤を延伸した場合、極端にピークの短いハイドロにおいても、一定の土砂流出促

進効果があることが分かった。 

・上流側に導流堤を設置した場合は、土砂が移動しきる前に流量が小さくなるため、効

果が低かったと考えられる。 

 

■砂州の掘削形状の違いについて 

・全体として、1/50計画流量洪水が発生した場合においても 1/50計画断面を確保する

までは至らなかった。 

・フラッシュを促進するという観点では、大きな効果は確認できなかったが、初期水位

が低下するため、掘削量に応じた、初期水位の低下は確認できる。 
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①現況 ②導流堤延伸 ③上流導流堤設置 

   

図 6.3.33(1) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.33(2) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ⑤-1 中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-2 中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.33(3) ピーク流量時の流速コンター図 

 

 

流速 

(m/s) 
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(4) 【参考】潮位条件を変更した場合の対策効果検討（朔望平均干潮位） 

勝部川河口部は、勾配が低く、潮位の影響を受けやすい。よって、潮位が低い場合（潮位

の影響を受けにくい場合）の洪水についても検討を実施する。検討ケースは、各対策工の代

表的なケースを選定した（表 6.3.21参照）。 

 

表 6.3.21 流量規模及び対策工の条件 

No. 対策工 流量 区間 幅 高さ 

① 現況 

■上流端流量 
50年確率規模 
計画流量 

 
■下流端水位 
朔望平均干潮位 
T.P.+0.082m 
 
図 6.3.34参照 

-0.8k付近～ 
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

② 中導流堤の延伸 0.12k付近～ 
0.4k 

2.5m 
T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

③ 
導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
T.P.+3.0m 
（水位が構造物を越えないよう設定） 

④-1 全掘削 

砂州部 

10m 掘削後地盤高 T.P.+0.0m 

④-2 全掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.3m 

⑤-1 砂州中央部掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.0m 

⑤-2 砂州中央部掘削 10m 掘削後地盤高 T.P.+0.3m 

 

 

図 6.3.34 入力条件（上流端流量及び下流端水位）  
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1) 計算結果 

計算結果については、巻末「2.平面二次元河床変動モデル計算結果」に示す。 

該当ページの目次は以下である。 

 

 

2.5 【参考】対策効果の検討（朔望平均干潮位＋1/50計画流量） ........... 巻末-2-121 

2.5.1 ①現況 ............................................................................................. 巻末-2-122 

2.5.2 ②導流堤延伸 .................................................................................. 巻末-2-126 

2.5.3 ③上流導流堤設置 ........................................................................... 巻末-2-130 

2.5.4 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：875.8㎥］ ......... 巻末-2-134 

2.5.5 ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：2675.0㎥］ ....... 巻末-2-138 

2.5.6 ⑤-1中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ［掘削量：187.8㎥］ .. 巻末-2-142 

2.5.7 ⑤-2中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） ［掘削量：739.3㎥］ .. 巻末-2-146 
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2) 低潮位時のフラッシュ効果について 

対策工案を考慮せず、1/50計画流量を入力条件とした場合、土砂変動量が潮位の違いに

よって、どの程度変化するのかを以下に示す。 

■土砂変動量の違いについて 

・潮位が 4cm程度低下すると、河口部全体で土砂流出量が増加する傾向にある。特に、

既存導流堤区間（A＋B）で顕著な土砂流出が見られた。 

・土砂流出量は増加したが、総面積（約 34,000㎥）から考えた場合、1m未満の河床低

下量であることが確認できた。 

 

 

図 6.3.35 土砂変動量集計区間 

 

 

図 6.3.36 潮位による河口部での土砂変動量の違い 

  

-20000

-15000

-10000

-5000

0

5000

A B A+B C D C+D E F E＋F 合計

土
砂
変
動
量
（
㎥
）

①現況(1/50流量,朔満）

①現況(1/50流量,朔干）

①現況(R3.7洪水)【参考】
A 導流堤左岸 / B 導流堤右岸

C 導流堤端部～0.4ｋ左岸 / D 導流堤端部～0.4ｋ右岸

E 0.4ｋ～河川合流部左岸 / F 0.4ｋ～河川合流部右岸

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

A B 

C 
D 

E F 

距離標 0.0kが近い箇所で 
他の流量・潮位条件よりも 
3000㎥以上大きく土砂が 
流出している。 
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3) 対策案による効果比較 

1) で計算した各ケースについて、“砂州のフラッシュ効果”及び“水位低減効果”につ

いてそれぞれ以下の観点で比較・分析を実施する。 

 

○砂州のフラッシュ効果：砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）における土砂変動量

を比較し、より多くの土砂が流出する対策を効果の高い対策

とする。 

○水位低減効果    ：勝部川及び日置川の計算区間における最大水位縦断を比較し、

最も水位を減少させている対策を効果の高い対策とする。 

 

 

表 6.3.22 対策（案）検討ケース（再掲） 

No. 対策工 区間 幅 高さ 

現況 
-0.8k付近～
0.12k付近 

5m 現況構造物の高さを設定 
（海域：T.P.+0.3m 河川域：T.P.+0.8m） 

② 中導流堤の延伸 
0.12k付近
～0.4k 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

③ 
導流堤設置 

（上流側） 
0.3k～ 
日置川合流部 

2.5m 
(既存導流堤の半分) 

T.P.+3.0m 
(水位が構造物を越えないよう設定) 

④-1 

砂州掘削 
（左岸側） 

全掘削 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

④-2 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

⑤-3 
砂州上流端 
～下流端 

10m程度（砂州中央部） 

T.P.+0.3m以上を掘削 
（平均的な砂州高を下回る） 

⑤-4 
T.P.+0.0m以上を掘削 
（陸上掘削が可能な限界を想定） 

 

 

図 6.3.37 設定した区間 C及び D（砂州周辺区間）  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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b) 砂州フラッシュ効果の検討 

砂州のフラッシュ効果を検討するにあたり、砂州周辺区間（区間 C及び区間 C＋D）に

おける各対策工（案）の土砂変動量について、比較を行った。図 6.3.38 に示すグラフか

ら以下のことが確認できる。 

 

・区間 C（R3.2地形の砂州部）は、上流に導流堤を設置した場合のみ、フラッシュが

200㎥程度促進されているが、掘削を実施したケースは変化が小さい。 

・区間 D（船着き場付近）では、既設導流堤を延伸することで、2500㎥程度の土砂が

現況よりも流出しやすくなっていることが確認できた。 

 

上記より、砂州（区間 C）のフラッシュについては、対策案の効果があまり見られなか

った。一方、砂州周辺の土砂流出（区間 C＋D）については、“ケース②”が最も対効果が

あることが確認できた。上流に導流堤を設置した場合の砂州のフラッシュ効果が小さい原

因としては、計画流量のピークが短く、また、河床が比較的動きにくい流量から急な上昇

と下降を行うため、土砂が流出しきらないことで、発生していると考えられる。 

 

 

図 6.3.38 各対策工における砂州周辺の土砂変動量 

 

  

土砂変動量集計区間 
（約 34,000㎡） 

約 7800㎡： C D ：約 9000㎡
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c) 水位低減効果の検討 

水位低減効果を検討するにあたり、各対策工（案）の最大水位縦断について、比較を行

った。図 6.3.31、図 6.3.32に示すグラフから以下のことが確認できる。 

 

■対策工：構造物設置 

・最大水位が最も低いのは現況であった。 

・その次に最大水位が低いのは上流に導流堤を設置したケースであるが、構造物を設

置した合流部で、局所的に水位が上昇している。 

 

■対策工：砂州掘削 

・掘削量に応じて水位が低下しているため、砂州を T.P.0.0mまで掘削する場合に最も

水位が低下している。 

・フラッシュの促進による水位低下ではないと考えられる。 

 

上記より、砂州を掘削したケースは全体として、水位は低下しているが、“ケース④-2”

が最も水位低減効果が見られた。構造物による対策の最大水位が増加している原因として

は、計画流量のピークが短いことや河床が比較的動きにくい流量から急な上昇と下降を行

うため、土砂が流出しきらないことが要因であると考えられる。 
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図 6.3.39(1) 最大水位（勝部川）【構造物】 
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図 6.3.31(2) 最大水位（日置川）【構造物】 
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図 6.3.40(1) 最大水位（勝部川）【掘削】 
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図 6.3.32(2) 最大水位（日置川）【掘削】 
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4) 低潮位時における効果のまとめ 

これまでの結果から潮位の違いによる、特徴や傾向を以下にまとめる。 

■ピーク流量時付近の流速コンター：図 6.3.41 

 

■潮位の違いによる変化について 

・現況再現計算の結果から、潮位が低くなることで、土砂流出量が 5000㎥程度増加す

ることが確認できた。 

・土砂流出量は増加するが、河口部全体の河床高を 1m程度下げるまでも至らないため、

フラッシュによる計画河道の断面の確保は難しいことが分かった。 

・対策工による変化は小さく、土砂の流出量については、流量及び潮位の寄与率が高い

ことが想定される。 

・河口部のピーク流量時の波形を精度良く再現することで、より土砂流出量が増加する

可能性がある。 
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①現況 ②導流堤延伸 ③上流導流堤設置 

   

図 6.3.41 (1) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ④-1全掘削（掘削後地盤高 0.3m） ④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.41 (2) ピーク流量時の流速コンター図 

  

流速 

(m/s) 
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①現況 ⑤-1 中央部掘削（掘削後地盤高 0.3m） ⑤-2 中央部掘削（掘削後地盤高 0.0m） 

   

図 6.3.41 (3) ピーク流量時の流速コンター図 

 

 

流速 

(m/s) 
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6.3.7 不等流計算による対策案の水位把握（1/50計画流量） 

対策案実施後の河道水位を精査するため、各対策工の代表的なケースについて、不等流計算を

実施する。 

(1) 不等流計算条件 

検討条件を表 6.3.23にまとめる。対策工の検討条件と共通とすることとし、不等流計算の

計算流量は表 6.3.24のとおりとする。 

表 6.3.23 不等流計算条件による水面形の再現検証条件（1/50計画流量） 

項 目 条 件 備 考 

対象河川 ・勝部川： L=2,200m（A=60.5km2） 
・日置川： L=2,400m 

勝部水系 2 級
河川 

計算断面 

現況：洪水前断面による(河口部は砂州が発達した地形) 
・勝部川 河口部(0k000～0k400)：R3.2測量 

河口部以外(0k400～)：H31.03測量（河口部以外の最新測量） 
・日置川 全区間：H31.04測量（河口部以外の最新測量） 
河床変動計算後：河口部は河床変動計算後の地形、その他は現況と同じ 
・勝部川 河口部(0k000～0k400) 
①現況 
②-1導流堤延伸 
③-1上流導流堤 
④-2全掘削（掘削後地盤高 0.0m） 
⑤-3縦断掘削（掘削後地盤高 0.3m） 

 

水位計算手法 ・1次元不等流モデルによる *)  
計算流量 ・河口：620m3/s（1ケース）（参照：表 6.3.24表 6.3.18）  

出発水位 

・勝部川下流端（河口）0ｋ000：限界水深による（ただし朔望平均満潮
位 T.P.+0.5mを下回らない） 
・日置川下流端 0ｋ000：本川背水影響を受けるため、本川合流点 0k500
の計算水位(0k400と 0k600の平均)を適用 

 

粗度係数 ・勝部川・日置川：n=0.030（全区間） 河川整備計画
での粗度 

*)平成 24 年度 勝部川河川改修工事「整備方針検討業務委託」の事業評価モデルと整合 

 

表 6.3.24 不等流計算の流量配分 

 1/50 確率流量 (m3/s) 

勝部川 河口 620 

勝部川 日置川合流前 360 

日置川 下流端 260 

日置川 露谷川合流前 230 

 

(2) 計算断面 

移動床となる河道底面部は河床変動計算による計算後断面を適用する。護岸等の河岸部、

既設導流堤については地形変化を生じないことから、測量断面を適用する。②-1導流堤延伸、

③-1上流導流堤の各案については、河道中央部に導流堤を新設することとする。 

以上に基づいて設定した河口部における計算断面を図 6.3.42に示す。 
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図 6.3.42(1) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（1/50計画流量） 
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図 6.3.42(2) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（1/50計画流量） 
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図 6.3.42(3) 不等流計算断面の設定結果（勝部川河口部）（1/50計画流量） 
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(3) 計算結果 

計算水位縦断図を図 6.3.43に示す。不等流計算によっても各対策案の水位低下量が小さい

ことが確認された。 
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図 6.3.43(1) 不等流計算水位縦断図（勝部川）（1/50計画流量） 

 
図 6.3.43(2) 不等流計算水位縦断図（日置川）（1/50計画流量）  
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6.4 最適案の設定及びまとめ（対策工の検討） 

対策（案）の効果（“フラッシュの促進”及び“フラッシュが促進されたことによる水位低減

効果”）を検討した。また、その際に基本方針、整備計画で想定されている 1/50計画断面の確保

が可能かどうかを確認した。 

■フラッシュ促進効果 

いずれの対策においてもフラッシュの効果及び土砂流出量の増加は見られたものの、その規

模が小さいため、フラッシュの促進による 1/50 計画断面の確保及び顕著な水位低減効果は確

認できなかった。また、海域からの波や、土砂の戻りについては、考慮していないため、効果

はさらに低減する可能性がある。よって、1/50計画断面の確保やフラッシュの促進による水位

低減効果といった観点においては、あまり有効ではないことが分かった。 

 

■水位低減効果・・・表 6.4.1参照 

フラッシュ促進による水位低減効果は見られなかったものの、掘削による初期水位低減効果

を確認することができた。河口砂州を 2,500㎥程度掘削した場合においては、上流側の水位を

10cm程度下げる効果があると想定される。一方、掘削の形状による違いについては、水位の

低減効果は数 cm程度であり、最も水位を下げる効果が高いのは掘削量の確保であることが確

認できた。 

 

■最適案の設定（当面の対策） 

最適案と抜本的な対策としては、“海岸からの土砂移動を想定し、離岸堤を設置した後、基

本方針・整備計画で想定されている 1/50計画断面まで、掘削を実施する。”または、“1/50計

画断面までの掘削をしたうえで、構造物によって土砂流出を促進することで、河道内に土砂が

堆積しないような対策をする。”といった 1/50計画断面までの掘削をした後に、河道を維持す

る対策が考えられる。また、昨年度業務において、洪水で流出した土砂が、波の作用により、

約 2年程度で元の箇所に戻るという評価がされている。よって、当面の対策としては、洪水時

の初期水位を下げるため、堆積土砂を 2年に 1回程度の頻度で掘削することが望ましい。 

 

表 6.4.1 現況（R3.7洪水）に対する各対策案の最高水位の変化量 

地点 
（直近の距離標） 

青谷大橋付近 
(勝部川 0.15k) 

砂州部 
(勝部川 0.3k) 

合流点付近 
(勝部川 0.5k) 

日置観測所※1 
(日置川 0.4k) 

勝部川 
水位低減量 
最大箇所 

日置川 
水位低減量 
最大箇所 

①中導流堤の延伸 24.7cm 20.5cm 5.6cm 4.0cm -1.7cm 0.7cm 

②上流に導流堤を設置 -4.9cm 5.8cm 0.1cm 0.5cm -4.9cm -0.1cm 

③砂州全体を 
T.P.±0.0mまで掘削※2 

-9.1cm -11.2cm -0.2cm -7.1cm -12.8cm -10.1cm 

④砂州全体を 
T.P.+0.3mまで掘削※2 

-6.2cm -2.2cm -0.1cm -1.8cm -6.2cm -2.8cm 

⑤砂州を幅 10mで 
T.P.±0.0mまで掘削※2 

-5.5cm -0.7cm -0.1cm -0.9cm -5.6cm -1.4cm 

※1新青谷大橋付近   ※2掘削土砂量：③2675㎥ ④876㎥ ⑤739㎥ 
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6.5 関係機関協議 

河口部治水対策工の検討結果に基づき、学識者、関係行政、漁業関係者に協議を行うことと

している。 

 

関係機関協議として、以下の協議を実施した。 

また、検討結果を踏まえ、関係機関と協議するための説明資料として、対策工検討の概要につ

いてまとめた資料を作成した。資料を以降のページに示す。 

 

①令和 5年 3月 7日  鳥取県 県土整備部 空港港湾課  安本課長補佐 

・業務計画書を持参し、検討方針の確認を行った。 

・業務計画書の通り、平面二次元河床変動モデルを用いて、導流堤の効果を把握することで

了承を得た。 

 

②令和 5年 6月 1日  地元漁業関係者 

■河道・河口砂州の状況について 

・昔は右岸側に広い砂州が形成されており、現状よりも川幅が狭い状況であった。 

・河川改修が進み、導流堤等が整備され、砂州は左岸側に形成されるようになり、現在の川

の姿に変わっていった。 

・台風等で出水が起こると砂州の一部がフラッシュし、海の方へ砂が運ばれている。ただし、

時化があるとすぐに砂が戻ってくる。過去に掘削された箇所等では、一度の時化ですぐに

埋まってしまうことがあった。 

・現在は右岸側を航路として利用している。船着き場・砂州周辺は比較的水深はあるが、橋

梁周辺は浅くなっている。橋脚の東側のみを航行しているが、台風後は中心を通ることも

可能である。一方、橋脚の下の堆積が大きく、船が通れなくなったこともある。 

・砂の戻りは波向にもよるが、東側（青谷海岸）からもあるし、西側（井手ヶ浜）からもあ

る。東側からの頻度は少ないように思う。西側は、昔は丸山岬の前は深かったが、今は浅

くなっており、漁場にも影響している。サンドリサイクルの影響もあると思う。 

・川幅は昔よりも広くなっており、流速が出なくなったことも砂州が大きくなっている原因

ではないかと思う。 

・日置川の合流点の下流部（右岸側）について、砂が溜まっている箇所は、過去の護岸工事

の際に土砂が置かれた状態のままとなっているためと思われる。 

・下流部の本来の河床は昔から泥である。昔は湿地があった。現在は、その上に砂が溜まっ

ているように思われる。 

■出水時の下流部の状況について 

・砂州上流側にある巨石を見ると、出水の大きさがだいたい分かる。巨石が見えなくなるほ

ど川の水位が上がると、上流側では内水による浸水が発生しているようである。これほど

の出水はそれほど発生するものではない。 
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図 6.5.1(1) 関係機関協議用資料（1/5）  
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図 6.5.1(2) 関係機関協議用資料（2/5）  
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図 6.5.1(3) 関係機関協議用資料（3/5）  
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図 6.5.1(4) 関係機関協議用資料（4/5）  
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図 6.5.1(5) 関係機関協議用資料（5/5） 



7-1 

7. 海域における影響及び今後検討するべき項目の抽出 
対策工の実施によって、周辺海域への短期的および長期的な影響（例：漂砂の傾向が変わる、

河口域や河道域への塩水遡上が増す）が生じる可能性がある。このため、生じ得る影響を抽出

した上で、今後検討するべき項目（影響評価、軽減策検討等）をまとめる。 

河口閉塞対策工を実施した場合、河口部の水理特性や土砂動態の変化が生じることにより、周

辺環境へ悪影響が生じることが懸念されるため、懸念される影響をとりまとめる。 

 

7.1 土砂動態の変化分析 

既往検討成果や「6.1 対策工の検討」の検討結果（河床変動解析結果）を基に、河口部から海

域への土砂流出量や海域の堆積量を整理し、対策実施に伴う土砂の堆積量及び場所とその変化状

況を分析する。 

 

7.1.1 測量成果による河口部～海域の土砂移動量 

地形データ（勝部川河口測量、海域の汀線・深浅測量）が継続的に存在する H27 年度以降に

ついて、河川～海岸域における一体的な土砂収支を整理した既往検討結果を以下にとりまとめる。 

図 7.1.1に示す平面図に従って、海域については岸沖方向 3区間(約 200m)、沿岸方向 3区間

(約 250m)の 3×3＝9区分(約 5万㎡)に分割し、測量毎（2回／年）の土砂移動量を算定する。こ

の結果に勝部川河口部の河道における土砂移動量（1回／年）と併せ、河道部と海域の土砂移動

状況を一括して時系列に整理し図 7.1.2のグラフに示す。期間と発生洪水との関連性も図 7.1.2

に示す。 

2年間の土砂移動量を 1年間平均として図 7.1.1に示す。 

・洪水あり期間と洪水なし期間より、2年間の土砂移動量により評価 
③+②洪水期間（4位・1位洪水あり）：H29.3～H31.3 
③+④非洪水期間（洪水なし）：H31.3～R3.2 

・①＋②の洪水期間では、河道内で 0.8万m3の侵食となり、河口周辺の海域は堆積して

おり、河口部から海域への流出土砂があった可能性が推定される。 

・③＋④の非洪水期間では、河道内で 0.6万m3の堆積となり、河口周辺の海域が侵食さ

れており、海域から河口部への土砂移動があった可能性が推定される。 
 

以上のとおり勝部川の河口部では、洪水によって河口砂州の侵食による海域への流出土砂が生

じ、冬期など波浪が卓越する期間には波浪作用により海域から河道内への土砂移動が生じ河口砂

州が形成されている可能性が言える。実際の砂州形成時期は冬季風浪期間(12月～2月)であるこ

とが、巡視写真の毎月記録から確認されている。 

なお、図 7.1.2より河道内河口部と海域の年間の土砂移動量を比較すると、河口部が洪水期間

で 0.5～1.1万m3／年の侵食、非洪水期間で 0.3～0.8m3／年の堆積であるのに対して、海域が 1

万～数万 m3／年程度の侵食・堆積を生じている。土砂移動量について河道と海域の相互関係は

認められるものの、河道に対して海域の移動量は数倍に達しており、単純に河道と海域を土砂が

往復しているわけではない。 
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（H29.3→H31.3：第 4 位・第 1位洪水期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H31.3→R03.2：洪水なし期間） 

図 7.1.1 勝部川河道・青谷海岸における土砂移動量（2年間移動を年間量表示） 

出典：勝部川河口対策検討業務委託報告書 令和 4年 1月 (株)建設技術研究所 

-0.4 

+1.0 

-1.9 

-0.6 
-0.4 -0.5 

-0.2 

-0.0 
+0.3 

土砂移動量 

（単位；万 m3) 

+0.6 

砂州掘削量 
0.05 (R2.8) 

 勝部川流出土砂量 
0.09 (H24.3～H31.3) 

河道部に土砂が 0.6 万 m3

堆積(河口砂州が成長) 

河口沖側周辺の侵食土砂

のうちあげ分が含まれる

と考えられる 

河口周辺沖側は侵食傾向 

夏泊漁港浚渫量 
0.08 (R1) 
0.58 (R2) 

土砂移動量 

（単位；万 m3) 

-0.0 

+0.4 

+0.9 
+0.3 

+0.7 

-0.2 -1.3 
-0.2 

-0.7 

-0.8 

砂州掘削量 
0.14 (H29.6) 
0.11 (H30.7) 

夏泊漁港浚渫量 
0.14 (H29) 
0.11 (H30) 

勝部川流出土砂量 
0.09 (H24.3～H31.3) 

河口沖側周辺に土砂が堆積 

河道部の侵食土砂が含まれ

ると考えられる 

砂州フラッシュにより河

道部で 0.8 万 m3侵食 



7-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1.2 青谷海岸 エリア別土砂移動量の経年変化（H29.3測量を基準） 

出典：勝部川河口対策検討業務委託報告書 令和 4年 1月 (株)建設技術研究所 
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7.1.2 河床変動解析による河口部～海域の土砂移動量 

河床変動計算後の堆積箇所を、現況河道について図 7.1.3、対策案の実施後について図 7.1.4

に示す。これらより以下のことが言える。 

 

・海域の堆積箇所は主として河口テラスの沖側で水深が大きい箇所であるため、これらが

勝部川からの洪水流を阻害して導流堤の沖側の海域水位を上昇させる影響はほとんどな

い。 

・一方、比較的水深の浅い導流堤先端部付近に堆積する土砂が見られることから、これら

は河口水位の上昇要因となる。特に中導流堤と左岸山付部に挟まれた左岸側の河道は川

幅が狭く流下を阻害するため、堆積による水位上昇影響は大きいと考えられる。 

・対策案ケースのうち、②̶1導流堤延伸（案）は、左岸側の河道の沖側堆積が他案と比較

して顕著である。沖側の堆積は治水面での問題ないと考えられるものの、左岸～丸山岬

の山付部で行われているワカメ漁への影響が懸念される。他案は治水面、ワカメ漁のい

ずれも問題ないと考えられる。 

・なお、河川領域での課題となるが、対策案ケースのうち②̶1導流堤延伸（案）は導流堤

先端付近の堆積が他案より顕著であり、左水路の水位上昇を招いていると考えられる。 
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計算後地形（R3.7洪水） 変化量（R3.7洪水） 

  

図 7.1.3 検証計算結果（地形変化及び土砂変動量）［R3.7洪水］ 

計算後地形（②-1導流堤延伸（h=3.0m）） 変化量（②-1導流堤延伸（h=3.0m）） 

  

図 7.1.4(1) 計算結果（地形変化及び土砂変動量） 

地盤高(m) 差分(m) 

地盤高(m) 差分(m) 
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計算後地形（③-1上流導流堤） 変化量（③-1上流導流堤） 

  

図 7.1.4(2) 計算結果（地形変化及び土砂変動量）［③-1］ 

計算後地形（④-2全掘削）） 河床変動量（④-2全掘削） 

  

図 7.1.4(3) 計算結果（地形変化及び土砂変動量）［④-2］ 

地盤高(m) 差分(m) 

地盤高(m) 差分(m) 
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計算後地形（⑤-3中央部掘削（幅＝10m,h=0.3m）） 変化量（⑤-3中央部掘削（幅＝10m,h=0.3m）） 

  
図 7.1.4(4) 計算結果（地形変化及び土砂変動量）［⑤-3］  

地盤高(m) 差分(m) 
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7.2 波浪特性の変化分析（波浪・海浜流解析） 

中導流堤を延伸した場合、高波浪時の波の遡上範囲が上流側へ拡大することで、海域から供給

される土砂の堆積範囲が変化することも想定される。 

そこで、既往検討で構築された波浪解析モデルを用いて、中導流堤を延伸した場合の解析を行

い、波の遡上範囲の変化状況を検討する。（解決策②） 

 

下記の条件による波浪変形計算を実施し、現況（既往検討）に対して中導流堤を延伸した場合

の波浪状況の変化を把握する。 

・計算モデル：非定常緩勾配方程式 

・計算対象範囲：青谷地区（計算領域平面図：図 7.2.1） 

・対象波浪：2013(H25)年 4月から 2021(R3)年 3月のうち代表的な 2時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2.1 波浪変形計算モデルの領域図 

出典：勝部川河口対策検討業務委託報告書 令和 4年 1月 (株)建設技術研究所 

2,300 
 m 

2,200 m 
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(1) モデル条件 

既往実績の 2時点を対象とした波浪解析を実施する。 

海底地形及び勝部川河口部地形は、最新の R3.2深浅測量及び R3.9河口部測量によって設

定する。解析では、ナウファス鳥取港データより取得される実績波浪データを外力条件とす

る。 

表 7.2.1 波浪解析条件（実績波浪の再現計算） 

項 目 解 析 条 件 

解析対象範囲 青谷海岸 
岸沖方向 2200m,沿岸方向 2300m 

解析メッシュ 
サイズ Δx=Δy=5m 440×460メッシュ 

計算地形 

・現況地形 
海域部：R3.2地形（最新測量）※測量外の沖部は延伸して設定 
河道部：R3.9地形（最新測量・R3.7洪水後） 
・河床変動後の河道部地形 
②-1導流堤延伸（案） 

波
浪
解
析 

モデル 非定常緩勾配方程式モデル 
 （屈折・回折・浅水変形・砕波を考慮） 

入射波 鳥取観測所の観測有義波を沖波とみなして与える 

底面摩擦係数 0.020 ※「海岸施設便覧、土木学会編」より設定。 

反射率 

直立壁：0.85 
捨石斜面：0.45 
天然海浜：0.10 
※海岸保全施設の技術上の基準・同解説より中央値を用いて設定。 

潮位 田後観測所における対象時刻の観測潮位 
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(2) 地形条件の設定 

非定常緩勾配方程式モデルに適用するメッシュ地盤高を深浅測量データより作成し、標高

コンター図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2.2 深浅測量による地盤高コンター図（海域 R3.2測量・河道 R3.9測量） 

 

(3) 沖浪条件の設定 

1) 計画外力（波浪・潮位）の整理 

勝部川河口における計画外力（波浪・潮位）条件を下表にまとめる。 

表 7.2.2 高潮・波浪の防護水準一覧（海岸保全基本計画） 

項 目 計画諸元 備 考 

潮位 計画高潮位 H.H.W.L：T.P.+0.85m  
50年 
確率波浪 

N方向 沖波波高 Ho：10.4m 
沖波周期 To：13.45ｓ 

出典：鳥取沿岸海岸保全基本計画（2020）（令和 2年 3月策定） 
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2) 実績による計算波浪の設定 

以下の方針により代表的な波浪状況として、2時点を抽出する。 

・Case1 波高が大きいもの：第 1位を対象 H29(2017).10.23 Ho=6.88m 

・Case2 毎年起こりうる波浪：8年間第 8位 R2(2020).12.30 Ho=5.82m 

 

対象とした時点の実績波浪の抽出結果を表 7.2.3に示す。 

表 7.2.3 近年の高波浪による対象波浪の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※潮位は国土地理院「田後」の 1時間観測値による（30秒値は青谷海岸全域の潮位を表すものでないため） 

出典：勝部川河口対策検討業務委託報告書 令和 4年 1月 (株)建設技術研究所 

(4) 計算結果 

波浪解析の結果は表 7.2.4に示すとおりである。以下のことが言える。 

・波向（N、NNW)にかかわらず、導流堤に沿って勝部川の河道に波浪進入する。高波浪の

大部分は波向 NNW～Nであることから、本検討と同様に導流堤に沿って進入すると考え

られる。 

・波高については、中導流堤中央部では 1m程度の波浪進入が生じているが、中導流堤の上

流側で 0.2ｍ程度に急激に波高低減し、勝部川の河道内への波浪遡上はほとんど生じてい

ない。Case1 は Case2 より波高が約 1m 高く潮位が約 0.3m 低いが、汀線付近の波高は

Case2の方がやや高い。勝部川河口部においては、波高が潮位の影響を大きく受けると考

えられる。 

・波向については、中導堤の整備区間は整備後でも中導流堤中央部付近に堆積土砂が生じる

ため静穏であり、流速が小さいことから整備前後の有意な差は認められない。 

・波高については、中導堤の整備後も中導流堤の上流側で 0.2ｍ程度に急激に低減し勝部川

の河道内への波浪遡上はほとんど生じていない。整備後がやや高くなるが 0.1m未満のご

く僅かであり整備前後の有意な差は認められない。 

順位 生起時刻 有義波最大 潮位[田後] 成因 備考

(波高) 波高(m) 周期(s) 波向(°) (T.P.m)

1 2017/10/23 6:40 6.88 12.0 8 N 0.346 台風 8年間最大

2 2019/10/13 0:20 6.85 12.2 12 NNE 0.192 台風

3 2013/10/16 2:40 6.37 10.0 8 N 0.644 台風

4 2016/1/20 6:40 6.33 11.3 352 NNW 0.613 冬季低気圧 冬季最大

5 2017/1/20 21:40 6.00 9.8 335 NNW 0.598 冬季低気圧

6 2014/10/13 22:20 5.92 9.7 8 N 0.300 台風

7 2013/4/7 19:00 5.84 11.2 352 NNW 0.370 爆弾低気圧

8 2020/12/30 18:20 5.82 10.3 352 NNW 0.645 冬季低気圧 8年間8位

9 2014/12/1 23:40 5.64 10.4 335 NNW 0.644 冬季低気圧

10 2020/4/13 12:00 5.64 10.5 25 NNE 0.309 爆弾低気圧

11 2013/12/20 20:40 5.62 10.5 0 N 0.522 冬季低気圧

12 2015/8/11 12:40 5.50 9.4 348 NNW 0.630 台風

13 2015/12/11 12:40 5.50 9.4 348 NNW 0.496 冬季低気圧

14 2021/1/29 14:40 5.14 12.7 352 NNW 0.635 冬季低気圧

15 2019/12/27 11:20 5.04 9.2 327 NNW 0.246 冬季低気圧

16 2015/1/1 17:20 5.00 9.5 344 NNW 0.417 冬季低気圧
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表 7.2.4 波浪解析結果（実績波浪）【現況地形】 

 波浪解析結果（波向ベクトル図） 波浪解析結果(波高分布図) 

CASE01 

2017(H29)/10/23 6:40 

波高：6.88m(第 1 位) 

周期：12.0sec 

波向：8°(N) 

潮位：T.P.+0.346m 

 

 

 

 

 

CASE02 

2020(R2)/12/30 18:20 

波高：5.82m(第 8 位) 

周期：10.3sec 

波向：352°(NNW) 

潮位：T.P.+0.645m 
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表 7.2.5 波浪解析結果（実績波浪）【中導流堤延伸案】 

 波浪解析結果（波向ベクトル図） 波浪解析結果(波高分布図)  

CASE01 

2017(H29)/10/23 6:40 

波高：6.88m(第 1 位) 

周期：12.0sec 

波向：8°(N) 

潮位：T.P.+ 0.346m 

 

 

 

 

 

CASE02 

2020(R2) /12/30 18:20 
波高：5.82m(第 8 位) 

周期：10.3sec 

波向：352°(NNW) 

潮位：T.P.+0.645m 
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7.3 事例整理 

検討対象の対策工（中導流堤の延伸、左岸砂州の維持的掘削等）に関する全国的な事例を収集・

整理し、対策により発生した周辺への影響の事例から、当該地で生じる可能性のある課題を把握

する。 

 

7.3.1 事例の収集整理 

河口対策工の検討資料の存在する河川を下表に掲げる。 

これらのうち、導流堤の整備、砂州の維持的掘削が検討あるいは実施されている河川を抽出し、

現状平面写真、現状分析、現状対策について整理する。 

表 7.3.1 河口対策工（策定・検討）の全国事例 

 

都道府県 河川名 管理者
河口砂州
(現状)

河口処理
河口砂州の維
持掘削

事例
整理

北海道 留萌川 国 あり ・河口部河道の直線化
・導流堤の変更改築

・なし ○

北海道 沙流川 国 あり ・導流堤（新設） ・なし ○
北海道 尻別川 国 あり ・導流堤（新設） ・なし
北海道 渚滑川 国 あり ・導流堤（新設・模型実験） ・なし ○
青森県 岩木川

(十三湖河口)
国 あり ・導流堤（既設） (不明)

山形県 最上川 国 あり
(水面下)

・導流堤（既設） (不明)

宮城県 鳴瀬川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
宮城県 名取川 国 あり ・導流堤（既設） (不明) ○
茨城県 那珂川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
千葉県 利根川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
神奈川県 相模川 国 あり ・導流堤（既設） ・維持掘削 ○

静岡県 馬込川 県 あり ・導流堤（既設） ・なし
新潟県 阿賀野川 国 あり ・水制工 ・維持掘削 ○
新潟県 荒川 国 あり ・特段なし ・維持掘削 ○
石川県 手取川 国 あり ・導流堤（既設・延伸） (不明) ○
福井県 九頭竜川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
三重県 志原川 県 あり ・導流堤

・人工リーフ(既設)
・なし R3年度

業務

鳥取県 日野川 国 あり ・特段なし ・維持掘削
島根県 静間川 県 あり ・特段なし

・河口H.W.Lが高く(約T.P.+3.5ｍ)、
　砂州による水位上昇を想定

・維持掘削

島根県 江の川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
島根県 高津川 国 あり ・導流堤（既設）

・河口H.W.Lが高く(約T.P.+2.7ｍ)、
　砂州による水位上昇を想定

・維持掘削

島根県 三隅川 県 あり ・放水路（既設）
・導流堤（既設）

(不明) ○

島根県 下府川 県 あり
(水面下)

・岩礁上の離岸堤 (不明) ○

山口県 橋本川
(阿武川水系)

県 あり ・導流堤（既設）
・人工リーフ(計画中止)

・維持掘削 R3年度
業務

高知県 物部川 国 あり ・特段なし ・維持掘削
高知県 四万十川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
宮崎県 大淀川 国 あり ・導流堤（既設） (不明)
(参考)
　導流堤方式の河口処理の現状と問題点 海岸工学論文集 第42巻(1995)
　寒地土木研究所　平成2年度技術研究発表会　論文集
　各河川の河川整備基本方針・河川整備計画
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(1) 留萌川（北海道） 

対策内容：河口直線化、導流堤の延伸 

・導流堤による河口部処理が実施された。 

 
図 7.3.1 対象河川の現状（留萌川） 

 

図 7.3.2 対策案の概要（留萌川） 

出典：留萌川河口部改修に伴う河道計画の検討について 留萌開発建設部治水課 
第 55回（平成 23年度）北海道開発局技術研究発表会 

  

出典：Google Earth 
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(2) 沙流川（北海道） 

対策内容：導流堤の新設 

・河口部に導流堤を新設し川幅を絞り込むことにより、常時開口部を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3.3 対象河川の現状（沙流川） 

 
図 7.3.4 対策案の概要（沙流川） 

出典：沙流川河口導流堤と河口汀線変化について 室蘭開発建設部門別河川事務所 
寒地土木研究所 平成 2年度技術研究発表会 

 

  

出典：Google Earth 
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(3) 渚滑川（北海道） 

対策内容：導流堤の新設 

・水制工も計画されたが確認できない。 

  
 

図 7.3.5 対象河川の現状（渚滑川） 

 
図 7.3.6 対象河川の現状（渚滑川） 

出典：渚滑川河口処理工事について 網走開発建設部 寒地土木研究所 昭和 54年度技術研究発表会 

出典：Google Earth 



 

7-18 

(4) 名取川（宮城県） 

対策内容：導流堤（既設） 

・1986年 8月の台風 10号による出水は名取川河口砂州の大規模な崩壊をもたらし，左

岸砂州が約 100mにわたってフラッシュされた。 

・そのときの河口水位・ハイドログラフを，潮位変動とともに図 3 に示す。図より、流

量ピークに先行して約 1.5 時間前に河口水位のピークが見られ、この時点ですでに河

口砂州のフラッシュが始まっていたことが分かる。 

 
図 7.3.7 対象河川の現状（名取川） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3.8 河口砂州のフラッシュ事例（名取川） 
出典：ながれ 24（2005） 河口域のながれと地形 東北大学大学院工学研究科 田中 仁 

出典：Google Earth 
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(5) 相模川（神奈川県） 

対策内容：導流堤(既設)、河口砂州の維持掘削 

・砂州のフラッシュに着目した対応方策を検討した結果、平水時には死水域となってい

る砂州の左岸側を埋め戻し、洪水時には砂州の右岸側を越流するように切り下げるよ

うな砂州形状にすることが効果的であると考えられる。 

 
図 7.3.9 対象河川の現状（相模川） 

 
図 7.3.10 対象河川の対策検討（相模川） 

出典：相模川河口砂州の土砂動態と今後の対応方策 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 
令和 3年度 第 76回年次学術講演会論文集 第 II部門（河川計画・管理）  

出典：Google Earth 
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(6) 阿賀野川（新潟県） 

対策内容：河口砂州の維持掘削等（検討中） 

・左岸埋立に伴い想定される河口への影響に対する対策案を検討中である。 

 
 

図 7.3.11 対象河川の現状（阿賀野川） 

 

 

図 7.3.12 対象河川の対策検討（阿賀野川） 

出典：第３回阿賀野川河口砂州管理検討委員会説明資料 令和 2年 9月 28日 阿賀野川河川事務所 

 

  

出典：Google Earth 
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(7) 荒川（新潟県） 

対策内容：河口砂州の維持掘削 

・荒川河口部の砂州は、洪水時の水位上昇の要因となる。河口砂州が後退しすぎると、

堀川合流点が閉塞する。 

・「荒川河口砂州維持管理基準（案）」に基づき河口砂州にトレンチを掘り河口砂州のフ

ラッシュを促す管理を毎年実施しており、河口砂州及び汀線、河道のモニタリングを

行っている。 

 

図 7.3.13 対象河川の現状（荒川） 

 
図 7.3.14 河口維持管理の実施事例（荒川） 

出典：事業実施状況 令和 2年 1月 20日 国土交通省北陸地方整備局 羽越河川国道事務所 

出典：Google Earth 
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(8) 手取川（石川県） 

対策内容：導流堤の新設 

・水理模型実験を行い、常時は右岸側航路と左岸河口砂州が存在し、洪水時に河口砂州

がフラッシュされる河口処理計画が立案され、実施された。 

・河口砂州の横断方向位置を固定するため中導流堤方式が採用された。 

 
図 7.3.15 対象河川の現状（手取川） 

 
図 7.3.16 河口砂州の水理模型実験結果（手取川） 

出典：手取川河口処理に関する水理的検討 土木研究所資料 第 1069号 1975.11.1 

出典：Google Earth 
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(9) 三隅川（島根県） 

対策内容：放水路、導流堤の新設 

・昭和 58年 7月洪水を契機に河口放水路が整備された。 

・河口砂州が形成されるため放水路の河口にも両岸に導流堤を設置している。 

 

 
 

図 7.3.17 対象河川の現状（三隅川） 

 

  

出典：Google Earth 
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(10) 下府
しもこう

川（島根県） 

対策内容：離岸堤(海域)、導流堤 ※勝部川と地形類似のため参考掲載 

・漁港整備により遮蔽域となっている海浜東側に土砂が堆積して河口付近の砂浜幅が縮小

し、下府川の河口砂州が上流側に押し込まれやすい状況となっている。 

・河口部の岩礁及び離岸堤により波浪遡上を軽減し、第一橋梁付近の河口砂州の発達を抑

制していると考えられる。 

 

 
出典：Google Earth 

図 7.3.18 対象河川の現状（下府
しもこう

川） 

出典：Google Earth 

出典：Google Earth 
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7.3.2 勝部川における影響・課題 

これまで整理した河口対策や調査の事例より、対策施設に関して以下の影響が考えられる。 

・導流堤による流路（常時開口部）の確保（主に港湾利用）：留萌川 

・導流堤による流路（常時開口部）の確保（河口閉塞の防止、波浪進入の防止）：沙流川、渚滑

川、手取川 

・砂州フラッシュ開始はピーク流量前に生じることがあり、砂州の越水開始と関係：名取川 

・砂州掘削（陸上掘削）によるフラッシュ促進影響が検討中（相模川、阿賀野川、荒川） 

 

以上の河口対策事例を踏まえて、勝部川に関して以下のことが想定される。 

・中導流堤による対策は、砂州の横断方向の位置を固定することにより、常時開口部を最小限

確保し河道内への波浪侵入を抑制する効果がある。 

・河口維持掘削は、事例を見る限り潮位より高い掘削高さとすることから、波浪侵入への影響

は概ね生じない。 
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7.4 影響評価 

以上を基に、対策実施に伴う周辺環境への影響を評価し、表 7.4.1の項目について今後の検討

課題をとりまとめる。 

表 7.4.1 想定される周辺環境への影響 

視点 評価項目 想定される影響（今後の検討課題） 検討方法 

漂砂 

海域の堆積状況 
河川からの流出土砂の増加、堆砂箇所の変化、周辺海岸へ

の影響 
解決策① 

河道内への波の遡上状況 
中導流堤の延伸による波の遡上範囲（堆砂が想定される範

囲）の変化 
解決策②③ 

漁業 漁場周辺の堆積状況 堆砂による漁場への影響 解決策① 

利用 航路部(右岸)の維持状況 中導流堤の延伸による航路維持の効果 解決策① 

環境 塩水遡上の変化の可能性 掘削等による河床低下時の塩水遡上（範囲、濃度）の変化 解決策① 

 

7.4.1 漂砂 

・海域の堆積状況 

「7.1 土砂動態の変化分析」で検討した河床変動計算後の堆積箇所の検討結果より以下のこ

とが言える。 

洪水後の海域の堆積箇所は主として河口テラスの沖側であり、水深が大きい箇所であるため、

これらが勝部川からの洪水流を阻害して導流堤の沖側の海域水位を上昇させる影響はほとんど

ないと考えられる。 

対策案ケースのうち②̶1導流堤延伸（案）は、左河道側の沖側海域への堆積が他案と比較して

顕著であるが、沖側の堆積であるため河道流下能力面への問題はないと考えられる。他案も、海

域における河道流下能力面への問題はないと考えられる。 

 

・河道内への波の遡上状況 

「7.2 波浪特性の変化分析」で検討した②̶1導流堤延伸（案）の河床変動計算後の波浪解析

の検討結果より以下のことが言える。 

波向については、中導堤の整備区間は整備後でも中導流堤中央部付近に堆積土砂が生じるため

静穏であり、流速が小さいことから整備前後の有意な差は認められず、堆積位置への影響はほと

んど無いと考えられる。 

波高については、中導堤の整備後も中導流堤の上流側で 0.2ｍ程度に急激に低減し勝部川の河

道内への波浪遡上はほとんど生じていない。整備後がやや高くなるが 0.1m未満のごく僅かであ

り整備前後の有意な差は認められず、堆積位置への影響はほとんど無いと考えられる。 

河口対策事例より、中導流堤による対策は常時開口部を最小限確保し河道内への波浪侵入を抑

制する効果がある。河口維持掘削は潮位より高い掘削高さとすることから波浪侵入への影響は生

じない。 
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7.4.2 漁業 

・漁場周辺の堆積状況 

「7.1 土砂動態の変化分析」で検討した河床変動計算後の堆積箇所の検討結果より以下のこ

とが言える。 

対策案ケースのうち、②̶1導流堤延伸（案）は、左河道側の沖側海域への堆積が他案と比較し

て顕著である。このため河口左岸～丸山岬の山付部で行われているワカメ漁への影響が懸念され

る。他案はワカメ漁については問題ないと考えられる。 

 

7.4.3 利用 

・航路部(右岸)の維持状況 

「7.1 土砂動態の変化分析」で検討した河床変動計算後の堆積箇所の検討結果より以下のこ

とが言える。 

対策案ケースのうち②̶1導流堤延伸（案）は、航路となっている右河道側の洪水後の洗掘が他

案と比較して大きい。洪水前の常時も砂州の右岸側への拡大を防止する効果が期待される。 

③̶1上流導流堤（案）は洪水後に右岸堆積が生じ右岸河道は全般に浅く、航路の確保面で不利

と考えられる。 

 

 

 

図 7.4.1 河床変動計算後の横断面（勝部川） 
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7.4.4 環境 

・塩水遡上の変化の可能性 

「7.1 土砂動態の変化分析」で検討した河床変動計算後の堆積箇所の検討結果より以下のこ

とが言える。 

河床変動計算後の河床高（ｹｰｽ：②-1導流堤延伸）より、河口対策による河床高への影響は 1.44k

付近の潮止めとなっている床止め付近より上流へ及ばない。日置川についても河床高への影響は

無く塩水遡上による変化は無い。 

勝部川水系の取水箇所は影響区間より上流に位置しており、いずれの河口対策案も問題ないと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.4.2 河床変動計算後の最深河床高（勝部川） ｹｰｽ：②-1導流堤延伸 
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8. 概算事業費の算定 
河口部治水対策工の検討結果に基づき、施工方法等の検討をしたうえで、概算事業費（測量

調査費、設計費、工事費、維持管理費）を算定する。 

 

これまでの検討結果を踏まえ、設定した対策工を対象に、施工方法等の検討をしたうえで、概

算事業費を算定する。 

 

8.1 概算事業費の算定 

河床変動計算を用いた対策工の検討を実施した結果、いずれの対策においても 1/50 計画断面

の確保やフラッシュの促進による水位低減の観点では、高い効果が期待できないことが確認され

た。 

一方、構造物により、一部の掃流力が上がることで、局所的な効果（航路の確保や砂州部のフ

ラッシュを促進する効果）については、ある程度の効果が確認されたため、今後の事業を考える

ための参考値として、検討を行った対策工の概算事業費を算定する。 

表 8.1.1に示す代表的な対策工を設定し、概略的に概算事業費を算定した。なお、施工方法の

検討及び事業費の算出項目等は、周辺で事例の無い対策工②において考慮している。 

 

表 8.1.1 概算事業費算定ケース 

No. 対策工 数量 高さ 備考 

① 
中導流堤の

延伸 
250m程度 既存導流堤と同規模を想定 県内の他事例から算定 

② 
矢板導流堤

設置 

（上流側） 
200m程度 

T.P.3.0m 
※洪水時の水位が構造物を越えないよう 
設定 

設計標準断面から算定 
間接費等は①で使用した資

料を参考に設定 

参考 全掘削 3000㎥程度 
掘削後地盤高 T.P.0.0m 
※R3 年の砂州地形を使用しているため過
去事業よりも掘削可能な土砂量が少ない 

過去の事業費を参考に算定 
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8.1.1 概算事業費算定①（既存導流堤の延長） 

既存導流堤を上流方向に延伸した場合の概算事業費を算定する。 

既存導流堤については、設置当時の資料が少なく根入れ長等も不明であるため、断面を基にし

た概算事業費の算定が困難である。よって、算定には県内の類似した事例である浜村川での事業

費（図 8.1.1～図 8.1.3）を基に勝部川における既存導流堤延伸の概算事業費を算定した。算定

方法及び算定結果を以下に示す。 

 

■算定方法 

浜村川の導流堤に対する勝部川導流堤の延長倍率（導流堤延伸予定延長／浜村川施工延長）

である 6 倍を浜村川の工事費及び間接費に乗じて勝部川における導流堤延伸の概算費用を算

定した。なお、千円未満は切り上げとする。 

 

■算定結果・・・表 8.1.2 

1mあたりの概算事業費：約 544千円 

概算事業費：約 135,000千円（浜村川の事例の各費用に延長倍率をかけて算出） 

 

表 8.1.2 概算費用算出諸元 

工事箇所 浜村川河口 勝部川河口 

導流堤延長（m） 42.5 約 6倍→ 250 

直接工事費 
本施工 ¥11,366,816 約 6倍→ ¥68,201,000 

仮設工 ¥106,002 約 6倍→ ¥636,000 

間接費 
本施工 ¥10,828,264 約 6倍→ ¥64,970,000 

仮設工 ¥336,798 約 6倍→ ¥2,021,000 

工事費 
本施工 ¥22,195,080  ¥133,171,000 

仮設工 ¥442,800  ¥2,657,000 

概算事業費 ¥22,637,880  ¥135,828,000 

※仮設費については、仮設道路等の状況が異なる可能性が高い 

 

■維持管理費について 

石積の堤防であるため、基本的にはメンテナンスフリーである。ただ、大規模な災害等で施

設が破損した場合等は別途改修費用が発生する。 
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図 8.1.1 平面図※事務所提供資料  
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図 8.1.2 標準断面図※事務所提供資料
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図 8.1.3(1) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(2) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(3) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(4) 内訳書※事務所提供資料 

  



8-9 

 

 

図 8.1.3(5) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(6) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(7) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(8) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(9) 内訳書※事務所提供資料 
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図 8.1.3(10) 内訳書※事務所提供資料 
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8.1.2 概算事業費算定②（矢板導流堤の設置） 

勝部川と日置川の合流部～砂州部にかけて、鋼矢板を設置した場合の概算事業費を算定する。 

矢板工については、当該地域で前例がないことから、施工方法を検討した上で、測量地形等か

ら施工標準断面を作成し、概算事業費を算定した。 

 

(1) 施工標準断面の作成 

6 章で設定した対策工の検討条件を基に平面図を作成した。また、代表的な河道測量断面

を使用し、施工標準断面を作成した。 

矢板の打ち込み長については、設計地盤設定に必要な資料が不足しているため、現在の測

量断面を基に、一般的な打ち込み長を想定した。実際の施工に際しては、別途地盤調査等を

する必要があることが想定される。 

 

平面図・・・・・・図 8.1.4 

標準断面図・・・・図 8.1.5 
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図 8.1.4 矢板導流堤（平面図）  
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図 8.1.5 矢板導流堤（標準断面図） 
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(2) 施工方法の検討 

進入路は左岸の砂州部にある既存の斜路を利用し、矢板設置想定箇所と平行になるように、

仮設盛土を設置する（図 8.1.6参照）。また、鋼矢板の打ち込みについては、50t吊クローラ

クレーンを使用し、バイブロハンマによる打ち込みを想定する。 

 

仮設計画図・・・・図 8.1.7 

 

 

 

図 8.1.6 進入路及び想定される仮設位置 

進入路 

仮設盛土 
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図 8.1.7 矢板導流堤（仮設計画図） 
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(3) 概算事業費の算出 

(1) で設定した施設延長及び標準断面、(2) で設定した仮設を基に、数量を計算し、工事

費を算出した。間接費等については、浜村川の導流堤施工事例を参考にした。また、一般的

な測量調査費、設計費等を考慮し、概算事業費とした。 

 

直接工事費・・・・・・・図 8.1.8 

数量計算書・・・・・・・図 8.1.9 

概算事業費算出根拠・・・図 8.1.10 

 

 

■算定結果 

直接工事費：181,180千円（設計標準断面より算定） 

測量調査 ： 40,000千円 

設計費  ： 50,000千円 

概算事業費：386,846千円 

（直接工事費に浜村川における事業費を基に算出した間接費を含めた値） 

 

表 8.1.3 概算事業費算出諸元 

工事箇所 上流鋼矢板工 

直接工事費 
本施工 ¥174,411,000 

仮設工 ¥6,769,000 

間接費 
本施工 ¥183,635,515 

仮設工 ¥22,030,636 

工事費 
本施工 ¥358,046,515 

仮設工 ¥28,799,636 

概算事業費 ¥386,846,151 
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図 8.1.8 (1) 概算工事費（直接工事費） 
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図 8.1.8 (2) 概算事業費【単価表】  
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図 8.1.8 (3) 概算事業費【単価表】  
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図 8.1.8 (4) 概算事業費【単価表】 
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図 8.1.9 (1) 数量計算書  
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図 8.1.9 (2) 数量計算書
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図 8.1.10 概算事業費根拠 
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(4) 維持管理費について 

鋼矢板設置箇所は感潮区間にあたるため、必要に応じて防食処理を実施する必要がある。

よって、防食を実施した場合の維持管理費について検討を実施した。 

防食については、被覆防食のみ（ケース 1）と被覆防食＋電気防食（ケース 2）の 2パター

ンを検討する。算定方法及び算定結果を以下に示す。 

 

■算定方法 

また、被覆防食については通常の重防食 2mmを想定し、一般的な耐久年数 40年を考慮

し、それぞれの維持管理費を算出した。 

 

■算定結果 

ケース 1 維持管理費用：年間 3,600千円程度 

ケース 2 維持管理費用：年間 4,300千円程度 

 

表 8.1.4 初期費用及び維持管理費の費用比較 

項目 
ケース 1：被覆防食のみ 

（千円） 

ケース 2：被覆防食＋電気防食 

（千円） 

①耐用年数 40 40(20) 

②初期費用 143,681 125,412 

③補修回数 0 (1) 

④補修費用 0 (4,610) 

⑤長期ランニング費用 143,681 130,022 

⑥年間費用 3,592 4,334 

※（ ）内は電気防食の内訳 

 

■維持管理費について 

算定結果から、防食処理を実施した場合、年間少なくとも 3,600 千円程度の維持管理費

が発生することが想定される。 
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図 8.1.11 防食初期費用算出諸元  
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8.1.3 【参考】概算事業費算定（維持掘削） 

勝部川河口砂州部では、維持掘削の実績があるため、H30年度の事業費である 15,000千円（事

務所提供情報）と図 8.1.12 に記載されている掘削量 4200 ㎥から 1 ㎥あたりの概算事業費を設

定し、維持掘削の概算費用を参考値として算定した。 

 

■算定結果 

採用ケース掘削量：約 3,000㎥（R3年度の砂州において、T.P.0.0mまで掘削した場合） 

1㎥あたりの概算事業費：約 4千円 

採用ケースの概算事業費：12,000千円（3,000㎥×4千円/㎥） 

 

■維持管理費について 

既往検討（R3 年度 勝部川河口対策検討業務委託 報告書）において、河口部の砂州は洪水

によるフラッシュの後、波の作用等により、2年程度で戻ることが測量結果や写真等から評価

されている。よって、河口部の維持管理として 2年に 1回のペースで 12,000千円の維持管理

費が発生すると想定される。 
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図 8.1.12 数量総括表（H30年度工事実績）※事務所提供資料
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9. 今後の検討方針 
本業務においては、河口砂州のフラッシュによる洪水時の水位低下及び洪水時の土砂流出によ

る計画河道断面の確保等を目的として、河川内で実施可能な対策を検討した。 

結果として、現況河道における構造物の設置や、陸上掘削による大きな効果は確認できなかっ

た。 

以上を踏まえ、今後の対応としては、以下が考えられる。 

 

(1) 当面の対策 

既往検討において、洪水で流出した土砂が、波の作用により、約 2 年程度で元の箇所に戻

るという評価がされている。当面の対策としては、洪水時の初期水位を下げるため、堆積土

砂を 2年に 1回程度の頻度で掘削することが望ましい。 

 

(2) 抜本的な対策に向けた検討 

本検討の結果（構造物等の対策によって、計画断面が確保されるほどの砂州のフラッシュ

促進効果は生じないこと）を踏まえ、以下に示すような、抜本的な対策に向けた検討が必要

であると想定される。 

 

1) 流域全体での治水対策の検討 

・目標とする治水安全度を確保するため、流出量を抑制する対策（遊水地、ダム等）、

必要な河積を確保する対策（土砂堆積が著しい河口部の掘削等）について検討する必

要がある。 

・以上については、気候変動を踏まえた検討を行う必要がある。 

 

2) 維持管理に向けた対策検討 

上記で記載した流域全体での治水対策を前提に、土砂堆積が著しい河口部に求められる

河床高や河積を維持・確保するための対策について検討する必要がある。 

・河川内での対策として、計画などで確保された断面に再堆積が生じる場合は、例えば

既存導流堤の改築等で掃流力を高め、必要な河積を維持するような対策が想定される。 

（今回の検討では導流堤による対策効果は小さいものであったが、これは砂州をフラッ

シュさせることで計画断面を確保する観点での結果であり、ここで記載する維持管理

対策とは別である） 

・海側の対策として、既往検討において、河口部の土砂堆積は海域からの土砂供給が卓

越していることが把握されているため、その供給を抑制するための対策が想定される。

例えば、エラー! 参照元が見つかりません。に例示する通り、西側の井出が浜等から

供給される土砂を抑制する突堤等、冬季風浪等によって、河口部前面から河道内に供

給される土砂を抑制する離岸堤・防砂堤等、東側の青谷海岸から供給される土砂を抑

制する既存導流堤の改良等が想定される。 

・以上の検討を実施するため、掘削後の土砂の再堆積状況の調査・分析が必要である。 
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図 8.1.1 今後想定される対策項目 
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